
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

京都市外郭団体 

経営計画 
 

（平成 22 年度） 
 



経営計画について 
掲載団体 

外郭団体（京都市が資本金及び基本金その他これらに準ずるものの４分の１以上を出資又は出えんするなど，本市が全市的な

観点から主体的に指導監督又は関与する必要のある法人） 
 
内  容 

◆ 団体の基礎情報 

・団体名 
・所管課 
・代表者名  
・設立年月日 
・基本財産（株式会社の場合は，「資本金」） 
・本市出えん金（株式会社の場合は，「本市出資金」） 
・本市出えん率（株式会社の場合は，「本市出資率」） 

 ・団体の目的 
 ・業務内容 
 
◆ 経営計画 

・目標 

「業務に関する計画」，「財務に関する計画」，「施設等に関する計画」，「組織・人員に関する計画」等の分類ごとに，経

営改善等に資する目標を設定しています。特に重点的に取り組む目標には「●」をつけています。 
・指標／単位 

  目標の達成度を客観的に評価するため，できる限り数値化できる指標を設定しています。 
・目標のための手順・方法／特記事項 

  目標を達成するための取組についての手順や方法等を記載しています。 
 
◆ 経営努力結果 

  表の※印の欄（「H22 年度実績値」及び「実績評価」）は，平成 22 年度経営努力結果作成時（平成 22 年度決算終了後）に

記入します。



 

 

 

 

環境政策局 

 1（財）京都市環境事業協会 

行財政局 

2 京都市土地開発公社 

総合企画局 

 3（財）京都市国際交流協会 

 4（財）大学コンソーシアム京都 

文化市民局 

 5（財）京都市埋蔵文化財研究所 

 6（財）京都市ユースサービス協会 

 7（財）京都市女性協会 

 8（財）京都市立浴場運営財団 

9（財）京都市体育協会 

10（財）京都市音楽芸術文化振興財団 

11（財）京都市芸術文化協会 

産業観光局 

12（財）花脊森林文化財団 

13（財）きょうと京北ふるさと公社 

 

 

 

 

 

 

14 （財）京都伝統産業交流センター 

15 （財）京都高度技術研究所 

16 （株）京都産業振興センター 

保健福祉局 

17（財）京都市急病診療所 

18（公財）京都市障害者スポーツ協会 

19（財）京都市健康づくり協会 

20（財）京都中央看護師養成事業団 

21（福）京都社会福祉協会 

22（福）京都福祉サービス協会 

都市計画局 

23 京都市住宅供給公社 

24（財）京都市景観・まちづくりセンター 

25 京都御池地下街（株） 

26 京都醍醐センター（株） 

建 設 局 

27（財）京都市都市整備公社 

28（財）京都市都市緑化協会 

 

 

 

 

 

 

29 京都シティ開発（株） 

消 防 局 

30（財）京都市防災協会 

交 通 局 

31（財）京都市交通事業振興公社 

32 京都地下鉄整備（株） 

上下水道局 

33（財）京都市上下水道サービス協会 

教育委員会 

34（公財）京都市生涯学習振興財団 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

京都市外郭団体一覧 



基本財産 52,363千円

本市出えん金 50,000千円

本市出えん率 95.5%

目標値 見込値 目標値 ※実績値

1 業務に関する計画

祭り後等の清掃活動（人） 227 - 233 -

 ・祇園祭山鉾巡行後 82 - 87 -

 ・大文字五山送り火翌朝 25 - 28 -

 ・「嵐山・花灯路」期間中 60 - 58 -

 ・「東山・花灯路」期間中 60 - 60 -

団体の目的
　循環型社会の実現のため，市民･事業者において環境に配慮した自主的な行動が実践されるよう，環境意識の普及啓発を図るとともに，廃棄物の減量化及び再資源化の実
践面での支援を行い，併せて，廃棄物の収集，運搬，処理，処分等の業務を行うことにより，京都市の廃棄物処理行政の円滑かつ効率的な推進を支援し，市民生活の快適な
環境を確保すること。

業務内容
　(1)環境意識の普及，啓発に関する事業 (2)京都市環境保全活動センターの管理運営に関する事業 (3)不法投棄の監視巡回パトロールや市民･事業者による美化活動の支
援等「まちの美化」に関する事業 (4)京都市から受託する廃棄物の収集，運搬，処分及び再資源化に関する事業 (5)京都市の環境関連施設の管理運営に関する事業 (6)その
他環境整備の推進に関する事業 等

理事長  花嶋　詳宜

設立年月日 平成13年2月14日

　京都市環境政策局所管のすべての街頭ご
み容器収集と公衆便所清掃の実施（利用頻
度の高い繁華街等の街頭ごみ容器の回収と
公衆便所清掃については,年間を通じて1日2
回収集と清掃を実施。その他の場所の街頭
ごみ容器と公衆便所についても，年間を通じ
て清掃活動に従事）。
　京都市環境政策局まち美化事務所と連携
したまちの美化機能の強化（不法投棄対策
等の強化）。
　京都市から指示された産業廃棄物保管場
所の監視巡回パトロール業務の実施。

目標 指標／単位
H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

平成22年度経営計画　兼　経営努力結果

（財）京都市環境事業協会
所管課 環境政策局環境企画部環境総務課

代表者

　各クリーンセンターにおける庁舎管理，BDF
給油業務，送迎業務等の実施。

420,281 408,613

※実績評価

北部資源リサイクルセンター
運転維持管理業務（千円）

147,700

「まちの美化」に関する京
都市からの受託事業を指
示どおりに適切に実施す
る。

「世界一美しいまち・京都」
推進事業（千円）

354,244 420,281

クリーンセンター管理業務
（千円）

175,106 212,596 212,596 117,750

市民ニーズに対応するた
めに協会独自の活動を実
施する。

　協会の独自事業として，祇園祭の山鉾巡行
後，大文字五山送り火の翌朝並びに嵐山及
び東山の「花灯路」期間中の散乱ごみ清掃
作業等を実施。

182,888 182,888 174,361
　北部資源リサイクルセンターにおける運転
維持管理業務，再資源化業務等を安定的に
実施し，知的障害者雇用を継続して行う。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 1-1



目標値 見込値 目標値 ※実績値
目標 指標／単位

H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

(京エコロジーセンター)

施設利用及び事業参加者数（人） 93,161 100,000 105,000 105,000

●  ・施設利用者数 79,733 85,000 80,000 85,000

 ・館外事業参加者数 13,428 15,000 25,000 20,000

HPアクセス数（件） 5,742,349 500,000 5,000,000 5,500,000

アンケート回答数（件） 622 500 124 200

　閲覧・操作・情報入手のしやすさの向上，ま
たコンテンツの充実を目的とした，ＨＰの改修
を行い，幅広い年齢層に閲覧してもらい，目
標達成を図る。
　平成20年度実績からＨＰアクセス数のカウ
ント方法を見直したため，大幅に増加してい
る。

　来館者アンケートを実施することにより，来
館者の満足度や広報効果などを把握し，意
見を踏まえた上で，利用者のニーズに合った
事業等を展開する。アンケートの呼びかけな
どにより，目標達成を図る。
　なお，平成20年度までは，来館者全員をア
ンケートの対象としていたが，団体見学で来
館された方のアンケートの内容がほぼ同じで
あり，集計結果が一部に偏ってしまうため，平
成21年度からアンケートの対象から除いてい
る。平成22年度は，個人で来館される方を対
象とするアンケートの目標値を設定している
が，団体見学の方のニーズを把握するため
の手段についても併せて検討していく。

身近なごみ問題から地球
規模の環境問題まで幅広
い視点に立った環境意識
の定着を図るとともに，家
庭，地域，職場，学校など
あらゆる場所で，環境にや
さしい実践活動の輪を広
げる事業を展開する。

　京都市，環境ＮＰＯ，学識経験者等からなる
事業運営委員会及び市民ボランティアと連携
しながら，効率的に事業を実施する。（事業
運営委員会により事業方針，企画立案，事業
評価を行う。）

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 1-2



目標値 見込値 目標値 ※実績値
目標 指標／単位

H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

市民ボランティア（現役/人） 82 80 72 80

市民ボランティア（OB/人） 89 110 89 100

事業運営委員会開催回数（回） 3 3 3 3

　経験豊富な民間職員及び市民ボランティ
ア，事業運営委員会の三者のパートナーシッ
プで運営することにより，多様な人材の活用
を図る。
・市民ボランティア（現役）「エコメイト」：館内
案内や展示解説等を行う。養成講座を開催
し一定数確保する。
・市民ボランティア（OB)「京エコサポーター」：
センターから情報提供を行い，地域での活動
を行う。また，くらしの匠と進める「エコライフ・
コミュニティづくり」事業（地域での環境コー
ディネーター）を活用し，活躍の場を広げて
いく。
※現役・OB共に学習会等講師としても活躍
予定。
・事業運営委員会：事業計画や事業評価等
について提案・審議を行う。また，この委員会
の下部組織として，事業課題（人づくり，活動
支援，情報発信と交流）について，具体的な
案づくりを行うための3事業部会及び中長期
計画の進行管理を行う小委員会を設置して
いる。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 1-3



目標値 見込値 目標値 ※実績値
目標 指標／単位

H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

2 財務に関する計画

補助金収入（千円） 139,649 139,830 140,330 50,000

 ・京都市補助金収入（千円） 135,266 136,330 136,330 46,000

 ・障害者助成金（千円） 4,383 3,500 4,000 4,000

受託管理収入等（エコセン）（千円） 176,719 172,719 172,219 166,376

収入合計（千円） 1,017,949 1,128,314 1,128,314 917,100

支出合計（千円） 990,842 1,128,314 1,128,314 917,100

収支差額（千円） 27,106 - - -

正味財産（千円） 85,751 71,265 85,751 85,751

正味財産増加額（千円） 14,486 - - -

●

3 施設等に関する計画

(協会事務所)

● KES取得状況 登録確認 登録確認 登録確認 登録確認

 ・電力使用量 18年比１％削減 前年比１％削減 前年比１％削減 前年比１％削減

 ・水道使用量 前年比１％削減 前年比１％削減 前年比１％削減 前年比１％削減

 ・ガス使用量 前年比１％削減 前年比１％削減 前年比１％削減 前年比１％削減

(京エコロジーセンター)

KES取得状況 登録確認 登録確認 登録確認 登録確認

●  ・省エネルギー（電力使用量） 前年度維持 前年比１％削減 前年比１％削減 前年比１％削減

 ・省資源（コピー用紙使用量） 前年比１％削減 前年比１％削減 前年比１％削減 前年比１％削減

 ・廃棄物排出量の削減 － 前年比１％削減 前年比１％削減 前年比１％削減

 ・環境研修の実施 月2回以上実施 月2回以上実施 月2回以上実施 月2回以上実施

408,613

京都市からの補助金，委
託料を財源とした安定した
事業展開

　人件費面では，京都市再任用職員の勤務
条件（賃金体系）を参考に，協会としての適
正な勤務条件を決定する。また，協会の歳出
予算の大部分が人件費であるため，京都市
から業務内容に応じた補助金，委託料を確
実に確保し，協会予算の財源不足が生じるこ
とのないように，安定した財源確保を図る。

 ・「世界一美しいまち・京
都」推進事業（千円）

117,750

協会の安定的な経営のた
め「まちの美化」に関する
京都市からの受託事業の
確保に努める。

環境美化関連受託事業収
入（千円）

677,050 815,765 815,765 700,724

354,244

　京都市から受託した業務を適切に実施し，
そのうえで豊富な経験や知識を有する高齢
労働力の活用により，コスト面での効率化を
図り， 京都市の行財政改革の一翼を担う。

 ・クリーンセンター管理業務
（千円）

175,106 212,596 212,596

420,281420,281

年2回KES普
及イベント開
催

 ・北部資源リサイクルセンター
運転維持管理業務（千円）

147,700 182,888 182,888 174,361

月10回以上
実施

省エネ・省資源型の運営
を図る。

　平成21年3月31日付けで認証継続取得。電
気，水道及びガス使用量については，引き続
き前年比１％削減を達成できており，平成22
年度も既存機器を効率的に使用し目標達成
を目指す。

施設の環境に配慮した設
備機能を生かし，省エネ・
省資源型の運営を図る。

　平成21年8月1日付けで認証継続取得。環
境影響項目に廃棄物排出量の削減を追加
し，6項目（省エネルギー・省資源・廃棄物排
出量削減・セミナー等の実施・環境研修・ＫＥ
Ｓ普及活動）の目標を定め，取り組んでいる。

 ・セミナー等（一般市民向
け）の開催実施

年2回KES普
及イベント開
催

 ・KES普及活動

15人以上参加
月10回以上

15人以上参加
月10回以上

15人以上参加
月10回以上

年2回KES普
及イベント開
催

年2回KES普
及イベント開
催

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 1-4



目標値 見込値 目標値 ※実績値
目標 指標／単位

H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

4 組織・人員に関する計画

● 業務量に応じた職員規模 業務課職員（人） 207 207 205 184

の適正化    （うち知的障害者） 15 18 16 18

事業課職員（人） 7 8 8 8

5 その他

● 中・長期目標 新規事業の創出と事業内容

の拡充

職員意識の向上等

資本力増強のための検討

公益法人制度改革への対応 ― 方針の決定 検討中 方針の決定

（京エコロジーセンター）

● 指定管理者制度への対応 指定への取組 再度受託 再度受託 再度受託 再度受託

所管局意見

　業務量に応じて職員を配置する。

　公益法人制度改革への対応について，京
都市と協議を行い，方針を決定し，進めてい
く。
 
　平成21年度には，雇用就業機会の創出を
図る施策である緊急雇用創出事業を受託し，
当協会の新たな可能性を生み出した。

引き続き助
成金の受給
を継続

北部資源Ｒ
Ｃが｢実習指
定工場｣とし
て機能

屋上緑化を
活用した新
たな取組を
実施

屋上緑化を
活用した新
たな取組を
実施

自主事業の
創出を図る

他の可能性
を検討

　北部資源リサイクルセンターにおいては，
積極的に知的障害者に就労の場を提供す
る。

　平成21年度からも4年間，引き続き指定管
理者として管理運営業務を受託する。
　環境保全活動の推進を図るためのノウハウ
を蓄積する。

　京都市財政は，平成２０年度秋以降の景気後退の影響から市税収入が大幅な減収となるなど，巨額の財源不足が見込まれる危機的な状況にある。
　本市から外郭団体に対する補助金，委託料のあり方も見直しが進められており，京都市環境事業協会の運営に当たっては，より一層の効率的な運営が望まれる。今後とも補助金，委託料の適正執行に努
めていただくとともに，協会の運営に当たっては，安定的な運営となるよう着実に事業を実施していただきたい。また，公益法人制度改革への対応に当たっても，本市と十分に協議したうえで方針を決定し，進
めていただきたい。

協会敷地周
辺のボラン
ティア清掃
の実施

５S活動の普
及啓発を図
る研修を実
施

５S活動の普
及啓発を図
る研修を実
施

安全運転の
徹底の一環
として，安全
運転講習会
を実施

引き続き助
成金の受給
を継続

他の可能性
を検討

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 1-5



基本財産 20,000千円

本市出えん金 20,000千円

本市出えん率 100.0%

目標値 見込値 目標値 ※実績値

1 業務に関する計画

長期保有地の縮減

●　土地の取得 取得面積（㎡） 77,753 25,897 18,000 1,926

取得価額（百万円） 7,803 5,400 2,800 1,500

●　土地の売却 売却面積（㎡） 88,639 52,750 80,000 41,613

保有地買戻しの促進 売却価額（百万円） 17 675 9 220 13 261 6 960

団体の目的 公共用地，公用地等の取得，管理，処分等を行うことにより，地域の秩序ある整備と市民福祉の増進に寄与すること。

業務内容 ①公共用地，公用地等の取得，管理，処分等　②国等の委託に基づき，土地の取得のあっせん，調査，測量等

目標 指標／単位
H20年度
実績値

平成22年度経営計画　兼　経営努力結果

京都市土地開発公社
所管課 行財政局財政部財産活用促進課

代表者 理事長　島田　與三右衞門

設立年月日 昭和48年2月5日

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

公社による新たな土地の先行取得は，市の

特別会計による取得が適当でない場合に限

って行う等，一層の厳正化に努める。

次のとおり全保有地を分類のうえ 類型ごと　　保有地買戻しの促進 売却価額（百万円） 17,675 9,220 13,261 6,960

　　Ｃ用地の売却 売却面積（㎡） 0 0

売却予定面積（㎡） 6,083 0

●　附帯等事業 貸付収益（百万円） 65 61 67 48

　　保有地の有効活用

次のとおり全保有地を分類のうえ，類型ごと

の対策により，長期保有地（取得後5年以上

保有している土地）の縮減を図ることとした

市の方針に則り,一層の縮減の推進に市と連

携して取り組む。

Ａ用地・Ａ－Ⅱ用地：当初目的どおり市が

計画的に買い戻す。

Ｂ用地：利用目的を変更し，市が買い戻す。

当面処分予定のない保有地については，駐

車場，資材置場等敷地として貸し付ける等，

保有地の有効利用を図る。

Ｃ用地：一般競争入札又は他の公的機関

等に売却する。

平成20年度末保有状況

保有面積（㎡） 278,737

保有価額（百万円） 66,847

長期保有面積（㎡） 147,926

長期保有価額（百万円） 45,856

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 2-1



目標値 見込値 目標値 ※実績値
目標 指標／単位

H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

2 財務に関する計画

●　金利負担の軽減 金利負担額（百万円） 1,086 1,000 1,000 890

収入合計（百万円） 17,756 9,290 13,344 7,021

対前年度伸び率 102.3% △34.4% △24.8% △47.4%

①土地売却収入（百万円） 17,675 9,220 13,261 6,960

構成比 99.5% 99.2% 99.4% 99.1%

②土地貸付収入（百万円） 37 30 37 20

構成比 0.2% 0.3% 0.3% 0.3%

③附帯事業収入（百万円） 29 31 30 28

構成比 0.2% 0.3% 0.2% 0.4%

④あっせん事業収入（百万円） 3 0 3 0

構成比 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

⑤事業外収益事業等収入（百万円） 13 9 13 13

構成比 0.1% 0.1% 0.1% 0.2%

支出合計（百万円） 17,907 9,129 13,140 6,801

を図る。

引き続き資金調達コストの改善及び借入金

の圧縮と利息の軽減に努める。

保有地の減少の促進により金利負担の軽減

シンジケートローンＨ１８．９借入

利率０．９３％

シンジケートローンＨ２１．６借入

利率 短期ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ＋０．３％

公募公社債 Ｈ１７．３発行：利率０．７７％

公募公社債 Ｈ１７．１０発行：利率１．００％

収支差額（百万円） △ 151 161 204 220

総資本（百万円） 71,819 68,299 60,198 55,513

自己資本（百万円） 1,928 2,091 2,132 2,352

自己資本比率 2.7% 3.1% 3.5% 4.2%

自主事業比率 100% 100% 100% 100%

3 施設等に関する計画

4 組織・人員に関する計画

人員配置の適正化 職員数（人） 7 7 7 6

人件費（百万円） 76 92 66 52

5 その他

所管局意見

　公社による新たな先行取得については,やむを得ない場合を除き行わない等,一層の厳正化に努めることにより保有地の増加を抑制するとともに,公共用地先行取得等事業債を活用して,保有地の縮減を
図り,財務状況の健全化に努める必要がある。
　また,C用地の売却や当面処分予定のない土地の貸付等を行うことで,より一層の保有地の有効活用にも努める必要がある。

事業量に見合った職員配置を行う。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 2-2



基本財産 100,000千円

本市出えん金 100,000千円

本市出えん率 100.0%

目標値 見込値 目標値 ※実績値

1 業務に関する計画

・多様な機会を生み出
し，市民と協働できる場
とする。

(1)　市民啓発の推進 26,641 26,300 26,300 26,500

国際交流会館
オープンデイ

9,600 10,000 9,700 10,000

(2)　会館の利用促進 来館者数（人） 263,120 265,000 258,000 265,000

施設利用実績（％） 67 66 65 66

(3)　相談事業の充実 情報サービス相談件数（件） 4,329 5,000 5,400 5,200

131 130 85 90

団体の目的 京都において，歴史，文化その他の地域的特性を生かした国際交流活動を推進することにより，市民レベルの相互理解と友好親善を深め，京都の国際化に寄与すること。

業務内容
京都を中心とした地域及び諸外国の情報・資料収集及び提供，国際交流を推進するための各種行事・研修及び人物交流等の実施，地域の国際交流団体との連携・協力
及び活動の振興，姉妹都市交流の促進，国際交流に関する調査及び研究，京都市国際交流会館の管理運営，その他協会の目的を達成するために必要な事業。

目標 指標／単位
H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

平成22年度経営計画　兼　経営努力結果

（財）京都市国際交流協会
所管課 総合企画局国際化推進室

代表者 理事長　千　玄室

設立年月日 平成元年１月１８日

外国人のためのカウンセ
リングデイ（件）

職員の相談能力の向上に伴い，通常の相
談で対応可能な用件が増え，専門相談(カ
ウンセリングデイ）の件数としては減少
している。より難しい相談内容にも対応
できるように，相談後の専門相談員同士
の振り返りを常に行い，内容を更に充実
させるとともに，在住外国人に対し，相
談会の一層の周知を図る。

セミナー・イベントへの
参加者数（人）

実施したイベントの総括を的確に行い，
内容の充実を図る。ホームページ，新聞
記事への掲載等，広報を更に積極的に行
い，参加者の増加を図る。

市民への会館・協会活動のＰＲの機会と
して定着。テーマ性の深化とともに盛り
上げていく。

平成21年1月より施設の予約を1年前から
可能とし，利用者の便を図っている。

ボランティアの活用を積極的に図り，情
報提供の専門家を育成する。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 3-1



目標値 見込値 目標値 ※実績値
目標 指標／単位

H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

行政通訳相談事業（件） 340 360 350 360

保健所への通訳派遣事業
（件）

50 35 40

(4)　情報ツールの活用 ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱｸｾｽ件数（件） 312,091 631,000 450,000 460,000

(5)　図書資料室の運営 利用者数（人） 39,173 41,000 38,200 41,000

留学生就職支援事業 実施数未定

住宅確保促進事業

A.I.E.K.の運営 未定

平成19年より実施。徐々に浸透してきた
が，より一層の広報，周知を図る。

「京都市国際化推進プラン」に掲げてい
る「相談事業の充実」の具体的取組の一
つとして平成21年度から実施。

常に情報内容を更新し，積極的な情報提
供に努める。

平成21年4月に図書資料室内のレイアウト
変更を一部実施し，より活用しやすい環
境を作り出した。従来どおり「特定の分
野を調べるなら京都市国際交流会館へ」
と思われるような独自性を持った図書・
資料室を目指し，蔵書の選定も一層工夫
する。キーワードは『生活』。

関係団体との連携・協働を図る。

ＰＩＣＮＩＫ
（子どものための国際理
解教育促進事業）

派遣31件
(12校)
児童:1,690名
留学生:45名

派遣16件
(15校)
児童:1,800名
留学生:33名

派遣34件
(15校)
児童:2,158名
留学生:52名

派遣35件
(15校)
児童:2,000名
留学生:50名

システムとしての充実を図り，関係大
学，受け入れ校との緊密な連携をとり，
一層の事業の浸透を図る。

コリアンサロン「めあ
り」

例．ハングル塾受
講者数　200名／
年

例．ハングル塾受
講者数　290名／
年

例．ハングル塾受
講者数　200名／
年

例．ハングル塾受
講者数　200名／
年

・地域に暮らしている市
民同士の協働による，多
文化共生社会実現のため
の取組を支援し，「共生
のまち・京都」づくりを
目指す。

医療通訳派遣事業 事業の安定化
(3言語対応）

(4拠点)

事業の安定化
（３言語対応)

事業の安定化
（３言語対応）

事業の安定化
（３言語対応)

・留学生の入学から卒業
までを意識し，単発の支
援ではなく，京都という
まちが留学生と協働し，
共に成長していける枠組
を作る。

ジョブフェア2
回併せて351名

参加

平成20年度より3回生を対象とした第2回
目のジョブフェアを実施。京都留学生推
進協議会や企業側とも連携し浸透を図
る。

HOUSE NAVI
物件1,018件
家主　350名

HOUSE NAVI
物件　960件
家主　340名

HOUSE NAVI
物件1,060件
家主　371名

HOUSE NAVI
物件1,000件
家主　380名

関係業界団体との連携を密にし，各種イベン
トを開催することで「外国人の受入れ」の促進
を図る。

就職実務講座
ジョブフェア第
2回も併せて
400名

第1回は新型イ
ンフルエンザの
ため中止
第2回122名

平成20年度より「拠点病院」に通訳謝礼
金の１割，平成21年度より2割，平成22年
度より5割を負担してもらう。4箇所に増
えた拠点で一層安定的に運営を行う。

全体会を開き相
互交流を重視
（会員団体数：
155団体）

新しい形で全体
会を開き相互交
流を重視
（会員団体数：
158団体）

新しい形で全体
会を開き相互交
流を重視
（会員団体数：
155団体）

事業の全面的変更の可能性があるため，
事業内容及び数値的な目標は未定。但
し，京都地域の国際交流団体の連携は継
続予定。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 3-2



目標値 見込値 目標値 ※実績値
目標 指標／単位

H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

10 8 8 8

参加者数（延べ・人） 338 310 310 310

585 350 536 550

活動者数実績（延べ・人） 1,180 770 1,100 1,000

活動者件数実績（件） 120 150 120 120

2 財務に関する計画

● 経費節減対策 交流振興費（千円） 49,555 44,000 62,000 56,000

留学生国保補助事業(千円) 14,500 16,000 16,000 16,000

システム情報機器(千円） 1,850 2,100 2,100 1,600

カウンセリング・デイ（千円） 140 175 170 170

図書購入（千円） 4,600 4,300 4,300 3,800

ふれあい講座（千円） 1,000 1,100 448 448

● 収入確保対策 収入合計（千円） 429,093 338,448 337,000 329,000

市補助金（千円） 18,516 21,000 20,800 20,200

指定管理費（千円） 205,742 208,787 208,787 197,742

民間補助金等（千円） 5,566 7,500 4,240 11,000

広告収入（千円） 769 800 960 800

施設利用料金収入（千円） 45,207 38,000 42,000 38,000

支出合計（千円） 399,587 309,456 300,000 292,000

29,505 28,992 37,000 37,000

正味財産（千円） 267,770 343,316 343,316 353,615

正味財産増加額（千円） △ 55,839 9,999 9,999 10,299

事業費増加の抑制に努める。また，他団
体との連携・協働を進め，事業実施に係
る費用負担の在り方について再考する。

・事業の効率化，事業実
施方法の見直し

・地域に多様なＮＧＯ,
ＮＰＯが育つことが豊か
な市民社会の構築につな
がると考え，市民による
主体的・自主的な事業を
推進・奨励することを通
じ，市民や民間団体の育
成・支援に当たる。

ボランティア研修開催回
数（回）

ボランティアの集い・研修会を開催し，
ボランティアの資質向上に努める。ま
た，ボランティアによる事業企画・立案
を促進する。

登録ボランティア数
（延べ・人） 限られた登録者数でも，活動実績が充分

に上げられるよう効率的な機会提供を
図っていく。

利用促進のためのサービスの向上を心が
け，利用者の立場に立って施設を利用し
てもらうことを心がける。

収支差額
（次期繰越）（千円）

海外TV(BBC等）の視聴を見直す

新聞購入を見直す

21年度よりふれあい講座は「お茶」のみ
とし，「日本語」は「日本語講座」とし
て独立。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 3-3



目標値 見込値 目標値 ※実績値
目標 指標／単位

H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

3 施設等に関する計画

管理委託経費抑制 会館管理費（千円） 90,859 93,000 93,000 93,000

32,012 32,850 32,961 32,000

4 組織・人員に関する計画

15 15 15 15

12 12 12 12

他団体への派遣職員 0 0 0 1

職員数（人） 17 18 17 17

一般職員（人） 10 10 10 11

嘱託職員（人） 7 8 7 6

5 その他

諸規定の整備 倫理規定 策定 策定予定

その他 公益法人制度改革 方針を決定 方針を決定 申請準備

所管局意見

限られた人員による効率
的な運営

研修派遣人数（延べ人数） 多文化共生社会に関する研修へ職員を派
遣する。

建設から20年が経過，中長期的改修計画
を検討。修繕費の確保を京都市に努めて
もらう。既存経費抑制を図る。節電・節
水を継続実施する。

清掃，警備，ビル管理委
託合計額（千円）

一般競争入札を実施している。22年度の
ビル管理委託について実施済。

講師派遣人数（延べ人数） 職員を研修の講師として派遣し，職員の
スキルアップを図る。

4月よりCLAIRへ1名派遣

　平成21年度は，会館・協会の設立20周年にあたり，多彩な記念事業が数多く開催され，外国人を含む多くの市民が，ボランティアや参加者としてイベントに参加した。20周年記念
オープンデイの広報を，ポケットティッシュやチラシの配布，地下鉄や市バスへの広告掲示で行うなど，会館の知名度向上に努めた。また，子どものための国際理解教育促進事業であ
るＰＩＣＮＩＫでは，小中学校への派遣回数，参加する児童数や留学生数の全てが増加しており，努力が評価できる。一方，留学生就職支援事業については，就職を希望する留学生に
とって非常に重要な事業であるため，多くの参加企業を募っての開催に向け，一層の努力が必要になる。
　財政面においては，市からの補助金や指定管理費の増加が見込めない中で，魅力的な事業や市民に役立つ事業を数多く開催することにより，広告収入や寄付金・補助金の確保，施設
の利用料金収入の増加による収入確保などの努力が一層必要になる。

21年度中に方針を決定し，22年度中に申請
をする予定で準備中。基本的には，「公益財
団法人」への移行に向け準備を進めており，
平成21年度第2回理事会・評議員会に諮り，
平成23年度中に移行申請を予定している。

4月より休職職員1名復帰

4月よりCLAIRへ1名嘱託職員を派遣するた
め1名減。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 3-4



基本財産 100,000千円

本市出えん金 50,000千円

本市出えん率 50.0%

目標値 見込値 目標値 ※実績値

1 業務に関する計画

● 単位互換提供科目数(科目) 506 510 504 510

京(みやこ)カレッジ出願者延数（人） 1,112 1,120 1,871 1,500

学びフォーラム動員延数（人） 8,317 8,500 8,003 8,500

　　　　　　　　　　　　実数（人） 3,186 3,400 2,758 3,400

目標 指標／単位
H20年度
実績値

（財)大学コンソーシアム京都
ならではの大学連携により，財
団の基幹事業である単位互換
事業，インターンシップ事業を
はじめとする事業を着実に推
進する。

平成22年度経営計画　兼　経営努力結果

（財）大学コンソーシアム京都
所管課 総合企画局市民協働政策推進室

代表者

設立年月日 平成10年3月19日

目標達成のための手順・方法
／特記事項

H21年度 H22年度

団体の目的
京都地域を中心に，大学と地域社会及び産業界との連携，大学相互の結び付きを深める役割を担い，これらの連携による調査・研究開発，情報提供，交流促進等を行い，
もって我が国の高等教育の改善，発展に寄与すること

業務内容
(1)大学と地域社会及び産業界との連携による調査研究事業 (2)大学と地域社会及び産業界との情報発信交流事業 (3)大学におけるインターンシップに関する推進事業 (4)
大学における社会人教育に関する企画調整事業 (5)単位互換等大学の教育交流に関する企画調整事業 (6)大学の教職員に対する研修交流事業 (7)大学のまち交流セン
ターの管理運営事業 (8)その他目的を達成するために必要な事業

※実績評価

理事長　八田　英二

大学連合体のスケールメリットを活かした高等学
校と大学との「学びの接続」を事業計画の中心に
据え，平成２1年度はさらに選択と集中による開
催地域と開催形態の見直しを図り，地元に還元
する地域貢献という視点による高大連携プログラ
ムを確立した。
平成22年度は，学びフォーラムの開催曜日の変
更，時間割（タイムスケジュール）の変更を行い，
さらに参加しやすい環境を提供する。具体的に
は，①大学生との交流コーナーを充実，②高校
の保護者会の誘致，③自然科学系学部，芸術系
学部の参加・企画の強化を予定している。また，
各会場ごとに抱える課題の解決に向けた取組も
行うこととしている。

多数の大学による連携を活かし，各大学の個性・
特色を活かした科目や，京都ならではの科目の
設置，科目のパッケージ化等による内容の向上
を図るとともに，受講環境整備に向けての調査や
ITを活用した事業の高度化を目指し，より魅力あ
る教育プログラムの開発を目指す。

高まる生涯学習へのニーズに総合的に応えるた
め，特に，産学公地域連携によるフィールドワー
ク型実習を行う京都力養成コース及び手軽に幅
広く教養を身につけられる市民教養講座につい
ては，更なる充実・発展を図る。また，よりニーズ
に対応した科目提供及び受講時間の見直しな
ど，受講者数の増加に努める。また，広報活動に
より，更なる受講者の拡大を図り，世代を超えた
知の探究心を醸成する。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 4-1



目標値 見込値 目標値 ※実績値
目標 指標／単位

H20年度
実績値

目標達成のための手順・方法
／特記事項

H21年度 H22年度
※実績評価

インターンシップ受講者数（人） 605 612 473 535

インターンシップ受入団体・企業数 289 286 218 240

ＦＤフォーラム参加者数（人） 1,253 900 986 900

ホームページアクセス件数（件） 143,014 150,000 146,775 150,000

● キャンパスプラザ京都の利 講義室等利用率(%) 63.8 65 62.0 65

用促進を図る 　※区分利用率

動画配信，リアルタイムな情報をホームページに
アップするなど，参加者の好奇心を刺激し，事業
の活動周知を図り，情報発信のあり方を見直す。
平成22年度から自動翻訳システムを導入し，海
外からのアクセスの増加を図る。併せて，平成21
年度末から講義室等の予約状況のWeb表示の
運用を開始し，さらに，平成22年度からは，Web
予約を稼働させる予定であり，利用者への利便
性を図る。

産学公地域連携による教育プログラムとして，一
層機能効果を高めることを目標とし，事業開始10
周年を機に策定した今後の長期的展望，①専門
性との関わりを重視した実習を強化し，教育効果
ならびに受入れ先への貢献度の向上，②事業の
効果を広く加盟大学に還元する仕組み作り，③
学生主体のプログラム作りに重点を置いた事業
を行う。

教員の資質向上を目指した事業であり，目標値
を会場の収容人数とするが，特に分科会につい
ては，議論等をより密度の高いものとするため，
参加人数の適正化を検討する。また，小規模か
つ具体討議のための分科会と中規模で最新事
例が入手可能なシンポジウムを設ける。
平成21年度に引き続き，コンビニ収納など事前
入金，完全事前申込自動システムを活用し，業
務削減，効率化を図る。

京都駅前の交通至便な立地条件を活かし，大学
休暇期間における大学関係者以外の一般利用
者を確保することや積極的な広報等により，年間
を通して安定した稼働率を達成する。併せて，平
成21年度末から講義室等の予約状況のWeb表
示の運用を開始し，さらに，平成22年度からは，
Web予約を稼働させる予定であり，利用者への利
便性を図る。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 4-2



目標値 見込値 目標値 ※実績値
目標 指標／単位

H20年度
実績値

目標達成のための手順・方法
／特記事項

H21年度 H22年度
※実績評価

2 財務に関する計画

● 収入合計（千円） 565,163 404,725 483,170 411,823

支出合計（千円） 488,137 404,725 406,286 411,823

次期繰越収支差額（千円） 77,027 0 76,884 0

正味財産（千円） 345,164 -

正味財産増加額（千円） 34,407 -

会費収入（千円） 168,188 170,288 170,416 170,616

事業収入（千円） 46,649 42,905 41,743 42,861

受託事業収入（千円） 15,023 2,200 9,852 3,566

3 1 2 1

3 施設等に関する計画

● 施設設備の適正な維持管理 指定管理者委託事業費（千円） 171,046 170,446 170,446 169,846

    

● 貸室等収入（千円） 112,270 128,697 122,003 128,697

平成12年10月に竣工した当館も，開館後10年を
経過し，経年劣化や耐用年数の到来に伴う修
理，交換等のメンテナンス費用の増加が予想さ
れるため，適切な日常点検や補修を続け，耐用
年数のあるものについての計画的な修繕・交換
等により，維持管理費用の平準化を図る。

指定管理者であり，京都地域の大学・短期大学
等が加盟する財団として，市民と大学の交流拠
点として求められるサービスを，最適なコストで提
供できるように，更なる効果的な運営を行う。
なお，平成21年度に一般の使用に係る講義室等
の使用料の改定があったため，一般貸出の利用
率の変動が予想されるが，建物全体の稼働率(平
成19年度63.9％，平成20年度63.8％）を向上さ
せるよう，大学等の利用はもとより，一般利用者の
利用促進を図り，全体の稼働率の向上を狙う。そ
の一端として，平成21年度末から講義室等の予
約状況のWeb表示の運用を開始し，さらに，平成
22年度からは，Web予約を稼働させる予定であ
り，利用率の向上を図る。

より効果的な事業展開に努
め，長期的に安定した財政運
営を図る。

ここ数年，学生数が横ばいで推移し，会費収入
の増加は望めない状況にある。また，設立以来
拡大してきた事業規模も一定の落ち着きを見せ
ており，財団としても，今後を見据え，事業の費
用対効果を検証すると同時に，将来を見据えた
管理運営を図り，会員との連携強化等基盤強化
を行う。
財政面については，より一層の効率化を図ると同
時に，財政的な安定を図るための他の収入源の
検討を行う。そのひとつとして，第３ステージプラ
ンでは，リエゾン・共同研究事業を発展的に解消
して，集中と選択による業務の削減を行い，事務
経費の抑制を行うなど積極的に業務の効率化を
行った。さらに，平成19年度から私学振興共済事
業団の特別補助金を加盟大学を介して獲得し
た。より効果的な京都の大学の質の向上を目指
し，平成20年度及び21年度に加盟大学が各々
代表校として採択された文部科学省の戦略的大
学連携支援事業に，関係自治体等として参画
し，補助事業の展開について連携の上，推進し
ている。

講義，演習，会議等のための
施設の提供

収入合計に占める受託事業
収入の比率（％）

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 4-3



目標値 見込値 目標値 ※実績値
目標 指標／単位

H20年度
実績値

目標達成のための手順・方法
／特記事項

H21年度 H22年度
※実績評価

4 組織・人員に関する計画

● 職員数（常勤者数）　（役員は除く） 32 34 33 33

5 その他

所管局意見

　（財)大学コンソーシアム京都は，大学をはじめ産学公が連携した日本初の財団として設立以来，「単位互換事業」や「インターンシップ事業」などのパイロット的事業等に取り組み，着実に優れた成果を挙げて
おり，本市施策「大学のまち京都・学生のまち京都」の推進にも大きく寄与しているところである。
　昨今，18歳人口の減少など，大学を取り巻く環境は大きく変化していることを踏まえ，より効果的な事業の実施に努める必要がある。また，自主事業の多くは会費収入を財源としていることや，加盟大学からの
要望等によるパイロット事業であるため，必ずしも収支比率が均衡しないという特殊性を有しているが，外部資金の積極的な調達により収入の増加を図るなど，今まで以上に全体の収支バランスに配慮した事業
運営を行う必要がある。
　キャンパスプラザの施設運営については，今後とも，経年劣化による施設の管理・維持費用について，指定管理者として，長期的な修繕計画に基づき経費をコントロールしていく必要がある。また，Web上での
施設の空き状況の公開や，予約受付を実施することにより，施設利用率の向上が期待できる。
　なお，平成２０年度に，「大学のまち京都・学生のまち京都推進計画」（実施期間：平成２１年度～５年間）を京都市と（財）大学コンソーシアム京都とが協働で策定し，現在推進している。「大学のまち京都・学生
のまち京都」の発展に向け，より効果的・効率的な施策の展開を目指す。

事業展開に合わせた，効率的
な人員配置

財団職員としての資質向上を目的とした，
財団主催の研修への参加促進を図るととも
に，外部研修会への参加助成の検討を行
う。更に職員の短期出向制度などを設け，
業務量の分散，軽減，効率化を図る。
現在の会議運営や開催日程を見直し，より
効率的な運営を目指す。また，実施事業の
内容や規模等，必要に応じて，事務局員全
員体制で事業の成功に努める。なお，人件
費は派遣元の負担のため，事業費等に対
する影響はない。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 4-4



基本財産 10,000千円

本市出えん金 10,000千円

本市出えん率 100.0%

目標値 見込値 目標値 ※実績値

1 業務に関する計画

発掘調査事業収入（千円） 957,623 700,000 620,000 400,000

発掘調査件数（件） 58 39 39 25

調査の効率化によるコスト 5,631 14,133 19,444 12,464

縮減額（千円）

ホームページアクセス 33,278 30,000 36,000 33,000

件数（件）

団体の目的

目標 指標／単位
H20年度
実績値

埋蔵文化財の調査，研究，保護を行い，京都市民の文化財保護に関する理解を深め，もって市民の文化的生活の向上と地域文化の振興に寄与することを目的とする。

業務内容
①埋蔵文化財の発掘調査及び保存に関すること。②埋蔵文化財の調査研究及び出版物の刊行に関すること。③埋蔵文化財に関する保護思想の普及啓発に関すること。
④その他，目的を達成するために必要な事業に関すること。

H21年度 H22年度

平成22年度経営計画　兼　経営努力結果

(財)京都市埋蔵文化財研究所
所管課 文化市民局文化芸術都市推進室文化財保護課

代表者 理事長　山岸　和

設立年月日 昭和51年10月26日

● 発掘調査の効率化

　発掘調査業務の効率化を推進して，費用対
効果の向上による競争力の強化を図る。

　掘削残土の仮置きによる残土処理費用の
節減等を推進する。

※実績評価

　ホームページの活用等により普及啓発事業
の効率的かつ効果的な実施に努める

目標達成のための手順・方法
／特記事項

件数（件）

文化財講座参加者数（人） 985 950 920 950

文化財講演会参加者数 300 400 460 300

（人）

現地説明会のハガキ及び 6,013 3,500 4,700 3,000

電子メール等案内（件数）

現地説明会等参加者数（人） 3,160 2,000 2,400 1,500

2 財務に関する計画

収入合計（千円） 1,154,106 895,603 926,760 708,360

支出合計（千円） 1,207,118 868,389 1,067,016 750,073

収支差額（千円） △ 53,012 27,214 △140,256 △ 41,713

正味財産（千円） △ 203,219 △ 171,028 △ 377,475 △ 409,188

正味財産増加額（千円） 48,892 13,668 △ 174,256 △ 31,713

物件費（千円） 639,735 357,936 438,016 354,562

職員人件費（千円） 567,383 510,453 629,000 395,511

受託事業収入（千円） 20,301 5,000 6,824 5,000

受託件数（件） 19 7 12 7

派遣者数（人） 7 8 11 8

派遣金額（千円） 38,413 72,000 97,000 72,000

●
発掘調査に係る専門分野
業務の受託事業の増加

　専門分野の受託拡大や技術指導等（遺物
の復元，彩色，写真撮影，保存処理，測量
等）に積極的に取り組む。

埋蔵文化財に関する普及
啓発の推進

●

発掘調査経費の抑制及び
既存事業の有料化等によ
る収入増加

の効率的かつ効果的な実施に努める。

　（財）京都市生涯学習振興財団との共催，
受講者のニーズに応じた企画の実施等により
参加者数の増加を図る。

　発掘調査の現地説明会について，はがきや
電子メール等により幅広く市民への案内を行
うことにより，発掘成果の市民還元に積極的
に取り組む。

● 職員の他団体への派遣

　これまで以上に固定経費の削減に努めると
ともに，今後当面，発掘調査事業の増加が見
込めない中，職員の他団体派遣をはじめとす
る発掘調査以外の事業収入の確保，拡充に
努める。
　これらの取組に加えて平成２２年度から市の
財政支援を受け，計画的に財務状況の改善
を図っていく。

　職員人件費の確保のため，職員の他団体
派遣を推進する。
　（参考：派遣職員数　⑰12名，⑱9名，⑲7
名）

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 5-1



目標値 見込値 目標値 ※実績値
目標 指標／単位

H20年度
実績値

H21年度 H22年度
※実績評価

目標達成のための手順・方法
／特記事項

3 施設等に関する計画

4 組織・人員に関する計画

職員人件費（千円） 511,626 456,555 455,000 360,511

職員数（人） 61 54 54 44

　プロパー職員数（人） 59 52 52 42

　非常勤職員数（人） 1 1 1 1

　常勤嘱託員数（人） 1 1 1 1

(参考）市派遣職員数（人） (2) (2) (2) (1)

職員１人あたりの人件費（千円） 8,387 8,454 8,425 8,194

退職手当の減額 平成１９～２８年度の１０年間 継続
継続

(延長協議)
継続

(延長実施)

定期昇給の停止 平成１９～２３年度の５年間 継続 継続 継続

● 効率的な人員配置

　平成19年度分から実施している。
　なお，退職手当の減額については，更なる
経費の削減を図るため，平成２８年度（当初
平成２３年度）まで延長することとした。

　

　人件費削減を一層推進するため，これまでの取
組に加えて，平成２１年度末に勧奨退職を実施（５
人）するとともに，平成２２年度から更なる職員給与
のカットを実施する。
  なお，当該職員人件費には，退職手当金等を含
んでいない。

　業務状況に応じて採用する。（1年契約）

5 その他

新公益法人会計基準への対応 新会計基準の導入 一部実施 継続 継続

諸規定の整備 資金運用規定 整備 実施

所管局意見

　平成２１年度も，平成２０年度と同様に収支差額（単年度収支）がマイナスになる見込みであり，財務状況の好転は見込めない。平成２２年度以降においても大幅な発掘調査事業収入の増加は見込めな
い中，職員給与の更なるカット等による固定経費の削減や発掘調査以外の事業収入の確保，拡充にこれまで以上に積極的に取り組むことを前提に，本市から計画的に財政支援を実施し，公益法人制度
改革に対応していくこととしているところである。
　ついては，新財団への円滑な移行を図るとともに，できるだけ早期に自立的，安定的な経営体制へと転換できるよう一層の取組に努めてもらいたい。

実施
（拡充実施）

  更なる経費削減を図るため，平成２２年度から削
減割合を拡大（賞与も含めた１０％相当額）する。

　平成19年度から新会計基準を一部導入した。

給与の削減 平成２１～２８年度の８年間 協議

寄附行為に資金運用規定を設けた。

退職手当金の分割払 退職手当金の５年分割払 実施

実施

継続
　退職手当金の支払の平準化を図るため，平
成20年度分から実施した。

協議
(拡充協議）

継続

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 5-2



所管課 基本財産 30,000千円

代表者 本市出えん金 30,000千円

設立年月日 本市出えん率 100.0%

目標値 見込値 目標値 ※実績値

1 業務に関する計画

● 青少年活動センターの利用
促進

施設利用者数(千人)
(事業参加者を含む。）
（うち青少年利用者数）

405
（373）

390
（362）

370
（340）

392
（363）

内訳　北 41 40 35 40

　　　中京 85 90 82 90

青少年の自主的な活動の振興を図るため，京都市等関係行政機関及び青少年育成団体等と協調して活動を展開し，京都市の青少年の健全な育成に寄与する。

業務内容
①青少年指導者養成に関する事業　②リーダーバンク等青少年活動の支援に関する事業　③青少年グループ・団体の交流に関する事業　④青少年活動に関する調査・
研究　⑤京都市の行う青少年に関する施策のうちで法人の目的にかなう事業の受託　⑥その他上記の目的を達成するために必要な事業

団体の目的

※実績評価目標 指標／単位

・平成２１年度は，使用料改定等の影響により利
用者が減少したが，施設の広報に努めるととも
に，各センターが実施する事業に力を入れること
で，現在，利用者数は，回復に向かっている。今
後は平成22年度目標値達成に向けて，青少年の
自立的活動につなげながら，利用者の拡大に結
びつく事業をさらに強化していく

平成22年度経営計画　兼　経営努力結果

（財）京都市ユースサービス協会
文化市民局共同参画社会推進部勤労福祉青少年課

理事長  遠藤　保子

昭和63年3月29日

H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

　　　東山 61 60 57 60

　　　山科 69 66 61 66

　　　下京 61 53 50 53

　　 　南 40 40 40 40

　　　伏見 48 45 45 47

施設稼働率(％) 66 71 60 71

内訳　北 72.3 76.8 57 77

　　　中京 77.5 81.8 60 82

　　　東山 68.4 74.4 55 75

　　　山科 67.2 74.5 60.5 75

　　　下京 56.9 61.6 58 62

　　 　南 58.7 59.6 46 60

　　　伏見 53.2 56.4 46.8 57

登録青少年グループ数 429 600 240 300

登録青少年育成団体数 102 100 90 100

事業アンケート回収数 3,000 3,000 2,500 2,500

びつく事業をさらに強化していく。
・協会ニュースレターを発行（目標：年３回，各
2000部）し，行政機関，青少年・地域団体，学校
関係等に配布することで，協会及びセンターの認
知度を高める広報を行う。
・インターネットを通して，空き室情報検索や利用
申込ができるシステムの導入を検討する。
・中学，高校への広報を繰り返し行い，ダンス，演
劇，音楽など，表現活動の練習の場としてのＰＲも
継続する。
・新伏見センターで実施される地域に働きかける
カフェ事業を通して，新たに利用する若者を開拓
し，利用者の増加を図る。
・ＮＰＯや関係団体と共催して，協会が実施する
事業等を進めるほか，ＮＰＯや関係団体が連携し
て，事業を展開できる環境づくりに取り組み，新た
な利用者の増加を図る。
・課題を乗り越えようとしている若者の社会参加を
支援する相談事業として，学習障害をもつ若者の
親の会との共催事業を実施する。
・青少年の自主的な活動グループや大学におけ
る「インターカレッジ」サークルの衰退が見受けら
れる中，広報やグループ活動を積極的に後押し
する事業のほか，協会との共催事業を実施するこ
とによりグループを協会に登録することのメリットを
利用者に認識していただく。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 6-1



目標値 見込値 目標値 ※実績値
※実績評価目標 指標／単位

H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

事業参加者の拡大
協会・各センターが実施（主
催・共催）する事業への参加者
数(7センター計)（千人）

91 85 86 90

ボランティアの受入れ（各セン
ター主催・共催事業）

事業ボランティア参加数（人） 788 680 750 750

リーダーバンク通信の発行
(回) 毎回約５０００部

6 2 4 4

・青少年の社会参加の機会（仕掛けづくり）
として，ボランティア活動の場を積極的に提
供するとともに，活動の輪が広げられるよう
必要な支援を講じていく。

・紙媒体での情報提供については，できる
だけシンプルな形にして，発行回数を予定
より増やしていく。また，インターネットによる
ウェブ版については協会ＨＰに適時，更新し

・平成21年度の創立20周年記念事業として，青
少年を支援する団体の企画を共同実施し，他団
体との協働というユースサービスの新たな展開や
青少年活動センターの新たな役割について考え
ることができた。また，青少年の自主的な活動の
場を提供し，社会と交わることで，青少年自身の
興味や関心を豊かにすることができた。
・今後は，困難さを抱えた若者への相談・支援機
能を高め，センターの対応力を強化するとともに，
他機関との連携を強化していく。

ＨＰアクセス数(件数) 136,156 100,000 100,000 140,000

青少年の相談対応の充実
青少年に対する相談事業
（件数）

2,252 1,700 2,000 2,100

・青少年が安心して話すことができる「居場
所」事業（なべを囲んで話す会，お茶を飲み
ながら話す会）を推進するとともに，利用者
が気軽に相談できる環境づくりを目指す。ま
た，子ども・若者育成支援推進法における
総合相談センターの役割が担えるよう相談
体制の一層の強化を図る。
・利用者からの質問ボックス等の更なる充実
を図っていく。

青少年への情報提供の推進

ウ 版に ては協会 に適時，更新し
ていく。

・ＨＰと合わせてブログ等の活用を拡大す
る。ブログは，情報発信手段として有効であ
るため，内容を充実させことにより，ＨＰのア
クセス数の増加に繋がるよう努めていく。
・センター利用者の利便性を向上させ，利
用者の増加に繋がるようウェブ上での利用
状況検索や部屋利用受付システムの構築
を検討する。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 6-2



目標値 見込値 目標値 ※実績値
※実績評価目標 指標／単位

H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

京都若者サポートステーショ
ン（若年者の職業的自立支
援事業）の展開

相談件数（件） 1,751 1,500 2,000 2,100

2 財務に関する計画

・より就職につながるようサポーター制度（青
少年を支援する個人，団体を登録し活用す
る制度）と連携して，具体的な事業展開を模
索していく。また，就職活動に困難を感じる
若年者及びその家族の支援に向けて，キャ
リアコンサルタント，臨床心理士等による
「キャリアの相談」「こころの相談」などの相談
体制を継続していく。
・さらに，子ども・若者に関する幅広い相談
に対応し，関係機関の紹介など必要な情報
提供及び助言を行う拠点としての体制を整
備する。
・子ども・若者を支援する他のNPO等との活
動と連携し，課題をかかえる若者への訪問
を含むアウトリーチ活動を実施するための具
体的な準備を進める。

2 財務に関する計画

事業収入等（千円）※受託
料収入を除く。

15,075 16,800 16,800 17,000

＊うち，自主財源，賛助金 11,402 12,200 12,305 12,200

受託料収入 318,304 309,160 322,192 309,160

収入合計（千円） 369,702 356,062 361,090 356,062

支出合計（千円） 363,781 356,062 361,090 356,062

正味財産（千円） 52,664 - -

正味財産増加額（千円） △10,190 - -

補助金・助成金・寄付金等の
確保（京都市関係を除く。） 補助金･助成金額（千円） 1,957 1,310 985 1,310

● 事業収入等の確保
・引き続き青少年を取り巻く環境の変化に合
わせて，青少年が課題を乗り越えていくため
の支援，相談事業等を重点事業として位置
づけ，さらなる事業収入の確保に努める。
・青少年のニーズに適った自主事業の展
開，収益性の高い事業開催の検討を進め
る。
・コピー・印刷，インターネットサービス等，利
用者へのサービス提供による自主財源の確
保に努めるとともに，新たな自主財源の確保
策を模索していく。
・新公益法人移行後に寄付金優遇税制を
十分に活用できるよう，ユースサービス協会
に対する寄付金・賛助金の獲得の働きか
け，基金の創設等を検討する。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 6-3



目標値 見込値 目標値 ※実績値
※実績評価目標 指標／単位

H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

3 施設等に関する計画

4 組織・人員に関する計画

職員数（人） 40 42 40 40

　京都市派遣職員 0 0 0 0

　京都市ＯＢ職員数 3 2 2 2

　固有職員（他団体からの
　　　　出向職員を含む。）

33 34 28 28

　嘱託職員数（人） 4 6 10 10

人件費（千円） 255,220 247,000 240,000 240,000

5 その他

新公益法人制度への対応 新公益法人への移行 - 準備 検討委員会
を設置・開催

申請 新公益法人への移行準備として，検討委員
会を設置し定款改正等に取り組む。

●

・自立した協会運営を行うため，平成22年4
月には全ての出向職員が当協会への移籍
を完了する予定である。（4月以降出向職員
０名）。

運営体制の見直しと人件費
の縮減

を設置 開催

諸規定の整備 倫理規定 整備 整備予定 整備

資金運用規程 整備 整備予定 整備

情報公開の充実 ＨＰによる決算状況の公開 継続 継続 継続 継続

環境に配慮した取組の推進 ＫＥＳの認証取得 継続 更新 更新 更新

所管局意見

・経営面では，独立性のある財政基盤を確立するため，自主事業の拡大や京都市以外からの財源の確保など，引き続き収入の増加を図ってもらいたい。
　また，組織・人員体制の面では，さらなる経費削減による効率的な運営を行うため，役職員の期末手当等の適正化など必要な措置を講じてもらいたい。
・平成２１年４月からの使用料改定よる利用者の減少を最小限に抑えるため，今まで以上に利用者のニーズに応えられる運営に努めるとともに，京都市ユースアクションプランを推進する外郭団体として，
青少年育成団体や関係団体・機関との連携を密にして，コーディネーターとしての役割を発揮しながら，施設の有効活用に取り組んでもらいたい。
・また，HPをはじめとする様々なツールを積極的に活用し，更なる事業のPRに努めるとともに，青少年活動センター等における青少年の社会参加や自主的な活動の促進を引き続き推進してもらいたい。
・とりわけ，京都若者サポートステーションの取組を強化するとともに，子ども・若者育成支援推進法に基づく，新たな施策のための実践的・専門的役割が担えるよう準備を進め，７箇所のセンターの連携
のもと，効果的・効率的な人員配置，事業展開を図り，他団体とのネットワークを活用しながら，個別・継続的な支援に一層取り組んでもらいたい。
・新公益法人への円滑な移行に向けて，具体的な申請準備を進めてもらいたい。
　

会を設置し定款改正等に取り組む。

・ＫＥＳ環境マネジメントシステム・スタンダー
ドの継続，更新に取り組む。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 6-4



基本財産 50,000千円

本市出えん金 50,000千円

本市出えん率 100.0%

目標値 見込値 目標値 ※実績値

1 業務に関する計画

● 37,840 18,800 25,000 19,500

平成22年度経営計画　兼　経営努力結果

（財）京都市女性協会
所管課 文化市民局共同参画社会推進部男女共同参画推進課

代表者 理事長　長尾　治助

設立年月日 平成5年5月24日

団体の目的 女性の自立と広範な社会参加を支援する事業を幅広く展開し，男女が共に自立し，参画し，及び創造する都市としての京都の実現に寄与することを目的とする。

業務内容
(1)　女性問題に関する情報・資料の収集及び提供　(2)　女性問題に関する講座，講演会その他の催しの開催　(3)　女性問題に関する調査及び研究　(4)　女性問題に関
する相談　(5)　地域の女性団体・サークルとの連携・協力及び交流の場の提供　(6)　女性の健康を保持増進するための各種講座等の開催　(7)　男女共同参画センターの
管理運営受託　(8)　その他この法人の目的を達成するために必要な事業

目標 指標／単位
H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

男女共同参画の実現に向
けた講座の受講者数の増
加

平成21年度は前年度に引き続きアートフリー
マーケットなど，共催事業による参加者数の

集

受託事業受講者数（人）
（延べ人数）

2,480 2,350 2,900 2,340

（うち，はじめての男女共
同参画講座（人））

641 600 650 650

自主事業受講者数（人）
（延べ人数）

増加に伴い，目標値を大きく上回る集客を確
保した。また，目標としていた新規事業の開
拓は，新たに歌声喫茶や人気の運動実技の
講座数を増やすことで，前年度並みの受講
者数を確保した。平成22年度も引き続き既存
の講座の定員充足を目指すとともに，新規事
業を開拓し，受講者増に努めたい。
　　なお，目標値には，「京都アートフリー
マーケット（事務局：京都府）」の参加者数を
含んでいない。これは，共催として当協会も
参加しているが，運営は別組織が行ってお
り，現段階では22年度に実施するかどうか不
明であるためである。

平成21年度は目標を達成し，前年度に比べ
受講者数も増加した。これは，「はじめての男
女共同参画講座」における100名以上の単位
での申し込みが複数件見られたこと，またウィ
ングスフォーラムの会場が京都会館に移り，
多く集客できたことの影響も大きい。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 7-1



目標値 見込値 目標値 ※実績値
目標 指標／単位

H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

● ホームページのアクセス数（件） 115,074 100,100 110,000 110,000

年６回 年６回 年６回 年６回

各8,000部発
行

各8,000部発
行

各8,000部発
行

各8,000部発
行

図書情報室利用者人数
(人）

14,732 14,100 14,500 14,500

情報の迅速かつ的確な提
供

平成21年度から女性への就業継続支援サイ
ト「働くママへ」のページを新たに開設し，情
報提供を行った。
また，同年12月にはＨＰアクセス数をより詳細
にカウントできるよう変更した。これらを活用
し，今後もより効果的なＨＰの運用に努めた
い。

講座案内の発行

平成21年度は，コミックやＡＶ資料の収集，男
女共同参画の推進・理解へのアプローチとな
るブックフェアの開催，新着図書情報の分か
りやすい掲示などを通して図書情報室のア
ピールを行った。
また，図書情報室の活用をプログラムに取り
入れた主催講座の実施や出前事業において
アピールなどを行い，図書情報室の存在その
ものの広報にも努めた。

● 相談件数（専門相談含む。）（件） 1,877 1,860 1,860 1,900

男性のための相談 48 50 48 50

働く女性のこころの健康相談 45 50 48 50

202 250 155 250

2 財務に関する計画

● 自主事業収入の確保 自主事業収入（千円） 32,531 26,100 29,000 26,500

自主事業比率（％） 13 11 12 12

収入合計（千円） 244,157 229,996 233,000 222,311

補助金収入依存度（％） 11 8 8 5

支出合計（千円） 226,033 229,996 224,000 222,311

収支差額（千円） 18,124 0 9,000 0

総資本（千円） 188,655 165,000 190,000 192,000

正味財産（千円） 102,556 91,869 104,000 106,000

正味財産増加額（千円） 12,686 1,000 1,444 2,000

相談業務の充実

・適切な時期に予約を受け付けることにより，
キャンセルを減らしていく。
・相談ニーズに沿った事業を企画し，対象者
に確実に情報を届け，参加しやすい形で実
施していく。

グループ相談会・
シンポジウム等の開催（共催
事業）　　（人）

収益性の高い新規講座の設置，リピーターの
獲得などにより自主事業収入の確保を目指
す。

入札・見積り合わせにより，経費削減に努め
る。
（目標額：200千円）

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 7-2



目標値 見込値 目標値 ※実績値
目標 指標／単位

H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

自己資本比率（％） 54 47 55 55

● 支出経費の削減 光熱水費（千円） 22,913 24,000 23,100 23,000

委託業務の競争入札実施率（％） 55 40 43 43

3 施設等に関する計画

施設の維持・管理 館内案内表示の充実 充実 実施 充実 充実

4 組織・人員に関する計画

● 職員数（人） 15 15 15 15

うち本市派遣職員数（人） 0 0 0 0

職員一人当たり人件費（千円） 5,695 5,867 5,600 5,466

研修派遣回数（回） 47 30 30 30

自己評価システムの運用 年2回 年2回 年2回 年2回

外部評価システムの導入 未実施 20年度形式で継続 未実施 手法検討

5 その他

効率的な人員配置 専務理事・館長を含む。

効率の良い人員配置を検討するとともに，再
雇用などにより人件費の削減を図っていく。

省エネに努め，光熱費を削減していく。

アンケートによる利用者の声をもとに，すっき
りと整理された分かりやすい館内表示を行っ
ていく。

職員の意識改革とレベル
アップ

職員のレベルアップにつながるよう，研修内
容を十分検討する。また，研修後の報告や伝
達研修により，研修内容の共有を図ってい
く。

その他

環境に配慮した財団運営 KES 継続 継続 継続 継続

施設管理を行う。

● 移行申請 作業実施 作業実施 申請

● 指定管理者制度への対応 次期指定管理者への応募 応募

所管局意見

経費面や体制面の最終見直しを行い，指定
管理者競争に備えていく。

　業務に関しては，講座の内容や開催時期，ＰＲ方法などに工夫を凝らし，自主事業・受託事業ともに受講者数アップと，図書情報室の利用者数アップに努めてほしい。相談業務は，キャンセルを減らす努
力などされており，今後も相談者のニーズに沿える相談室の運営をしていただきたい。
　財務に関しては，自主事業収入を確保し，安定した経営を図れるようにしていただきたい。
　組織・人員に関しては，職員の研修や自己評価を毎年されているところであり，職員個人のスキルアップと協会全体としてのサービスの向上に今後も常に取り組んでいただきたい。
　その他，すべての活動に必ず環境に配慮することとし，新公益法人への移行に関しては，予定どおりのスケジュールで進むよう，滞りなく準備を進めていただきたい。

社会を構成する一組織として環境に配慮した
運営を継続していく。

京都府のアドバイスを参考に，移行申請に向
けた手続きを滞りなく行う。

公益法人制度改革への対
応

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 7-3



基本財産 50,000千円

本市出えん金 50,000千円

本市出えん率 100.0%

目標値 見込値 目標値 ※実績値

1 業務に関する計画

入浴者数の減少抑制策 施設利用者数　　　(千人) 529 454 482 431

2 財務に関する計画

● 入浴料の増収を図る 入浴料金収入　　　(千円) 140,237 142,691 143,951 135,715

収入合計　　　　　　(千円) 668,134 651,820 654,050 641,018

支出合計　　　　　　(千円) 702,204 651,820 654,050 641,018

収支差額　　　　　　(千円) △ 34,070 0 0 0

正味財産　　　　　　(千円) 81,706 95,948 57,666 52,770

正味財産増加額 　(千円) △ 32,568 △ 34,368 △24,040 △4,896

光熱水費の節減 光熱水費　　　　　　(千円) 173,385 168,508 165,607 168,508

3 施設等に関する計画

● 施設設備の適正な維持 修繕費　　　　　　　　(千円) 15,607 14,820 21,079 15,820

管理

平成22年度経営計画　兼　経営努力結果

（財）京都市立浴場運営財団
所管課 文化市民局市民生活部人権文化推進課

代表者 理事長　　北川　龍彦

設立年月日 平成10年2月2日

団体の目的
同和地区に設置された京都市立浴場等の公共施設の管理運営及び活用のための調査，研究等を行うことにより，同和地区及び周辺地域住民の福祉の向上並びに地域
交流の推進を図り，もって同和問題をはじめとする人権問題の解決に資することを目的として設置された。

業務内容
(1)　京都市立浴場の運営管理　 (2)　地域社会施設の管理運営及び活用に関する調査，研究  (3)　同和地区及び周辺地域住民の福祉の向上並びに地域交流の推進
(4)　その他この法人の目的を達成するために必要な事業

目標 指標／単位
H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

より多くの方に施設を利用していただくため，
サービスの質の維持等に努める。

平成21年度に入浴料金の値上げを行ったと
ころだが，入浴料金の民間料金との格差是正
を求める「京都市同和行政終結後の行政の
在り方総点検委員会」の指摘を踏まえ，入浴
客数や民間料金の動向及び社会情勢の変
動を考慮し，更なる入浴料金改定の検討を
行っていく。

原油価格の低下により経費が減少している
が，今後とも，より効率的に運営し，光熱水費
の節減に努める。

経年劣化する各浴場設備について，毎月保
守点検を行い，早急に対応することにより，経
費軽減に努める。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 8-1



目標値 見込値 目標値 ※実績値
目標 指標／単位

H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

4 組織・人員に関する計画

● 人員の削減 職員数　　　　　　　　　(人) 83 87 81 83

● 嘱託化の推進  　うち嘱託職員数　 　(人) 49 49 52 53

人件費　　　　　　　　(千円) 327,020 321,165 315,286 302,968

5 その他

新会計基準の導入 検討 導入 導入 　

新々会計基準の導入 検討 検討 検討

所管局意見

現在，入浴者数が大幅な減少傾向にあることから，入浴料金の改定等による入浴料収入の確保，増加や更なる一般職員の嘱託化の推進などにより，一層効率的な運営を図っていく必要がある。また，平
成２０年度の「京都市同和行政終結後の行政の在り方総点検委員会」の結論（入浴料金の民間料金との格差是正，より効率的な運営，サービスの充実等）を踏まえ，必要な見直しを行っていく必要がある。

職員数は事務局職員（派遣職員を含む。）を
除く。
番雑職員の定数見直しを平成22年度から5年
計画で行い，職員数を削減していく。
また，職員の嘱託化を推進し，人件費の削減
に努める。
（嘱託比率　21年度末見込み64％
　　　　　　　　22年度末目標　 64％）

新公益法人会計基準への
対応

平成2１年度から新会計基準を導入している
が，平成22年度からは，新々会計基準の導
入準備を進めていく。

導入に向け
準備

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 8-2



基本財産 31,500千円

本市出えん金 30,000千円

本市出えん率 95.2%

H20年度

実績値 目標値 見込値 目標値 ※実績値
1 業務に関する計画

● ・みんなのスポーツフェスタ
　参加者数（人）

13,300 13,500 25,000 16,000

・宝が池フットサルコート
　月間平均利用時間数
　（利用時間）

162 200 190 200

・宝が池フットサルコート
  登録チーム数 198 250 280 340

広報の強化 ・ＨＰアクセス件数
（1日あたり）

4,810 5,000 1,941 2,000

平成22年度経営計画　兼　経営努力結果

財団法人　京都市体育協会
所管課 文化市民局スポーツ振興室スポーツ企画課

代表者 会長　内田　昌一

設立年月日 昭和59年6月21日

目標 指標／単位
H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法

／特記事項
※実績評価

多様化した市民のスポーツ活動に対する欲求にこたえ，市民スポーツの普及・振興に関する事業を積極的に推進し，もって市民の健全な心身の発達と明るく豊かな市民生
活の形成に寄与することを目的とする。

業務内容

（1）京都市内における競技力向上のための方針の審議及び確立
（2）加盟団体の強化及び発展並びにこれら団体間の連絡及び融和
（3）スポーツ指導員の育成及び市民に対するスポーツの指導
（4）各種スポーツ事業の実施
（5）京都市などの公共的団体から指定及び委託を受けた体育施設の管理運営

（6）京都市等の公共的団体の委託を受けてのスポーツ事業の実施
（7）京都市をはじめとする市内の公共的団体の諮問に対する審議及びその施策への協
力
（8）京都市スポーツ少年団の育成
（9）前各号にあげるもののほかこの法人を達成するための事業

団体の目的

自主事業の拡充と積極的
な展開

　平成21年度は，「プロスポーツ支援」をテー
マに西京極をホームとするプロチーム（京都
サンガＦ．Ｃ，京都ハンナリーズ，日本女子プ
ロ野球）の試合やトークショーなどが中心で
あったため，多くの参加者を集めることができ
た。
　平成22年度も前年度同様「プロスポーツ支
援」をテーマに，Ｊリーグで上位を目指す「京
都サンガＦ．Ｃ」，新装するわかさスタジアム京
都で本格稼動する「京都アストドリームス」，発
足２年目となる「京都ハンナリーズ」の試合や
イベントなどに加え，地元地域とも益々連携を
深め，スポーツに親しむ契機づくりとするとと
もに，憩える公園として活性化につながる
様々な催しを展開していく。

　平成20年5月にオープンして以来，徐々に
認知度が上がると同時に利用者数及び利用
時間数が増加している。さらに認知度を向上
させるため，登録チーム同士の対戦トーナメ
ントを組み，定期的に他の利用者との交流を
促すことで利用促進を図り，スポーツ愛好者
同士の親睦を図る取組を実施していく。

　ウェブサイトは随時更新を行い，アクセスし
やすく，視認性を高めるなど，より一層利用者
の声を反映したものへ改善していく。
　なお，平成21年度中に当協会サーバーを
更新したことにより，アクセス件数について
は，集計方法が変更となっている。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 9-1



H20年度

実績値 目標値 見込値 目標値 ※実績値
目標 指標／単位

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

● 指定管理施設の利用者拡
大の取組

・西京極陸上競技場
・補助競技場
　個人利用者数（延人数）

23,189 20,000 21,000 21,000

・市民総合体育大会
　参加者数（人）

6,416 6,900 6,600 6,900

・スポーツ情報提供システ
ム
　（新規登録・更新数） 2,740 2,100 2,700 3,300

2 財務に関する計画
収入合計(千円） 1,076,735 981,601 1,311,137 1,068,676

支出合計(千円） 996,953 981,601 1,225,074 1,068,676

収支差額（千円） 79,782 0 86,063 0

正味財産（千円） 128,346 185,000 129,627 124,627

正味財産増加額（千円） △ 67,341 △ 5,000 1,281 △ 5,000

西京極総合運動公園北側
区域（千円）

74,763 70,000 70,200 70,000

宝が池公園球技場（千円）

15,243 13,000 16,000 14,000

3 施設等に関する計画
● 管理運営経費支出額

（千円） 754,706 700,000 806,944 720,807

施設利用件数（件）

93,121 81,000 85,000 82,000

より効率的な財務運営を
行いコスト削減を図る

　利用料金制施設における利用率の向上を
目指し，駐車場の整備や施設の改修を積極
的に進め，施設の価値を高めた運営による収
入増を図る一方，徹底した経費削減を実施
する。また，環境改善活動を通じた社会貢献
にも積極的に取り組んでいく。

受託事業の効率的な運営

　平成18年度以降，利用時間の拡大，利用
可能日の拡大，利用料金の値下げなど，
様々な取組により実績を伸ばしてきたが，平
成20年度以降，施設の安全対策として，日除
け屋根の設置や生理食塩水の常備等を実施
してきた。今後さらなる利用ニーズの掘り起こ
しとして夜間の利用ができるよう補助競技場
に簡易な照明の設置を検討する。

　未参加の競技団体への対策を検討し，参
加団体数の増加に取り組むとともに，きめ細
かな助成方法を検討する。

　利用申請時に必要な利用者カードの作成
において，申請方法のバリエーションを増や
すことにより，さらなる利用促進を図っていく。

● 指定管理施設のうち利用
料金制施設における使用
料収入の計画値確保

　施設の利用率を向上させるため，利用者
ニーズに応えるとともに可能な限り用途を拡
げた柔軟な運用について検討する。また，広
告獲得などによる収入増に努める。

　施設の利用ニーズを掘り起こし，供用時間
の拡大や利用区分の見直し等施設利用の促
進手段を検討することにより，更なる利用率の
向上を目指す。

指定管理施設の効果的効
率的運営（全施設）

　徹底した経費縮減策による支出抑制と施設
の利用促進策による収入増の取組を実行し
ていく。
　なお，年度により京都市スポーツ施設に係
る施設改修等負担金交付制度に基づく交付
金額に増減があるため，経費削減に努力して
いるものの，管理運営経費支出額に大幅な
増減が生じている。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 9-2



H20年度

実績値 目標値 見込値 目標値 ※実績値
目標 指標／単位

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

修繕費（千円）
114,221 80,000 66,673 90,600

スポーツ施設改修等負担
金交付制度（千円） 79,763 80,000 190,000 95,000

4 組織・人員に関する計画
職員数（人） 86 90 91 84
　　市派遣職員（人） 3 3 3 2
　　一般職員
　　  （常勤役員含む）（人）
　　嘱託・臨時職員（人） 17 17 21 21
　　その他（人材派遣） 56 60 57 51
人件費等（千円） 291,904 300,000 293,483 268,588
職員1人当たり人件費
（千円） 3,208 3,333 3,225 3,197

5 その他
● 倫理規程 － 策定予定 策定中 －

資金運用規程 － 策定予定 策定完了 －
公益法人制度改革への対
応

公益法人制度改革への対
応準備 － 検討 検討 検討

所管局意見

施設設備の適正な維持管
理と修繕

　利用者の声を生かした効果的な修繕によ
り，施設の安心，安全，利便性の向上に役立
てるとともに，利用者のニーズを捉え負担金
を効率的に修繕に利用することにより顧客満
足度の向上につなげていく。

● 各種スポーツ事業の充実
を視野に入れた事業推進
体制の強化，自主事業の
推進及び指定管理者制度
の開始に伴う効果的な職
員の配置

　専門性を備えたスタッフを登用しつつ効果
的な人員配置を行っていくとともに，関係団
体等との連携・協力を強化し，効率的に施設
管理及び事業を実施していくことで顧客満足
度の向上につなげていく。

10 10

　自主事業については，さまざまなプロスポーツチームの試合等を見る機会を提供したり，より多くの市民が参加しやすい利用体系を提供することによって，目標値を上回っている。今後もさらに地元との連
携を図りながら，利用者のニーズを的確に捉え，利用者満足度の向上を図る方策等を検討していくことが必要である。
　施設管理については，これまで以上に管理経費の削減を行うとともに利用者に利用されやすい管理方法を検討していく必要がある。
　経費支出については，効果的な運営によるコスト削減に努めているが，今後も引き続き，事務事業の効率化等の検討が必要である。
　また，次期指定管理（平成23年度から）及び公益法人制度改革への対応について，さらに検討を進めていく必要がある。

10 10

諸規程の整備 　各種規程を整備し公明正大な運営に努め
るとともに，他都市等の動向を注視しながら新
公益法人制度改革への対応について検討し
ていく。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 9-3



基本財産 103,000千円

本市出えん金 55,000千円

本市出えん率 53.4%

目標値 見込値 目標値 ※実績値

1 業務に関する計画

● 京都コンサートホール

　顧客の安定確保 スペシャルメンバーズ会員数（口） 411 450 347 450 　クラシック音楽ファン層の関心が高いと思わ
れ 自主公演を組 合わ 割引価格 提

H22年度

平成22年度経営計画　兼　経営努力結果

(財)京都市音楽芸術文化振興財団
所管課 文化市民局　文化芸術都市推進室　文化芸術企画課

代表者 理事長　佐野　豊

設立年月日 平成5年3月31日

※実績評価
目標達成のための手順・方法

／特記事項

団体の目的

目標 指標／単位
H20年度
実績値

京都市世界文化自由都市宣言の理念に基づき，クラシック音楽の普及及び向上に資する文化事業を初め，芸術・芸能の普及啓発に資する文化事業等を実施し，もって京
都の音楽文化の振興と地域文化の向上発展，更には，それらを通した国際交流の発展に寄与すること。

業務内容
①クラシック音楽を初めとする芸術・芸能の普及及び向上　②クラシック音楽を初めとする芸術・芸能に関する情報・資料の収集及び提供　③海外音楽家と市民等との交流
などの音楽を初めとする芸術・芸能を通した国際交流　④京都市交響楽団の運営事業　⑤京都市や公共的団体から委託を受けた文化事業　⑥京都市や公共的団体から
指定管理として指定又は委託を受けた芸術文化施設の管理運営　⑦その他目的を達成するために必要な事業

H21年度

客 確

友の会会員数（人） 916 1,300 900 1,300

ＨＰへのアクセス件数（件） 222,743 232,000 256,000 256,000

　将来のクラシック音楽 パイプオルガン入門講座 １事業1講座 １事業１講座 １事業１講座 １事業１講座

　聴衆育成 青少年のためのコンサート 1事業1公演 １事業１公演 １事業１公演 １事業１公演

京都市ジュニアオーケストラ 1事業1公演 １事業１公演 １事業１公演 １事業１公演

　良質な企画の提供 自主・共催事業（数） 28 28 27 27

自主・共催事業（公演数） 42 42 38 40

自主・共催事業（講座数） 1 1 1 1

　内　大ホール利用 26 32 26 23

　内　小ホール利用 17 11 13 18

れる自主公演を組み合わせ割引価格にて提
供するスペシャルメンバーズは，収益性も考
慮し，平成22年度も前年度と同数を目標とす
る。一方，コンサートホール及び京響の友の
会会員制度を一元的に運営しサービス向上
に努めることにより，会員の増加を目指す。ま
た，平成21年秋に導入したインターネットによ
るチケット予約・販売システムの効果的な活用
により，ＨＰへのアクセス件数の増加，さらに
友の会会員の増加へとつなげる。

　コンサートホールの特色である国内最大級
のパイプオルガンに直に触れる機会の提供
や，子供たちが親しみをもてるクラシック曲の
公演を開催する。　また，京響との連携のも
と，ジュニアオーケストラを運営し，10歳から
22歳の若い世代の音楽家を指導・育成する。

　ジャンルを問わず，古典から現代音楽まで，
京都のクラシック音楽の殿堂に相応しい他に
はない最高級の音楽・芸術を提供する。事業
内容の厳選により，各公演において安定的な
入場者の確保を図る。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 10-1



目標値 見込値 目標値 ※実績値

H22年度
※実績評価

目標達成のための手順・方法
／特記事項

目標 指標／単位
H20年度
実績値

H21年度

自主・共催事業（入場者数） 37,726 48,150 42,400 39,300

　内　大ホール 32,740 44,500 35,500 31,500

　内　小ホール 4,986 3,650 4,400 7,800

　施設利用促進 日数稼動率（％）

大ホール日数稼働率（％） 53 57 53 57

小ホール日数稼働率（％） 46 50 50 50

● 京都会館

　自主・共催事業の充実 自主・共催事業数 6事業7公演4ｲﾍﾞﾝﾄ 6事業5公演4イベント 4事業3公演4イベント 9事業9公演5ｲﾍﾞﾝﾄ

　京都会館 4事業3公演4ｲﾍﾞﾝﾄ 5事業4公演4イベント 3事業2公演4イベント 9事業9公演5ｲﾍﾞﾝﾄ

自主・共催事業（入場者数） 5,344 4,800 2,900 10,000

　京都会館 5,054 4,500 2,200 10,000

　民間音楽事務所など継続的な利用団体と
のネットワークを生かしたリピーターの確保や
新規開拓のための営業を強化し，貸館の利
用促進を図る。

　各会館の座席数，舞台の大きさ，立地特性
等を生かした音楽・芸術事業に取り組む。
　京都会館においては，岡崎界隈の賑わいを
創出する取組に参画し，文化芸術を通じたま
ちづくりに資する事業（４イベント）を実施する
(中庭利用のため，入場者数には含まれな
い)。また，平成２２年度は開館５０周年に当た
るため，年間を通じて，多くの市民の皆様に
参加いただき，ともに５０周年を祝う記念事業
を実施する

　施設利用促進 日数稼動率（％）

　京都会館　第１ 65 75 67 75

　　　　　　　　第2 64 71 67 71

　　　　　　　　会議場 74 79 71 79

 広告活動充実 ＨＰへのアクセス件数（件）

  京都会館 227,472 247,000 247,000 247,000

● 文化会館

　自主・共催事業の充実 自主・共催事業数 25事業37公演5講座 22事業37公演4講座 28事業47公演4講座 32事業49公演4講座

　東部文化会館 3事業3公演 4事業7公演 5事業9公演 6事業8公演

　呉竹文化センター 3事業6公演 4事業7公演 5事業10公演 6事業11公演

　西文化会館ウエスティ 4事業6公演 5事業8公演 6事業11事業 7事業12公演

　北文化会館 7事業11公演 3事業5公演 6事業10事業 6事業10公演

　右京ふれあい文化会館 5事業3公演5講座 5事業4公演4講座 6事業7公演4講座 7事業8公演4講座

　地域文化会館における

　クラシック音楽普及事業 3事業8公演 ３事業６公演 ３事業６公演 ３事業６公演

　京都会館は，舞台機構が近年の催物に対
応が難しく，施設が老朽化しているという課題
はあるが，民間プロモーターとのネットワーク
を密にし，継続的な利用団体等への営業を
強化することによりリピーターの確保に努め
る。

　「施設の空き情報」，「チケット予約・購入の
オンラインシステム」など，掲載内容を魅力的
なものに充実させ，アクセス件数の増加を図
る。

を実施する。

　教育機関等との連携による事業実施のほ
か，各文化会館で活発に活動している市民
サークル等による市民参加型事業の実施とそ
れに向けた練習による施設利用等により，利
用率の向上と地域の特性に応じた文化芸術
事業の充実を図る。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 10-2



目標値 見込値 目標値 ※実績値

H22年度
※実績評価

目標達成のための手順・方法
／特記事項

目標 指標／単位
H20年度
実績値

H21年度

自主・共催事業（入場者数） 15,671 14,400 21,789 25,000

　東部文化会館 2,326 3,000 4,000 4,200

　呉竹文化センター 1,931 2,200 2,800 4,000

　西文化会館ウエスティ 4,761 3,200 5,000 5,900

　北文化会館 1,188 1,200 2,700 2,800

　右京ふれあい文化会館 3,189 2,400 4,700 5,700

　地域文化会館における

 　クラシック音楽普及事業 2,276 2,400 2,589 2,400

施設利用促進 日数稼動率（％）

　東部　ホール 55 59 54 59

　      　創造活動室 91 93 90 93

　呉竹　ホール 56 63 58 63

　　　　　創造活動室 96 98 98 98

西 　ホール 52 55 43 53

　また，アバンティホールにおいて開催してい
た学生主体による寄席を呉竹文化センターに
移して開催するなど，地域文化会館ネット
ワークを生かした京都市全域における文化事
業の展開を図る。

　地域の住民により運営されている各種サー
クルへの働き掛けや，継続的な利用団体等
への働き掛けによりリピーターの確保に努め
る。
　催物制作に際して利用者への適切な助言
を行うなど，各文化会館の技術力を発揮し，
利用者へのサービス向上に努めるとともに，
地域文化の振興を図る。

「自主 事業 実実施 施
西

　　　　　創造活動室 90 98 92 95

　北　　ホール 72 77 74 76

　　　　　創造活動室 97 95 96 96

　右京　ホール 59 60 62 63

　　　　　創造活動室 90 89 94 94

広報活動充実 ＨＰへのアクセス件数（件）

　東部 22,560 23,000 29,000 29,000

　呉竹 30,810 31,500 37,000 37,000

　西 23,629 23,000 27,000 27,000

　北 29,540 30,500 34,000 34,000

　右京 29,173 30,000 31,000 31,000

● 京都市交響楽団

　事業の充実 自主・共催事業（数） ３４事業３８公演 ３４事業３８公演 ３５事業３８公演

定期演奏会・特別演奏会等（公演数） １６事業１７公演 １６事業１７公演 １７事業１７公演

オーケストラ・ディスカバリー（公演数） ４事業４公演 ４事業４公演 ４事業４公演

みんなのコンサート（公演数） ３事業６公演 ３事業６公演 ３事業６公演

おでかけコンサート（数） １１事業１１公演 １１事業１１公演 １１事業１１公演

依頼公演（数） ４６事業５６公演 ４６事業５６公演 ５９事業６６公演

　「施設の空き情報」の毎日更新や，各館ごと
のトピックスの掲載など，常にホームページの
内容を魅力的なものに整備する工夫に努め，
アクセス件数の増加を図る。

　月１回の定期演奏会に加え，小中学生を対
象としたオーケストラ・ディスカバリーや市内
各文化会館を会場とするみんなのコンサート
などの演奏会を行うとともに，楽器講習会や
音楽相談など，市民が身近に本物の音楽や
クラシックに接することができる機会を積極的
に創出していく。

　「自主・共催事業」の充実実施により，施
設利用の促進を図る。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 10-3



目標値 見込値 目標値 ※実績値

H22年度
※実績評価

目標達成のための手順・方法
／特記事項

目標 指標／単位
H20年度
実績値

H21年度

2 財務に関する計画

事業収入の確保 自主・共催事業収入（千円） 114,682 147,936 123,600 133,103

＜京都コンサートホール， 自主・共催事業収支比率（％） 126 79 74 80

京都会館，文化会館＞ 事業受託収入（千円） 179,315 40,460 38,700 14,250

付帯事業収入（千円） 19,004 21,585 19,000 21,285

事業収入の確保 自主・共催事業収入（千円）  189,593 153,505 172,608

＜京都市交響楽団＞ 自主・共催事業収支比率（％）  80 134 104

事業受託収入（千円）  96,079 98,115 175,131

利用料金収入の増収 利用料金収入（千円） 181,213 186,000 185,000 186,000

　様々な制約がある中，「良質な企画を廉価
に提供」するという財団の使命を果たすため
に，コンサートホールの自主事業で，なおか
つ，財団の事業負担率が大きい良質な企画
の事業を厳選し各年度で安定して開催する。
　また民間企業等からの広告料収入増のた
めの広報活動をより強化するとともに，また各
種助成金の確保等に努め，来館者数の増
加，事業収入の増収につなげることで，収支
の改善を図る。

　積極的な広報活動の実施により，来客数の
増加を目指すとともに，営業体制の強化によ
る依頼公演の増加を図る一方，経費の見直し
を一層進めることで収支の改善を進め，事業
収支比率100％の状態を目指す。

　平成２０年度に創設した「京都コンサート
ホールホール利用助成金制度」の広報を充

＜京都コンサートホール＞

効率的な経費執行 管理費支出の削減（千円） 1,122,734 1,873,057 1,873,057 1,804,273

経営の安定化 収入合計（千円） 1,439,756 1,405,572 1,315,970 1,303,292

支出合計（千円） 1,464,070 1,405,572 1,315,970 1,303,292

収支差額（千円） △ 24,314 0 0 0

総資本（千円） 1,031,922  

正味財産（千円） 134,191  

正味財産増加額（千円） △ 23,133  

自己資本比率（％） 13  

3 施設等に関する計画

ホールホール利用助成金制度」の広報を充
実させ，平日利用者の獲得に努めるととも
に，リピーターの確保を図るためのきめ細や
かな営業を強化する。

　業務の効率化，外注業務の見直しによる委
託料の削減，人件費の削減等により，管理経
費の節減に取り組む。

　指定管理料の漸減が底値に達するため，事
業収入の増収，支出削減に努めることはもと
より，管理運営預金を計画的に繰り入れ，経
営の安定に努める。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 10-4



目標値 見込値 目標値 ※実績値

H22年度
※実績評価

目標達成のための手順・方法
／特記事項

目標 指標／単位
H20年度
実績値

H21年度

4 組織・人員に関する計画

● 効率的な人員配置 職員数（人） 63 171 159 166

　内派遣職員 2 7 6 6

　内派遣嘱託職員 96 88 96

　内プロパー 37 37 37 35

　内嘱託職員 24 24 22 25

　内臨時的職員等 7 6 4

5 その他

舞台芸術なんでも相談会
の実施

取組実施 取組実施 取組実施

京都コンサートホールホー
ル利用助成金制度

取組実施 取組実施 取組実施

　効率的な施設運営及び事業実施のための
組織体制，職員配置に努める。プロパー職員
が退職した場合でも職員不補充（嘱託職員・
臨時職員で対応）とし，人件費の削減に努め
る。

　対象者を施設利用者に限定することなく「舞
台芸術活動なんでも相談会」を実施し，京都
の文化芸術の振興を図る。

　「京都コンサートホールホール利用助成金
制度」の実施により，音楽文化を担う若手音
楽家を育成・支援するとともに，コンサート
ホールの新規利用の促進を図る

環境に配慮した財団運
営，施設管理を行う

ＫＥＳの取組 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

公益法人制度改革への対
応

方針の決定，申請書類の
整理

方針決定，申
請書類の整理
等準備作業

方針決定，申
請書類の整理
等準備作業

方針決定，申
請書類の整理
等準備作業

アクションプランの推進（指
定管理者制度への対応）

アクションプランに基づく
取組の実施

取組実施 取組実施 取組実施

諸規程の整備 倫理規程 策定 策定 -

資金運用規程 策定 策定 -

所管局意見

　平成21年度に規程整備済。

ホ ルの新規利用の促進を図る。

　ＫＥＳステップⅠ認証取得済（継続認定）。
光熱水費使用量を前年度比１％削減すること
を目標とする。
　平成２１年度に引き続き，新役員構成の検
討，会計基準の変更及び申請書類の作成な
ど，新公益法人への移行に向けた準備作業
を進める。
　経営力強化の観点から平成２０年度に策定
したアクションプランを着実に実行し，財団の
使命を果たすとともに，次期指定管理獲得へ
の実績を作る。

　京都コンサートホールについては，引き続き，魅力ある事業展開や利便性の向上に取り組み，自主事業１公演あたりの入場者数の増加や事業収支比率の改善に努めるとともに，貸館としての施設利用促
進の取り組みを進め，利用料金収入の増加による安定的な運営を行っていただきたい。京都会館については，22年度には，市と共催で開館５０周年記念事業を実施することとしており，新たな50年を見据
えた京都会館再整備への機運を高め，今後の岡崎地域の活性化にも資する事業展開をともに図っていきたい。文化会館については，指定管理料が減少するなかでも，経費節減等により効率的な運営を
図るとともに，貸館としての施設の利用促進や地域の特性を踏まえた各種自主事業の実施を進め，市民の文化活動拠点としての更なる施設の活性化を期待する。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 10-5



基本財産 50,000千円

本市出えん金 15,000千円

本市出えん率 30.0%

目標値 見込値 目標値 ※実績値

1 業務に関する計画

● 会員数（人・団体） 265 268 270 280

自主事業の実施数(件） 16 13 13 13

自主事業の参加者数(人） 9,926 10,780 9,000 9,000

財団共催事業数(件） 61 60 60 60

協会賞授賞者数（人/累計） 82 86 86 90

設立年月日 昭和56年9月30日

団体の目的
芸術文化に関する調査研究を行い，芸術分野における創造的活動を助成し，市民文化の普及・向上を図るための各種文化事業を実施し，もって京都市における芸術文化
の発展に寄与することを目的とし，併せて国際文化交流の促進に努めるものとする。

業務内容
(1)芸術文化に関する調査研究及び情報の提供 (2)各種文化事業の実施 (3)文化事業の奨励 (4)芸術家の育成及び顕彰 (5)京都市からの受託事業 (6)その他目的を達成
するために必要な事業

平成22年度経営計画　兼　経営努力結果

（財）京都市芸術文化協会
所管課 文化市民局文化芸術都市推進室文化芸術企画課

代表者 理事長　村井　康彦

※実績評価目標 指標／単位
H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

会員団体の強みを活か
し，会員相互の交流や親
睦を通した効率的，効果
的な文化事業等の展開

　京都創生，京都文化芸術都市創生計画の
推進に向けた京都の文化団体・芸術家の自
主的な活動を促進するために，会員団体の
参画を働きかけ，相互の交流・親睦を深めな
がら，様々な文化事業等を幅広く展開してい
く。

協会賞授賞者数（人/累計） 82 86 86 90

京都市からの受託料(千円） 164,065 161,979 161,979 160,944

● 総利用者数(人） 60,812 72,000 72,000 70,000

制作室日数稼働率（％） 93.2 97 96.5 97

制作室利用者数(人・団体） 81 95 95 95

ホームページアクセス件数(件） 不明※ 110,000 92,000 110,000

発表の場の提供件数(件） 15 20 11 20

明倫Ａｒｔ発行数(部） 毎月8,000 毎月8,000 毎月8,000 毎月8,000

96,000 96,000 96,000 96,000

図書室利用者数(人） 12,262 15,600 14,000 15,600

アーティスト・イン・レジデン
ス受入数(人・累計）

43 45 44 46

明倫ワークショップ実施数(件） 54 78 60 78

芸術センターボランティア
登録者数(人）

293 330 300 330

※カウンターの不具合により件数不明。

く。

京都芸術センター事業の
充実

　目標を達成するため，これまでの成果を引
き継ぎ，「京都文化芸術都市創生条例」及び
「京都文化芸術都市創生計画」に沿って芸術
センター事業を展開し，ホームページやテレ
ビ・新聞等メディアの活用により事業周知を図
る。ホームページは平成21年度中に，よりわ
かりやすい情報提供のためにリニューアル
し，これに伴い事業への参加申込み等もホー
ムページ上で行うことが可能となった。今後と
も集客力の向上に努めていく。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 11-1



目標値 見込値 目標値 ※実績値
※実績評価目標 指標／単位

H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

2 財務に関する計画

● 事業収入の確保 事業費（千円） 206,245 213,854 226,063 220,153

事務経費比率（％） 4.6 5.9 5.6 5.6

事業収入（千円） 209,831 196,879 200,817 205,754

事業収入比率（％） 101.7 92.1 88.8 93.5

● 事業経費の削減 収入合計（千円） 291,351 279,155 284,875 246,365

支出合計（千円） 270,138 279,155 280,329 246,364

収支差額（千円） 21,213 0 4,546 1

正味財産（千円） 105,785 80,294 88,298 61,585

正味財産増加額（千円） 7,770 △ 7,886 △ 17,487 △ 22,419

補助金収入 9,390 10,300 8,969 17,000

補助金収入比率 4.6 4.8 4.0 7.7

● 芸術センターの建物管理 芸術センターの管理費(千円） 88,791 92,025 100,000 92,581

3 施設等に関する計画

　積極的に補助金等を活用することにより収
入を確保するとともに，印刷費等事業運営経
費の削減に努める。

京都市からの補助金を除く。

● 設備保守点検費(千円） 7,858 7,402 7,399 7,400

修繕費(千円） 1,971 4,000 4,500 4,000

(設備保守点検費及び修繕費について
は芸術センターの管理費に含む）

4 組織・人員に関する計画

● 効率的な人員配置 職員数（人） 17 17 17 17

　市派遣職員（人） 3 3 3 3

　一般職員（人） 4 4 4 3

　アートコーディネーター（人） 5 5 5 6

シニアアートコーディネーター（人） 2 2 2 2

　嘱託職員 3 3 3 3

人件費（千円） 100,006 113,664 104,000 84,561

(嘱託職員，アルバイト職員分を含む）

　平成22年度は一般職員1人減・アートコー
ディネーター1人増の組織体制とし，また，外
部スタッフの導入などにより，芸術センターを
より効率的に機能させうるスタッフ体制を確立
する。

計画的な施設の保守・修
繕

  これまで単年度契約としてきた清掃管理業
務，警備，昇降機・空調保守，自動扉点検，
車椅子昇降機，電気保安業務，照明・音響
保守を平成１８年度に複数年（５年）契約に見
直すなど経費節減に努めている。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 11-2



目標値 見込値 目標値 ※実績値
※実績評価目標 指標／単位

H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

5 その他

公益法人制度改革への対
応

方針の決定，申請書類の
整理

公益財団法
人移行の方
針決定

移行検討
検討委員会
の設置

申請

中期経営計画の策定

検討 検討 検討 策定予定

情報公開の充実 H.Pによる決算状況等の公
開

－ － － 実施

所管局意見

　平成22年度中に京都芸術センターの指定
管理者継続の可否も視野に入れながら、今
後の事業展開や組織体制等について検討の
うえ，中期経営計画を策定する。

　京都芸術センターは，京都文化芸術都市創生計画（平成19年3月策定）において，「五つの京都先行プロジェクト」の中の項目である「新たな文化芸術を創出する若き人材の育成」を担う，京都の文化芸
術振興の拠点施設として位置づけられている。そのセンターの指定管理者として，芸術家，芸術関係者の育成のための事業や芸術作品の制作，練習の場を提供する取組を積極的に展開していただきた
い。
　財団への交付金が減少していること等が財団の自主事業の運営を厳しくしていると見られるが，今後，より厳しい環境となることが想定される。新公益法人への移行の中で，効率的で安定的な財団運営に

　平成21年度中に，新役員構成の検討，会
計基準の変更及び申請書類の作成など，準
備作業を進める。平成22年度中の移行申請
を目指す。

ついて検討する必要がある。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 11-3



所管課 基本財産 50,000千円

代表者 本市出えん金 50,000千円

設立年月日 本市出えん率 100.0%

目標値 見込値 目標値 ※実績値

1 業務に関する計画

センターエリア入園者数(人) 23,716 35,000 25,000 35,000

 友の会新規加入者数(人) 13 35 15 35

［友の会加入者総数（人）］ ［96］ ［130］ ［111］ ［141］

HP年間アクセス数(件) 30,000 35,000 29,000 37,000

イベント回数(回) 25 36 36 36

［イベント計画回数（回）］ [28] [36] [36] [36]

イベント参加者数(人) 3,923 5,000 1,600 5,000

収益施設の利用増加 収益施設利用者数(人) 10,305 16,600 8,400 16,600

　繁忙期[４～11月](人) 8,785 13,500 7,200 14,000

　閑散期[12～３月](人) 1,520 3,100 1,200 2,600

　休日[土日祝](人) 4,686 12,400 5,100 12,800

　平日(人) 5,619 4,200 3,300 3,800

翠峰荘利用者数(人) 8,396 10,000 7,500 10,000

● 森林整備の拡充 松枯れ木処理（㎥） － 500 500 500

ナラ枯れ木処理（㎥） － 600 600 600

間伐(ha) － 30 30 30

野生動物対策(ha) － 10 50 30

　宿泊を伴う施設利用の企画提供，誘致活動
を引き続き実施する。不況の中，利用者数全
体の伸びは期待しにくいが，繁忙期及び休
日等の利用者を増加させるべく効率的な運
営を目指す。

H20年度
実績値

H21年度 H22年度

　友の会制度を見直すことで，新規加入者数
の増加を図る。

　平成22年度中にホームページの内容を一
新し，広報活動の充実を図る。

　京都市市有林をはじめ，公共性の高い森林
の整備を行う。

業務内容
①森林文化の郷としての森林の保全及び整備に関する事業，②山村文化及び森林文化の継承及び発展に関する事業，③地域と都市住民との交流の促
進に関する事業，④森林文化の研究に関する事業，⑤地域産品の生産，流通，広報等地域の振興に関する事業，⑥京都市の「山村都市交流の森整備」
に関連する京都市の施設の管理運営の受託事業，⑦その他前項の目的を達成するために必要な事業

※実績評価

山村都市交流の森の利用
促進及び情報発信

　案内板等の整備を行う。

森林啓発及び木材需要促
進活動

　大規模なイベントよりも，参加者と一体とな
れる規模の企画を充実し，参加者の満足度を
上げる。

団体の目的

指標／単位

平成22年度経営計画　兼　経営努力結果

（財）花脊森林文化財団
産業観光局農林振興室林業振興課

理事長　内田　昌一

平成4年11月4日

左京区北部山間地域の豊かな自然文化を活かすことによって，自然と調和した山村文化及び森林文化の継承及び発展を図り，心のふるさとを都市住民に
提供して，地域と都市住民との交流を行うとともに農林業を生かした地域の振興を図ること。

目標達成のための手順・方法
／特記事項

目標

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 12-1



目標値 見込値 目標値 ※実績値

H20年度
実績値

H21年度 H22年度
※実績評価指標／単位

目標達成のための手順・方法
／特記事項

目標

2 財務に関する計画

適正な運営 収入合計(千円) 73,250 180,470 221,000 159,750

支出合計(千円) 74,400 178,930 221,500 153,060

収支差額(千円) △ 1,150 1,540 △ 500 6,690

正味財産(千円) 50,895 －

正味財産増加額(千円) △ 601 －

公益事業の適正な実施 公益事業[収入](千円) 43,619 144,420 195,000 124,200

公益事業[支出](千円) 44,868 144,770 195,000 122,200

公益事業収支差額(千円) △ 1,249 △ 350 0 2,000

● 収益事業の増収 収益事業[収入](千円) 29,630 36,050 26,000 35,550

収益事業[支出](千円) 29,531 34,160 26,500 30,860

収益事業収支差額(千円) 99 1,890 △ 500 4,690

3 施設等に関する計画

4 組織・人員に関する計画

● 効率的な人員配置 職員数[常勤](人) 8 7 6 6

　内　正規職員(人) 5 6 5 5

5 その他

● 方針の決定 － 決定 決定 －

移行申請 　

所管局意見

　平成21年度は，収益事業について，天候不順などの要因により，大型イベントの中止などがあったため，なお厳しい運営状況となる見込みである。
　今後は，主に天然林を対象にした森林整備を中心とする公益法人への移行計画を着実に進め，京都市全体の森林保全の中核的な担い手の一つとして，地域の活性化にも貢献していくことが不可欠で
ある。

公益法人制度改革への対
応

　平成22年度中に，公益財団法人への移行
申請の具体的な準備を完了し申請を行う。移行申請

準備

　収益部門の職員を減じたが，施設利用者数
の変化に応じた適正な人員配置等を行うこと
により，今後も人件費の抑制に努める。

　前年度に引き続きふるさと雇用再生特別事
業に地元住民を活用して取り組むとともに，
地域素材に拘った企画を展開し収益事業の
活性化を進める。

　前年度に引き続きふるさと雇用再生特別事
業を活用し，天然林整備のエキスパートを養
成・定着させ，CO2吸収源や生物多様性など
の公益的機能を持続的に発揮できる天然林
の保全整備に貢献する。

　地元素材を活かした企画運営により，都市
住民の利用増加を図る。また，適正な人員配
置を行いつつ，繁忙期及び休日の利用者増
加を目指す。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 12-2



基本財産 30,000千円

本市出えん金 25,000千円

本市出えん率 83.3%

目標値 見込値 目標値 ※実績値

1 業務に関する計画

情報発信 HP年間アクセス数（件） 12,775 13,000 13,200 14,000

● 管理受託施設の利用の促進

ウッディー京北 利用者数(人) 209,404 205,000 253,426 260,000

　繁忙期[４～11月] 161,706 165,000 195,873 200,000

　閑散期[12～３月] 47,698 40,000 57,553 60,000

売上（千円） 59,317 57,000 76,061 80,000

※委託販売品売上含む。

（内喫茶）利用者数（人） 24,973 25,000 26,390 27,000

（内喫茶）売上（千円） 15,374 15,000 17,800 18,000

宇津峡公園 来園者数(人) 10,134 9,900 9,657 9,900

　繁忙期[４～10月] 9,379 9,300 9,267 9,300

　閑散期[11～３月] 755 600 390 600

売上（千円） 18,578 18,200 16,800 18,200

受委託件数 321 320 295 320

受委託取扱額（千円） 7,818 7,800 7,200 7,800

農地保有合理化事業の推
進

斡旋件数（件） 0 4 8 4

受託件数　(件） 575 590 555 570

取扱額（千円） 51,609 48,000 45,700 47,000

空き家紹介件数（件） 1 1 5 5

定住実績（件） 2 2 0 2

市民農園件数（箇所） 1 2 2 2

※実績評価

　新鮮野菜販売，バイパス開通，加工食品の
開発，定期観光バスの乗入れ等により入館者
数が増加している。
　また，平成22年４月に「道の駅」になったこと
に伴い，平成22年度は，商品の安定確保と
品質の更なる向上等により，入館者数の増加
につなげる。

　リピーターの確保とともに，都市住民との更
なる交流促進につながるよう，新規利用者の
開拓を図る。

団体の目的
優良農地の保全及び農林業従事者の高齢化に対応した作業受託等ふるさとの農林業の維持振興や担い手の確保育成を図るとともに，森林資源や清流など地域の優れた
自然環境や特性を活かしながら，都市住民との積極的な交流活動等の推進を図ることにより，美しい農山村景観の保持や人と自然が輝く活力ある農山村社会の形成に資
すること。

業務内容
①農地保有合理化に関する事業,②農作業等の受委託に関する事業,③都市農山村交流，農林業等ふるさと産業振興施設及び機械の管理運営に関する事業,④都市住
民との農山村の交流や定住促進に関する事業,⑤担い手農家等の確保育成に関する事業,⑥ふるさと振興等の調査研究に関する事業,⑦地域特産物の開発研究や販売
促進に関する事業,⑧地域交通に関する事業,⑨その他この法人の目的を達成するために必要な事業

目標 指標／単位
H20年度
実績値

H21年度 H22年度

平成22年度経営計画　兼　経営努力結果

（財）きょうと京北ふるさと公社
所管課 産業観光局農林振興室農政企画課

代表者 理事長　庄　康彦

設立年月日 平成13年12月25日

目標達成のための手順・方法
／特記事項

農作業受託事業による農
地の保全

　ポスターやチラシ等で農家へのＰＲに努め
る。

　担い手農家等の耕作希望者に農地を斡旋
し，農地の遊休化を防止する。

地域担い手確保事業によ
る雇用の促進

　地域の雇用対策の意味合いがある事業で
あり，チラシ等で地域へのＰＲに努め，地域経
済の活性化のため引き続き努力する。

都市と農山村交流事業に
よる地域の活性化 　ホームページの専用ページを活用し，利用

者の確保に努める。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 13-1



目標値 見込値 目標値 ※実績値
※実績評価目標 指標／単位

H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

利用者数（人） 100,769 100,000 81,983 86,000

運賃収入（千円） 27,943 26,000 23,500 24,000

2 財務に関する計画

● 適正な運営 収入合計(千円) 349,541 230,805 238,200 242,000

支出合計(千円) 347,097 230,737 233,000 235,000

収支差額(千円) 2,444 68 5,200 7,000

正味財産(千円) 48,895 77,310 60,069 77,310

正味財産増加額(千円) △ 26,415 1,000 11,174 -

公益事業の適正な実施 公益事業[収入](千円) 22,087 202,463 207,200 210,000

公益事業[支出](千円) 54,456 204,141 206,000 208,000

収益事業の増収 収益事業[収入](千円) 44,410 28,342 31,000 32,000

収益事業[支出](千円) 38,456 26,596 27,000 27,000

収益事業収支差額(千円) 5,954 1,746 4,000 5,000

3 施設等に関する計画

● 修繕費（千円） 8,776 200 681 200

4 組織・人員に関する計画

● 効率的な人員配置 職員数(人) 26 26 29 29

　内　正規職員数(人) 2 2 3 3

5 その他

● 中期経営計画の策定 計画策定 実施 実施 実施 実施

新会計基準の導入 導入 継続 継続 継続

公益法人制度改革への対
応

方針の決定 － 検討 検討 検討

情報公開の充実 HPによる決算状況の公開 継続 継続 継続 継続

所管局意見

新公益法人会計基準への
対応

　研修会に参加するなどにより，対応を行う。

　安定した財務状況となっているが，平成22年度は，冬季の集客力を向上させるための取組強化やホームページの積極的な活用により，一層の収益確保に向けた取組を進める必要がある。

　ホームページの充実などにより既存事業の
収入を伸ばすことで利益の増加を図る。

施設設備の適正な維持管
理と計画的な修繕 　計画的な修繕を行う。

　適材適所に人員を配置し，組織の体制強
化を図る。

京北ふるさとバス利用の促
進

　京北地域交通案内所において，共通回数
券の販売や観光案内を行うことにより，観光
客や利用者の確保に努める。

　経費を適切に管理することにより，収支のよ
り一層の改善を図る。

　管理受託施設等の利用促進を図り，公益事
業の収益の維持に努める。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 13-2



所管課 基本財産 11,000千円

代表者　 本市出えん金 5,000千円

設立年月日 本市出えん率 45.5%

目標値 見込値 目標値 ※実績値

1 業務に関する計画

● 広報活動の充実  入館者数（人） 104,601 225,000 115,000 241,000

 ホームページアクセス数（件） 45,578 55,000 45,000 55,000

情報媒体での取材件数（件） 236 250 250 300

チラシ配布枚数（枚） 110,000 100,000 150,000 160,000

市内ホテル訪問回数（回） 59 30 100 150

インターネット・市民新聞
等情報誌への情報発信

　観光客等への周知

業務内容
①京都市勧業館常設展示場の管理及び運営の受託，②伝統産業製品の展示及び紹介，③伝統産業に関する資料の収集，保存，供覧及び提供，④伝統産業に関する
調査及び研究

目標 指標／単位
H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

平成22年度経営計画　兼　経営努力結果

(財）京都伝統産業交流センター
産業観光局商工部伝統産業課

理事長　渡邉　隆夫

昭和52年3月29日

団体の目的
京都市勧業館常設展示場の管理等を受託し，伝統産業製品の展示及び紹介，伝統産業に関する資料の収集及び提供等を行い，地域経済の発展と生活文化の向上に寄
与すること。

　平成21年度の入館者数は，平成15年度以
来６年振りに前年度を上回る見込みである。
しかしながら，目標値には達しない見込みで
あるため，平成22年度においても，引き続き，
入館者増に向けた以下の取組を推進する。
○｢匠と舞｣事業

市内ホテル訪問回数（回） 59 30 100 150

修学旅行での利用案内送付（通） 5,000 5,500 5,500 5,800

市内小学校への案内送付（校） 185 185 185 185

○ 匠と舞｣事業
　京都市から緊急雇用創出事業を受託し,伝
統産業職人による実演や舞妓の舞を披露す
る｢匠と舞｣事業を実施し，積極的な広報活動
を行い，集客に努める。
○広報活動の充実
　平成21年度に行った入館者のアンケート結
果に基づき,ターゲット層を絞り,魅力ある事業
の推進のほか，効果的な広報PR活動を行う。
○伝統産業ふれあい館活性化プログラムの
推進
　引き続き,観光客や修学旅行生をターゲット
とした案内,誘致を行う。また,ホームページ
（英語版含む。）の更新を毎週行い,アクセス
数の増加に努める。

※入館者数の目標値は，京都市伝統産業振
興計画（平成18年11月策定）において，平成
23年度を25万人と設定しているため，平成22
年度は24.1万人としている。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 14-1



目標値 見込値 目標値 ※実績値
目標 指標／単位

H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

● 普及啓発活動の充実  摺型友禅染体験教室（人） 4,741 5,000 3,600 5,000

セミナー開催回数（回） 3 3 3 3

● 展示事業の充実

　常設展示の充実  展示替（点） 806 1,000 800 1,000

 展示説明実施回数（回） 128 100 120 150

　企画事業の充実  ギャラリー展企画（日） 307 300 295 300

2 財務に関する計画

適正な予算執行・事業実施  収入合計（千円）　 63,223 63,888 83,200 69,080

   運営受託収入（千円） 28,400 28,400 28,400 29,000

業務受託収入（千円） 4 000 24 000 44 000 36 000

　株式会社京都産業振興センターのみやこ
めっせウェルカムプランと連携するなど,体験
教室の団体受入れを強化する。

　引き続き,伝統産業に関するセミナーを実施
し,普及啓発に努める。

　四季折々の展示替えを行い,魅力ある展示
の実現に努める。
　土曜，日曜に京都検定合格者による展示品
等の説明を引き続き実施する。
　夏休み期間中は,ファミリー向けの企画展,
体験教室を実施する。

　事業収入の増加に向け,企画事業等の内容
をより一層工夫し,参加者の増加に努める。
　平成21年度に引き続き,｢ふるさと雇用再生
特別事業｣ ｢緊急雇用創出事業｣を京都市か  業務受託収入（千円） 4,000 24,000 44,000 36,000

   事業収入（千円） 7,085 4,251 2,600 4,000

   その他収入（千円） 23,738 7,237 8,200 80

 支出合計（千円） 66,506 72,169 83,200 69,080

 収支差額（千円） △ 3,283 △ 8,281 0 0

 正味財産（千円） 21,620 － 21,620 －

 正味財産増加額（千円） △ 3,515 － 0 －

3 施設等に関する計画

4 組織・人員に関する計画

適正な人員配置 職員数（人） 2 2 4 4

3,485 3,900 3,100 3,100

 役員数（人） 29 29 29 29

　平成21年度から，京都伝統産業ふれあい
館製作実演・体験教室事業（ふるさと雇用再
生特別事業）を京都市から受託し，事業実施
のため，新たに２名を雇用している。
　新公益法人制度に対応した適正な人員配
置について検討する。

職員一人当たり人件費
（千円）

　新公益法人制度に対応した適正な役員数
について検討する。

特別事業｣,｢緊急雇用創出事業｣を京都市か
ら受託し,京都伝統産業ふれあい館製作実
演・体験教室事業（匠と舞事業）を行う。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 14-2



目標値 見込値 目標値 ※実績値
目標 指標／単位

H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

5 その他

所管局意見

　当財団は，数多くの伝統産業が存在する京都で唯一の業種横断的な組織であるため，京都の伝統産業を一堂に集め，その魅力を市民や観光客に発信する京都伝統産業ふれあい館の運営には，必要
不可欠である。本市としても，引き続き，財団と連携して，京都伝統産業ふれあい館の魅力を高め，京都の伝統産業をPRしていく。入館者の減少が課題となっていたが，平成21年度の入館者数は，平成20
年度の１割増となったが掲げている目標値には達しなかったため，平成22年度は，平成21年度から本市が委託している｢京都伝統産業ふれあい館製作実演・体験教室事業（匠と舞）｣の一層積極的な広報
PRのほか，平成21年度に行った来館者のアンケート調査を基にした効果的な広報活動を行い，引き続き，魅力ある施設運営に努めていく必要がある。

公益法人制度改革への対
応

新制度への対応 －
新会計基準

の導入
新会計基準
の導入検討

新会計基準
の導入

　公益財団法人への移行を目指し,体制の検
討や諸手続を進める。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 14-3



所管課 基本財産 300,000千円

代表者 本市出えん金 100,000千円

設立年月日 本市出えん率 33.3%

目標値 見込値 目標値 ※実績値

1 業務に関する計画

民間受託（件数） 14 8 8 9

公的研究プロジェクト実施
（件数）

10 14 13 14

地域新生コンソーシアム/
地域イノベ等受託（件数）

4 4 3 3

戦略的基盤技術高度化支
援事業受託（件数）

2 2 2 2

特許出願（件数） 8 20 12 25

参加企業数（企業数） 43 45 47 47

KYO-NANO会会員数（人
数・累計）

1,535 2,000 1,800 2,500

知的クラスターⅡ期事業の
実施

採択・事業
実施

事業実施 事業実施 事業実施

バイオ産業技術フォーラム会
員数（人数・累計）

562 580 600 620

バイオ産業技術フォーラム研
究会等開催（回数）

4 4 4 4

バイオ産業創出支援プロジェ
クト拠点構成企業数（累計）

97 110 105 110

バイオ産業創出支援プロジェ
クト分科会等開催（回数）

4 4 4 4

　共同研究企業が事業化を当初予定より早
いスケジュールで進めることにより，製品化に
必要な知財の取得，製品化を担う企業の獲
得を行う。KYO-NANO会については出展イ
ベント，講演イベントでの告知を強化する。
　なお，平成22年度からは地域イノベーション
クラスタープログラムとして実施する。

● 京都バイオシティ構想の推
進

　バイオ産業分野に関する幅広い知見と経験
を持つ外部人材を配置し，今後成長が見込
まれる環境・エネルギー・食糧・医療分野にお
いて多彩で充実したプログラムをマネジメント
することで，人的ネットワークの強化と販路・技
術のマッチング支援を展開し，バイオ分野に
おける産業集積と技術の高度化を図る。

受託研究の増加

　大学との連携強化，民間に対するPRの強
化，新たな研究シーズの掘り起こし等により，
件数の確保を図る。

産学公連携型研究の推進

　産業界，大学及び公設試験場との連携強
化並びに既存の産業創成プロジェクトのコー
ディネートにより，質，量の充実を図る。
※平成22年度に国の制度見直しがあった場
合は，新たな目標設定の必要がある。

● 知的クラスター創成事業の
推進

業務内容

①先端科学技術等の諸分野に関する研究，開発及び調査並びに研究者の養成及び技術者の研修，②先端科学技術等の諸分野に関する研究開発型企業に対する支援
及び情報の提供，③先端科学技術等の諸分野に関する研究者及び技術者の交流，④産官学連携による新事業の創出，⑤科学技術の進歩発展に寄与する人材の育成，
⑥中小企業者を対象とする振興施策の調査研究及び実施，⑦中小企業者等を対象とする，金融，経営，法務，技術等に関する相談，助言及び人材育成その他の支援並
びに情報の提供，⑧中小企業者の経営者及び従業員を対象とする異業種交流の促進並びにその成果の普及，⑨その他この法人の目的を達成するために必要な事業

目標 指標／単位
H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

平成22年度経営計画　兼　経営努力結果

（財）京都高度技術研究所
産業観光局産業振興室

理事長　髙木　壽一

昭和63年8月9日

団体の目的

①ソフトウェア技術，メカトロニクス技術，情報技術，環境技術，ライフサイエンス，ナノテクノロジー等の先端科学技術及び関連する科学技術の諸分野に関する研究，開
発，調査等を行い，その進歩発展と地元産業への技術移転を図り，もって科学技術の振興と地域社会の発展に寄与すること。
②中小企業者等を対象として金融，経営，法務，技術等に関する支援を行い，その経営合理化，人材の育成及び事業活動の育成を図り，もって京都市内の中小企業の振
興と地域経済の活性化に寄与すること。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 15-1



目標値 見込値 目標値 ※実績値
目標 指標／単位

H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

ホームページアクセス（件
数）

50,147 60,000 79,000 60,000

メールマガジン発行（回
数）

56 45 186 175

企業家人材育成研修修了
生（人数）

37 50 37 70

産業支援人材育成研修修
了生（人数）

31 50 15 20

● 経営支援事業の推進
「京都市地域中小企業知
的財産戦略支援事業」支
援対象企業数

3 3 1 4

中小企業パワーアッププロ
ジェクト訪問企業数（数）

- 200 200 200

経営相談件数（件) 567 480 480 480

金融相談件数（件) 2,830 2,000 2,000 2,000

専門家派遣回数（回） 92 100 100 100

人材育成事業の推進

　大学との連携，また，新事業支援機関等と
の連携を強化することで，京都地域の産業活
性化のために必要となる人材育成を目指す。

以下　中小企業支援センター

○中小企業知的財産戦略支援事業
　平成21年度は３社の採択予定であったが，
不況の影響もあり，企業側の都合が付かな
かったため，最終的な採択企業数は１社と
なった。
　平成21年度までは，公募のほかにオスカー
認定企業に対し事業売り込みを行っていた
が，平成22年度からはオスカー認定企業の
ほかに縁むすびプロジェクト・パワーアッププ
ロジェクト訪問企業にも売り込みを行う予定で
ある。現在のところ，候補企業も40社ほどあ
り，採択企業数は４社を見込んでいる。

○中小企業パワーアッププロジェクト
　企業パワーアップコーディネータが中小・ベ
ンチャー企業を訪問し,企業ごとの実態等をカ
ルテ化したものを作成する。そして，これを
ベースに，既存事業（企業価値創出支援制
度等）等を活用しながら，各種専門家や他の
支援機関とも連携し，企業ごとの支援メニュー
の充実を図り，目標値の達成に努める。

○経営・金融相談事業
　中小企業支援センターの立地移転後も企
業ごとの悩み・課題に応じ，ワンストップ総合
窓口として，適切かつ迅速に対応することに
より，利用者にとってより信頼できる支援体制
を図る。

広報活動の充実

　研究開発，情報事業，産学連携促進，新事
業創出促進，中小企業支援等のコンテンツ
の拡充を図る。
※メールマガジン発行回数の平成21年度目
標値はアステム情報ＢＯＸ，バイオのみ。21年
度見込値，22年度目標値には知的クラス
ター，中小企業支援センター分も含む。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 15-2



目標値 見込値 目標値 ※実績値
目標 指標／単位

H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

● 債権回収の強化
管理口債権期末残高（千
円）

131,686 79,108 79,108 50,804

管理口債権回収額(千円) 40,366 22,609 22,609 13,169

管理口債権の回収率（％） 21.8 16.9 16.9 17.1

不良債権の償却額(千円) 12,919 31,924 31,924 13,170

直接貸付期末貸付残高
（千円）

131,816 79,108 79,108 50,804

2 財務に関する計画

収入合計（千円） 3,126,242 2,208,272

支出合計（千円） 3,041,408 2,236,902

収支差額（千円） 84,834 △ 28,630

正味財産（千円） 166,257 275,760

正味財産増加額（千円） 7,774 109,503

受託研究収入（千円） 57,794 39,500 32,567 33,000

事業収支比率（％） 58% 60% 76% 70%

受託研究収入（千円） 655,159 615,000 511,810 100,000

事業収支比率（％） 88% 90% 87% 85%

運営管理に関する諸経費
の削減

管理費支出（千円） 182,719 189,000 190,889 190,000

収入合計（千円） 2,519,861 2,313,205 2,827,189 1,837,637

支出合計（千円） 2,435,816 2,313,088 2,766,288 1,832,636

収支差額（千円） 84,045 117 60,901 5,001

正味財産（千円） 175,311 83,462 183,162 163,533

正味財産増加額（千円） △ 74,248 △ 31,259 7,851 △ 19,629

※ 借入金収入，繰入金収入，借入金返済支
出，繰入金支出は，収入，支出から除外
※平成21年度以降は，収支均衡の達成を目
指す。

※平成21年10月１日付けで，財団法人京都
市中小企業支援センターと合併
※下記の旧アステムと旧中小企業支援セン
ターの合計

以下　旧アステム

民間からの受託研究の増
収

　平成21年度に環境省，JSTの大型受託案件
が終了し，収入は減少する。産業界，大学及
び産業技術研究所との連携強化，コーディ
ネート機能の充実，またASTEMの持つ研究
シーズと産学技術の連携等により，積極的に
競争的研究資金の獲得を目指す。

● 競争的研究資金の増収

　職員が日常の経費節減に意識的に取り組
み，管理コストの抑制を図る。

　債権回収の強化については,回収・処理努
力により,残管理口債権の件数は減少してお
り,引き続き法的措置を含めた回収・処理を推
進する。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 15-3



目標値 見込値 目標値 ※実績値
目標 指標／単位

H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

● 収入合計(千円） 341,422 299,053 299,053 370,635

支出合計(千円） 320,059 275,120 275,120 404,266

収支差額(千円） 21,362 23,933 23,933 △ 33,631

総資本(千円） 276,793 242,840 242,840 176,688

正味財産(千円） △10,533 △ 16,905 △ 16,905 112,227

正味財産増加額(千円） △17,198 △ 77 △ 77 129,132

自己資本比率（％） △3.8 △ 7.0 △ 7.0 63.5

● 経費の節減 【直接貸付事業】

人件費(千円）（退職手当
を除く。）

16,164 17,630 17,630 10,000

その他の事務経費(千円） 21,255 8,250 8,250 5,000

3 施設等に関する計画

4 組織・人員に関する計画

プロパー職員数（人） 21 21 24 24

プロパー研究員人件費
（千円）

38,461 38,000 38,500 38,000

プロパー技術員人件費
（千円）

28,109 28,000 31,100 31,000

プロパー事務員人件費
（千円）

71,129 69,000 86,000 86,000

組織改正 - 検討 実施 検討

● 人事・給与制度の見直し 総合人事制度導入 継続 継続 継続 改正検討

　平成18年度から導入した目標管理制度によ
り，実績評価を行い，評価結果を給与及び賞
与に反映させている。

効率的な人員配置 　業務内容及び組織体制の見直し等を進め
て，人員数の適正化を図る。なお，組織改正
の平成21年度見込値の実施とは，平成21年
10月１日付けでの財団法人京都市中小企業
支援センターとの合併に係るものを指す。
※平成21年度見込値から，旧中小企業支援
センターのプロパー分を算入する。
　＜平成21年度見込値の内訳＞
　職員数：旧アステム21名，旧センター3名
　事務員人件費：旧アステム66,000千円
　　　　　　　　　　 旧センター20,000千円

以下　旧中小企業支援センター

経営改善計画の策定及び
実行

　平成19年度において,市からの財政支援に
より，課題であった債務超過を解消し，財務
状況を大幅に改善した。
　引き続き，人件費を含めた経費の節減や効
率的な債権回収と不良債権処理を推進して
いく。

　債権回収処理の進ちょくに伴い，人件費等
については必要最小限に抑え，可能な限り節
減を図る。
　平成21年10月の財団法人京都高度技術研
究所と財団法人京都市中小企業支援セン
ターの合併により,直接貸付事業管理債権回
収については,中小企業支援センター部門か
ら京都高度技術研究所総務部に移管し，抜
本的な整理に向けて調整する。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 15-4



目標値 見込値 目標値 ※実績値
目標 指標／単位

H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

● 職員の構成の見直し 職員数（人） 21 17 － －

（内，直接貸付事業） (2) (2) － －

職員1人あたりの売上高
（千円）

16,258 17,591 － －

（内，直接貸付事業） (34,145) (26,075) － －

職員1人あたりの人件費
（千円）

7,926 8,972 － －

（内，直接貸付事業） (8,082) (8,815) － －

5 その他

経営戦略の見直し 随時見直し 随時見直し 随時見直し 随時見直し

中期ビジョンの策定・実践 検討・策定 実践 実践 実践

新公益法人会計基準への
対応

新会計基準の導入 継続 継続 継続 検討

公益法人制度改革への対
応

- 検討 検討 検討

個人情報保護，情報管理
の徹底

プライバシーマークの取得 運用・管理 運用・管理 運用・管理 運用・管理

所管局意見

　財団法人京都高度技術研究所は，新事業創出支援体制の中核的支援機関として，京都市地域プラットフォーム事業をはじめ，産学公連携による研究開発プロジェクトの推進などに取り組んでおり，本市
の産業振興政策の推進に大きく貢献している。平成20年度は，情報事業分野での新規事業獲得等の採択により，収支差額は大幅に改善し，黒字を確保した。
　しかしながら，正味財産増減計算書で見ると知的クラスター創成事業で過年度に購入した大型研究機器等の減価償却費や京都ソフトアプリケーションの営業権売買に伴う営業権の償却額などにより，正
味財産は減少した。
　平成21年度からは，平成20年度に財団設立20周年を機に新しく策定した「中期ビジョン」に掲げた組織の能力が最大限発揮できる体制の構築と経営面の安定化を図っており，さらに，公的研究プロジェ
クトや競争的資金獲得に積極的に応募した結果，引き続き収支計算上の黒字を確保するとともに，正味財産も増加する見込みである。
　平成22年度は，平成21年10月に財団法人京都市中小企業支援センターと合併したことにより，産業支援機関としての一層の機能強化を図り，財団法人京都高度技術研究所が有する産学連携及び新事
業創出などのノウハウと京都市中小企業支援センターが有する経営，金融面での相談，支援機能のノウハウとの相乗効果を発揮し，創業間もないベンチャー企業から成熟した中小企業に至るまで，本市
における総合的な産業支援施策を一層推進する必要がある。

　中期ビジョンの実践状況に応じ，随時見直
し

　平成20年度に策定した中期ビジョンの実践

　平成18年度予算編成より平成16年度会計
基準に対応済み。平成22年度は，平成20年
度会計基準の導入を検討する。

　財団法人京都市中小企業支援センターと
の合併後の状況を考慮し，検討する。

　平成19年度中に取得したＰマークの適正な
運用・管理の継続的な取組。平成21年度に
更新手続きを実施

以下　中小企業支援センター

※平成21年10月１日付けで，財団法人京都
中小企業支援センターと合併したため，平成
21年度見込値から，上記「効率的な人員配
置」欄に職員数等を算入
※平成21年度目標値までは，市派遣職員数
とプロパー職員数の合算数値

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 15-5



資本金 90,000千円

本市出資金 54,000千円

本市出資率 60.0%

目標値 見込値 目標値 ※実績値

1 業務に関する計画

● 勧業館の利用促進 展示場稼働率（％） 41.37 47.00 43.93 48.00

会議室稼働率（％） 33.43 38.50 34.31 39.00

訪問営業件数（件） 403 500 780 1,200

－ 10,000 110 500

京都館での物販の強化 商品売上高（千円） 144,850 170,000 143,080 171,000

京都館の周知の強化 メディア取扱件数（件） 74 120 100 120

情報ｺｰﾅｰへの来客数(人) 97,011 100,000 132,000 154,000

京都館ﾆｭｰｽ発行部数(部/月) 10,000 10,000 10,000 10,000

京紫苑の売上強化 売上高（千円） 48,933 61,000 50,220 62,000

－ 1,000 430 500

平成22年度経営計画　兼　経営努力結果

（株）京都産業振興センター
所管課 産業観光局商工部産業総務課

代表者 代表取締役社長　波部美利

設立年月日 平成5年4月27日

団体の目的 京都市勧業館の管理運営，京都市美術工芸ギャラリーの管理運営，展示会・見本市・各種催しの企画，開催及び誘致，京都館の管理運営

業務内容 京都市勧業館の管理運営，京都市美術工芸ギャラリーの管理運営，展示会・見本市・各種催しの企画，開催及び誘致，京都館の管理運営

目標 指標／単位
H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

①営業活動の強化:21年度に営業担当の増
員を行った。首都圏，阪神地域，中部圏のイ
ベント企画会社等への定期的な訪問営業活
動を継続して行う。②事業の見直し:「みやこ
めっせウェルカムプラン」について事業内容
を見直すとともに，岡崎界隈のレンタサイクル
ツアーを業者と連携して実施し，団体客の増
加を目指す。③宣伝，情報発信の強化:ホー
ムページのリニューアルやイベントガイドの充
実を図るとともに，多目的に利用できる施設
であることをアピールしていく。④その他:利用
者のニーズに対応した臨時開館を実施する。

みやこめっせウェルカムプ
ラン受入人数（人）

①引き続き首都圏での京都館認知度の向上
を図る。②物販部門の収益率及び運営効率
向上のため，仕入先の見直しを図る。また，
企業訪問を行い企業顧客の獲得を目指す。
③京都市の指導のもと,イベント・催事の見直
しを図り，効率的・効果的な事業を実施する。
④首都圏にひしめく他府県のアンテナショッ
プとの差別化を図るため，季節ごとの魅力あ
る催事を企画し，積極的にメディアへ情報を
提供する。

①大規模展示会の来館者をふれあい館に誘
致するとともに，特別販売を実施し，売上増を
目指す。②「京紫苑ポイントカードクラブ」の積
極的な会員獲得に努めるとともに，会員に対
し事業開催案内等ＤＭの発送を行い，販売
促進につなげる。また，「みやこめっせウェル
カムプラン」や「岡崎サイクリングツアー」と連
動してPR強化に努め，来館者増及び売上増
を目指す。

京紫苑ポイントカードクラ
ブの会員数（人）

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 16-1



目標値 見込値 目標値 ※実績値
目標 指標／単位

H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

2 財務に関する計画

収入合計（千円） 753,421 848,100 762,580 842,000

勧業館利用料 462,474 520,100 488,270 525,600

（うち美術工芸ギャラリー） (3,920) (4,000) (3,850) (4,100)

業務受託収入 65,217 47,600 48,380 48,800

京都館商品売上高 144,850 170,000 143,080 171,000

京都館その他収入 3,775 2,000 2,030 2,100

京紫苑売上高 48,933 61,000 50,220 62,000

勧業館その他収入 28,173 47,400 30,600 32,500

支出合計（千円） 718,165 818,400 741,480 798,700

勧業館 522,515 601,100 547,490 579,500

京都館 195,102 217,300 193,290 219,200

その他費用（営業外・特損・税） 548 － 700 ―

売上高（千円） 747,709 841,600 755,160 834,600

経常利益（千円） 35,711 29,700 21,800 43,300

税引前当期利益（千円） 35,615 29,700 21,100 43,300

当期純利益（千円） 35,255 － 18,100 ―

純資産額（千円） 310,014 － 328,114 ―

3 施設等に関する計画

● 施設設備の計画的な修繕 修繕計画の策定，実施 実施 実施 実施 実施

4 組織・人員に関する計画

効率的な人員配置 職員数（人） 38 38 37 38

　一般社員・特別社員 19 20 19 20

　臨時社員（派遣社員等含む） 19 18 18 18

人件費（千円） 147,861 147,900 140,350 153,300

● 職員の資質の向上 外部研修派遣のべ人数（人） 10 20 17 10

社内研修等の実施回数（回 4 4 2 4

　平成22年度は，公募により選定された指定
管理者としての業務を実施してから2年目とな
る。協定書で定められた京都市への納付金を
確実に納付するためにも，勧業館の利用促
進計画の実行により，稼働率の向上を図り，
収益増を目指す。

● 勧業館の利用促進や自主
事業による収益の増加

委託契約の入札の実施等
による経費削減

　平成22年度の目標値の設定に当たっては，
勧業館の建築設備保守管理業務，警備業務
及び清掃業務に係る指名競争入札の実施に
より，本来であれば勧業館の施設利用率を高
く設定していることによる水道光熱費の増加
等から平成21年度目標値を上回る値となると
ころだったのを，低く押さえた。

※平成21年度から勧業館の指定管理者に係
る京都市への納付金が増額になったため，経
常利益が減少している。（納付金　20年
度:60,000千円，21年度:145,000千円，22年
度:150,000千円）

　京都市の中期保全計画実施のため，市予
算確保に資する施設状況調査や資料提供に
努める。22年度は竣工から14年目となり，予
期せぬ施設及び設備の修繕が発生すること
が考えられるため，京都市当局との更なる連
携を図る。

　業績目標シートの作成による評価の実施

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 16-2



目標値 見込値 目標値 ※実績値
目標 指標／単位

H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

5 その他

経営評価委員会の開催（回） 1 2 2 2

情報公開の充実 実施 実施 実施 実施

所管局意見

第三者機関による経営評
価の実施

　平成21年度は，平成20年度に引き続き，金融危機等を要因とした景気低迷により，企業の経営環境が悪化し，展示場利用について，大型催事の取止めや催事規模の縮小があり，目標値を下回る結果と
なったが，平成20年度実績を上回る見込みであることは，指定管理者による積極的な営業活動や広告宣伝活動等の取組の成果と認められる。平成22年度についても，引き続き積極的な営業活動等を行
い，新規利用者を獲得し，展示場稼働率を向上させる必要がある。
　また，平成22年度の運営に当たっては，契約に係る競争入札の実施など更なる経費縮減に努める必要がある。

ホームページによる決算
状況の公開

　ホームページ上で事業報告書及び決算状
況をPDFファイルにより公開している。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 16-3



基本財産 10,000千円

本市出えん金 10,000千円

本市出えん率 100.0%

目標値 見込値 目標値 ※実績値

1 業務に関する計画

● 急病診療所の利用の促進 受診者数（人） 32,347 33,231 40,338 32,000

チラシ（A4版）の配布（枚） 6,000 10,000 10,000 5,000

チラシ（名刺サイズ）の配布（枚） 6,000 10,000 10,000 5,000

サービスの質の確保・向上 利用者の意見の徴収 継続 継続 継続 継続

と反映

レセプト請求オンライン化 事務機器等の導入 検討 導入 対象外 対象外

への対応

2 財務に関する計画

● 利用料金収入の確保 利用料金収入（千円） 306,798 303,156 401,421 301,480

経費の削減 管理費（千円） 27,939 27,717 27,156 29,054

事業費（千円） 301,887 302,921 344,267 333,462

収入合計（千円） 335,996 356,654 431,084 379,406

支出合計（千円） 331,493 356,654 403,331 379,406

収支差額（千円） 4,503 0 27,753 0

正味財産（千円） 152,273 154,334 188,284 158,644

正味財産増加額（千円） △ 2,061 0 36,011 △29,640

平成22年度経営計画　兼　経営努力結果

（財）京都市急病診療所
所管課 保健福祉局保健衛生推進室医務審査課

代表者 理事長　北村　和人

設立年月日 昭和53年6月22日

H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

団体の目的
平日夜間や休日等, 医療が充実しにくい日時において,　医師会等の協力のもとに, 急病患者に係る初療体制の確立を図り,　もって市民の健康と福祉の向上に寄与するこ
と。

業務内容
①京都市急病診療所等の管理及び診療業務の受託並びに調査研究及び知識の普及
②その他診療所の目的を達成するために必要な事業

目標 指標／単位

幼稚園・保育園・保健所など

利用者の意見をサービスに反映させるため,

全ての診療所において, 意見箱を設置する。

廃止する保健医療機関は適用対象外となった。

平成17年9月から小児科診療を拡大

小児科診療を拡大（平成17年9月から）

チラシ（Ａ4版及び名刺サイズ）配布場所

二次救急医療期間・小児科標榜診療所・

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 17-1



目標値 見込値 目標値 ※実績値

H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価目標 指標／単位

3 組織・人員に関する計画

効率的な人員配置 職員数（人） 11 11 12 12

　うち本市OB職員数（人） 7 6 6 6

　うちプロパー職員数（人） 4 5 6 6

法人運営の適正化 評議員会の設置 調整 設置 調整 調整

4 その他

指定管理者制度への対応 申請・受託 受託 受託 受託 受託

公益法人制度改革 申請・認定 検討・調整 検討・調整 調整・検討 検討

への対応

新会計基準への対応 新会計基準への導入 － 導入 検討 検討

資金運用の適正化 資金運用規定の策定 － 策定 策定 継続

所管局意見

関係機関との協議

運営委員会（現行）との調整

解散を予定しているため, レセプトオンライン化や公益法人改革などの目標値は, 解散を念頭に置いたものとなっている。平成２１年度は, 新型インフルエンザの流行に伴い, 受診者数の大幅な増加により,
収入増が見込まれるが, 平成２２年度については, 流行如何に関わらず, 引き続き継続的な周知で受診者の増加を図り, 健全な経営を目指してもらいたい。

資金運用規定の策定

解散を予定

指定期間（平成18～22年度）における協定書

の締結

職員体制については,　診療所の今後

のあり方を含めて検討を行っていく。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 17-2



基本財産 25,000千円

本市出えん金 25,000千円

本市出えん率 100.0%

目標値 見込値 目標値 ※実績値

1 業務に関する計画

施設総利用者数（人） 152,959 153,000 159,000 160,000

障害のある方の利用人数
（人）

90,958 91,800 95,400 96,000

ホームページによる施設
利用（予約）情報の提供

実施 実施 実施

教室・講習会等事業数（事
業）

107 114 114 109

延参加者数（人） 7,879 6,200 6,200 6,500

事業開催数（回） 118 156 156 168

延参加者数（人） 3,343 3,900 3,900 4,000

各種競技会開催数（回） 10 10 10 11

延参加者数（人） 2,007 1,700 1,700 1,800

機関紙等の発行部数（部） 13,500 13,500 13,500 13,500

ホームページアクセス数
（回）

82,735 80,000 83,000 84,000

利用者サービスの向上
アンケートの実施（平均
点）

4.3 4.3 4.3 4.3

ボランティアの育成 ボランティアの登録数（人） 108 125 100 110

夏祭り等地域住民参加型
事業の参加者（人）

6,529 5,600 5,600 5,600

近隣の清掃活動（回） 203 220 220 220

平成22年度経営計画　兼　経営努力結果

（公財）京都市障害者スポーツ協会
所管課 保健福祉局保健福祉部障害保健福祉課

代表者 理事長　芝田　徳造

設立年月日 昭和63年4月1日

※実績評価

団体の目的 京都市における障害者スポーツの振興を図り，もって障害のある市民の健康の増進，福祉の向上に寄与すること。

業務内容
①障害のある人のスポーツの振興事業　②障害のある人の健康の維持・増進に関する事業　③障害のある人の文化・レクリエーションの振興事業　④障害のある人への理
解を進めるための事業　⑤京都市障害者スポーツセンターの運営事業　⑥その他，この法人の目的を達成するために必要な事業

目標 指標／単位
H20年度
実績値

● 施設利用者の拡大
運営方法の工夫等により，施設利用を効率
化し，施設総利用者数の増加を図る。

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

障害者スポーツの普及・啓
発

健康確保のための事業等ニーズに応じた事
業を展開する。

障害を問わず毎日参加で
きる事業の実施

障害のある人とない人が共に参加できるニー
ズに応じた事業を展開する。

各種競技会の実施とその
充実

スポーツ活動をしている方々の練習の成果を
試す場として広く参加を呼びかける。

市民啓発

初心者にもわかりやすい紙面づくりを行い，
市民に向けて広くアピールしていく。

全体をリニューアルし，定期的な（２～３日毎）
更新を行うことで，市民に情報を提供する。

利用者アンケート（５段階評価）の実施によ
り，利用者サービスの向上に努める。

ボランティア養成講座の参加者へ登録を呼び
かける。

地域への貢献
地域への貢献及び地域住民とのふれあい事
業を拡大する。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 18-1



目標値 見込値 目標値 ※実績値
※実績評価目標 指標／単位

H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

2 財務に関する計画

有料プール利用者数（人） 2,245 2,300 3,200 3,300

プール利用料金収入（千円） 1,366 1,260 1,740 1,800

光熱水費（千円） 39,101 38,300 38,300 37,900

収入合計（千円） 258,540 258,258 258,258 260,903

事業活動収入合計（千円） 215,930 215,648 215,648 216,047

支出合計（千円） 213,684 215,648 215,648 216,047

収支差額（千円） 44,856 42,610 42,610 44,856

正味財産（千円） 163,922 160,093 169,015 181,446

正味財産増加額（千円） 15,054 5,093 5,093 12,431

3 施設等に関する計画
特別修繕引当預金残高（千
円）

38,493 44,493 44,493 50,493

減価償却引当預金残高（千
円）

27,247 28,208 28,208 29,646

計画的な修繕 実施済 実施予定 実施 実施予定

4 組織・人員に関する計画

効率的な人員配置 職員数（人） 17 17 17 17

障害者スポーツ指導者上級ス
ポーツ指導員資格取得率
（％）

29 43 43 50

普通救命資格取得率（％） 100 100 100

全国手話検定資格取得率
（％）

23 38

体育施設管理諸資格取得
率（％）

7 15

5 その他

公益認定法人への移行 申請 検討 申請

諸規程の整備 倫理規程 策定 策定

資金運用規程 策定 策定

● 施設利用料金収入の増収
ホームページ等により市民へ積極的に周知
する。

経費の節減

業務の遂行に必要な人員を配置する。

職員の資質の向上

●
施設設備の適正な維持管
理と計画的な修繕

修繕計画及び機器更新計画に従い，引当預
金を積み立てる。

修繕計画に従い，地下機械設備等の修繕を
行う。

職員の資質向上につながる資格取得につい
て，計画的にその取得率を上げていく（普通
救命については，全職員が毎年，最新の救
急救命の知識取得を目指す）。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 18-2



目標値 見込値 目標値 ※実績値
※実績評価目標 指標／単位

H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

所管局意見

　業務に関する計画では，障害のある方の利用者数や障害者スポーツの普及・啓発の参加者が目標値を達成する見込みであることについて評価できる。また，ホームページについては，よりアクセシビリ
ティーに配慮したものにするなど，利用者にとって便利の良いものとなるよう平成２０年度に全体をリニューアルした結果，アクセス数は年々増加しており，引き続き，利用者のニーズに即したホームページ
の作成について，工夫していくことを求める。
　財務に関する計画では，単年度黒字を継続しており，健全な状況にある。また，平成２１年５月の理事会において資金運用規程を議決し，安全かつ有効な資金運用の活用が確保できるよう努めているこ
とについて評価できる。引き続き，経費の節減及び安全かつ有効な資金運用に努めることを求める。
　施設に関する計画では，計画的な修繕を実施し，引き続き，適正な維持管理に努めることを求める。
　組織人員に関する計画では，「障害者スポーツ指導者上級スポーツ指導員資格」の目標通りの取得率向上や，「普通救命資格」の実践的な対応力の向上に努めるとともに，新たに設定した「全国手話検
定資格」や「体育施設管理諸資格」の目標通りの取得率向上など，引き続き，積極的な職員の資質向上に取り組むことを求める。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 18-3



基本財産 50,000千円

本市出えん金 50,000千円

本市出えん率 100.0%

目標値 見込値 目標値 ※実績値

1 業務に関する計画

● 運動施設の利用促進 利用者数（人） 101,363 98,000 102,000 105,000

定期券購入者数（人/月） 339 360 380 420

定期利用者数（人） 42,606 39,000 45,300 48,000

HPアクセス回数（回） 36,582 42,000 38,000 42,000

運動教室の利用促進 開催数（教室／週） 70 73 73 73

利用者数（人） 10,098 10,000 10,100 11,000

新規教室数 5 3 5 5

　水泳，エアロ等の教室について，引き続き，

診療所の運営 収入額（千円） 13,910 15,000 16,100 17,000

受診者延べ人数（人） 2,765 3,100 3,100 3,300

● 中・高齢者向け事業の充実

利用者数（人） 1,321 1,400 1,400 1,500

利用者数（人） 1,199 1,400 1,400 1,500

利用者数（人） 195 190 170 200

　「特定健康診査」の実施 利用者数（人） 311 300 300 330

　「特定保健指導」の実施 利用者数（人） 12 30 15 30

連携し取り組んでいる「シニア体力向上教室

」も，他団体との連携とＰＲに努める。

　「特定保健指導」は平日の夜間，土曜・日

曜日も実施し，より多くの利用を図る。

　「いきいき筋トレ教室」（ヘ
ルスピア）の実施

区）と元春日小学校(上京区）で開催している。

１月毎に参加者を募っているが，参加者数が

　「いきいき筋トレ教室」（元
春日小学校）の実施

定員を下回る月もあることから，より一層丁寧

なPRに努め，参加者の増加を図る。

　介護予防事業「シニア体
力向上教室」の実施

　医師，保健師，栄養士，健康運動指導士が

無料）等により，一層魅力ある制度とし，更な

る利用者の増加を図る。

利用者ニーズに応えた教室運営を図る。

　引き続き，施設利用の促進により更なる利

用者と利用収入の増加を図る。

　　「いきいき筋トレ教室」はヘルスピア２１(南

目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

　京都市健康増進センター(ヘルスピア２１）の

トレーニングジム及び温水プールの利用につ

いて，引き続きサービス向上やホームページ

等によるPRに努めるとともに，定期利用制度（

月極め定期券の販売）についても，定期利用

に係る付加価値を高めること（教室参加費の

団体の目的 市民が安全で効果的な健康づくりを行えるように，健康づくりの理論の確立及び実践のための環境整備を図り，もって市民の健康と福祉の向上に寄与する。

業務内容
（１）健康づくりを図るための実践活動の推進　（２）健康づくりに関する調査，研究及び情報の提供　（３）健康づくり関連団体等との連携及び協力並びに当該団体等の活動
の振興  （４）健康づくり指導者の養成及び研修　（５）京都市健康増進センターの管理運営業務の受託　（６）その他この法人の目的を達成するために必要な事業

目標 指標／単位
H20年度
実績値

H21年度 H22年度

平成22年度経営計画　兼　経営努力結果

（財）京都市健康づくり協会
所管課 保健福祉局保健衛生推進室保健医療課

代表者 理事長　片岡季久

設立年月日 平成５年１月８日

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 19-1



目標値 見込値 目標値 ※実績値

目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価目標 指標／単位
H20年度
実績値

H21年度 H22年度

2 財務に関する計画

● 自主事業の増収 施設利用料金収入（千円） 64,187 66,000 66,000 67,000

事業収入（千円） 34,306 36,000 33,000 35,000

自主事業収入合計（千円） 98,493 102,000 99,000 102,000

当期収入合計（千円） 270,166 271,000 259,000 261,000

当期支出合計（千円） 259,951 270,000 257,000 259,000

当期収支差額（千円） 10,214 1,000 2,000 2,000

正味財産（千円） 68,086 61,000 70,000 72,000

正味財産増加額（千円） 11,497 1,000 2,000 2,000

3 施設等に関する計画

● 計画的な修繕の実施 センター管理費 92,287 92,000 89,000 88,000

　　うち修繕費 6,086 8,000 6,400 6,000

大規模修繕計画の立案 修繕計画検討 修繕計画立案 修繕計画検討 修繕計画立案

4 組織・人員に関する計画

● 運営会議開催回数（回） 6 12 6 12

5 その他

● 公益法人制度改革への対応 　情報収集

● 指定管理者制度への対応 継続受託

所管局意見

・財政面では，前年度に引き続き，介護予防事業等の受託収入が増加したことにより，概ね前年度と同額の黒字を維持できたことは評価できる。平成21年度見込みでは，利用者の増加による施設利用料
収入及び診療収入について，増収見込であるが，自主事業に伴う安定的な収入源を確保していく必要がある。
・当施設の特徴である介護予防事業について拠点施設としての機能を担っていくとともに，メタボリックシンドローム予防対策として，平成20年度から実施している特定健診・特定保健指導についても，重要
施策として位置づけ，センター機能の更なる強化を図っていく必要がある。

　平成22年度にヘルスピア２１の指定管理期

間が終了するため，以降の管理者公募に応

じ，継続して受託できるよう取り組む。

総点検と移
行方針決定

移行に向け
た総点検

移行方針決
定

　団体としての移行方針を決定し，それを踏

経営改善に向けた組織体
制の構築

　運営会議の定期開催を確実に実施し，部

門間の連絡調整を密にするとともに，必要

いく。

に応じてプロジェクトチームを随時設置する。

　計画的な施設の改修と設備の更新につい

まえた申請等の必要な手続きに取り組んで

て検討のうえ，計画を立案する。

　業務に関する計画を着実に実施し，利用

料金等の収入を確保するとともに，経費の節

減に努めることにより，安定した経営を図る。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 19-2



基本財産 10,000千円

本市出えん金 4,000千円

本市出えん率 40.0%

目標値 見込値 目標値 ※実績値

1 業務に関する計画

円滑な学校運営の推進 自主事業比率（％） 100 100 100 100

国家試験合格率（％） 98.7 100 ― 100

● 高校生数の減少に対する 出願者数（人） 245 250 338 280

学生の確保 受験者数（人） 239 250 323 280

入学者数（人） 83 80 85 80

　うち20歳以上（人） 14 20 23 20

学校公開の参加者数（人） 217 200 237 250

高校訪問（回） 114 100 153 150

高校での学校説明会参加（回） 45 30 55 60

学校ニュースの発行（回） 2 2 2 2

ホームページのアクセス件数（件） 26,004 20,000 26,981 25,000

広告・宣伝の強化 実施 実施 実施 実施

● 看護・保健専門課程の充実 カリキュラムの検討・充実 実施

他校との連携 実施

2 財務に関する計画

● 特定資産の増額 施設設備積立金積立額（千円） - - △ 54,063 5,000

修繕積立金積立額（千円） - - △ 95,151 5,000

で充実した教育の実現を目指す。

経費節減し，東館の取得･工事のために取り崩

した積立金の増額を目指す。

全国の４年制専門学校で作る連絡協議会に積

極的に参加し，課題・解決方法を共有すること

 力を直接伝える機会を増やす。

・ポスターやリーフレットを活用し，出願率の高

 いオープンキャンパス参加者を増やす。

・年2回ﾆｭｰｽを発行し, 高校・受験生・病院へ

 配布して本校の魅力を発信する。

・HPの内容を充実し，頻繁に更新することで

 本校の魅力を発信する。

保健師課程の１年教育化により予測されるカリ

キュラム改正に向けて，検討委員会を立ち上げ

て検討を始める。

京都の地域医療に貢献する魅力ある看護学校

団体の目的 看護職の養成並びに資質の向上を図り,　もって地域住民の医療の充実,　健康の保持増進に寄与すること。

業務内容
①看護職養成所の設置, 管理及び運営　②看護職養成事業　③看護職養成に関する調査研究
④看護職に関する知識の普及　⑤その他, この法人の目的を達成するために必要な事業

をつくり,　受験者の確保を図る。

・京都の全ての高校と，他府県でも通学可能な

 地域の高校を訪問し，４年制専門学校の周知

 を図る。

・できる限り多くの説明会に参加し，本校の魅

目標 指標／単位
H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

平成22年度経営計画　兼　経営努力結果

（財）京都中央看護師養成事業団
所管課 保健福祉局保健衛生推進室医務審査課

代表者 理事長　出射靖生

設立年月日 昭和56年3月24日

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 20-1



目標値 見込値 目標値 ※実績値
目標 指標／単位

H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

● 経費の節減 事業収入（千円） 182,502 195,840 198,121 237,120

収入合計（千円） 287,187 301,259 435,126 311,432

支出合計（千円） 287,433 301,259 435,126 311,432

当期収支差額（千円） △ 245 0 0 0

正味財産（千円） 940,540 966,002 769,158 780,000

正味財産増加額（千円） △ 6,246 0 △ 171,382 10,842

光熱費（千円） 4,519 4,500 4,199 6,000

消耗品費（千円） 2,389 2,500 2,700 3,000

印刷製本費（千円） 5,466 5,500 4,622 5,500

3 施設等に関する計画

● 東館の計画的な修繕 耐震補強（千円） - - - 3,000

4 組織・人員に関する計画

● 専任教員の確保 教員養成講習会への参加 1 1 1 1

● 勤務条件の向上 職員数（人） 27 28 28 31

職員1人あたりの人件費（千円） 5700 5616 5617 5700

5 その他

● 中期経営計画の実施 教員の質の向上のための 19 25 17 30

研修会派遣回数（回）

各規定の見直し・整備 － － － 実施

● 学校法人化に向けた取組 申請手続き － 実施 継続 継続
定款変更 － 実施 継続 継続
評議員の選任 － 実施 継続 継続

所管局意見

新しく大学に開設される看護学部との競争も激しくなるなか, 学生の確保に努め, 市内医療機関への優秀な看護師の供給に努めてもらいたい。

臨時職員 7名

環境を整備を図る。

上し，各研修会・セミナーへの参加を即している。

平成23年度からの教員の専任教員化に備え，

平成22年度常勤職員 23名, 非常勤職員 1名,

平成23年4月の学校法人化に向けて，定款等
を整備し，申請作業を行っていく。

が必要である。そのため教員個々に研修費を計

京都私立病院協会関係団体間での規則・規定

の整理を機に，段階的に各規定を見直し，労働

よりよい教育の実現のためには教員の質の向上

計画的に実施する。

新耐震に適合させるため診断から補強まで

非常勤及び臨時教員を学校負担で教員養成

講習会に参加させ，専任教員を確保する。

 かの判断を徹底する。

 材の更新を延期するなど，必要か必要でない

 品等の増など，支出の増額も見込まれ，なお

 一層の経費節減が必要となる。

・ペーパーレスや冷暖房温度調節など日常から

 の取り組みの徹底だけでなく，PC室のPCや教

 は望めるが，教員の定員増による人件費の増

 額や，東館の維持費，学生増による教材・消耗

・22年度は４学年がそろい，授業料収入の増額

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 20-2



基本財産 1,000千円

本市出えん金 1,000千円

本市出えん率 100.0%

目標値 見込値 目標値 ※実績値

1 業務に関する計画

・待機児童の解消 保育所運営箇所数（箇所） 21 21 21 21

〈保育所〉

対定員入所率（％） 112 105 113 112

延長保育実施（箇所） 18 18 19 19・多様で柔軟な保育サービ
スの提供

延長保育については，保護者アンケート等で
利用者のニーズを把握し，職員体制整備等
準備のうえ 実施施設を増やすよう努めてい

H21年度

待機児童解消のため，関係機関と協議，調
整を行い，施設整備等受入枠の拡大に努め
ている。

目標達成のための手順・方法
／特記事項

昭和５５年８月１３日

団体の目的
多様な福祉サービスがその利用者の意向を尊重して総合的に提供されるよう創意工夫することにより，利用者が，個人の尊厳を尊重しつつ，心身ともに健やかに育成され
るよう支援することを目的として，次の社会福祉事業を行う。

業務内容 第二種社会福祉事業（保育所，児童館の管理・経営）

※実績評価目標 指標／単位
H20年度
実績値

H22年度

平成22年度経営計画　兼　経営努力結果

（福）京都社会福祉協会
所管課 保健福祉局子育て支援部保育課

代表者 理事長　　柴田　重德

設立年月日

〈保育所〉

ステーション実施（箇所） 9 9 9 9

・健全育成の環境づくり 児童館運営箇所数（箇所） 14 14 14 16

〈児童館〉

幼児クラブ実施（箇所） 14 14 14 16

母親クラブ実施（箇所） 8 8 8 8

ステーション実施（箇所） 6 6 6 6

赤ちゃん事業実施（箇所） 4 4 4 4

・保育・育成内容の充実 指導方針・計画の推進 既定の方
針・指針によ
り処遇

既定の方
針・指針によ
り処遇

既定の方
針・指針によ
り処遇

既定の方
針・指針によ
り処遇

保育所事業収入（千円） 2,891,569 2,801,496 2,887,646 2,688,469

構成比 0.87 0.89 0.87 0.71

児童館事業収入（千円） 331,207 331,386 333,051 378,484

構成比 0.10 0.11 0.12 0.14

準備のうえ，実施施設を増やすよう努めてい
る。
地域の子育て支援を進めるため，子育て支
援ステーション事業の実施を進めている。

年々学童クラブ登録希望者が増加し，可能な
限り受け入れているため，施設での柔軟な対
応に努めている。

一人一人を大切にする健全な指導方針・計
画に基づく児童処遇を行う。

児童館施設，設備を活用し，職員の創意工
夫により，児童の健全育成・処遇，保護者へ
の支援等施設ごとに特色ある取組を進めてい
る。
次世代育成支援対策推進法に基づき，京都
市児童館活動指針が改定されており，この中
で求められている「一般来館中・高生と赤ちゃ
んとのふれあい事業」等を進めている。

保育所は京都社会福祉協会保育指針，児童
館は，京都市児童館活動指針に基づき，各
施設ごとの年間計画による児童処遇を行う。
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目標値 見込値 目標値 ※実績値

H21年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価目標 指標／単位
H20年度
実績値

H22年度

2 財務に関する計画

累積繰越金（千円） 587,988 408,582 未定

累積引当金（千円） 555,402 594,742 未定

収入合計（千円） 3,327,940 3,159,742 3,269,736 3,094,103

　対前年度伸び率（％） △1.0 △5.1 △1.7 △1.0

支出合計（千円） 3,295,134 3,244,455 3,308,343 3,180,956

収支差額（千円） 32,805 △84,713 △38,607 △86,853

正味財産（千円） 2,016,601 1,211,917

正味財産増加額（千円） 104,106 106,316

売上高利益率（％） 3.1 3.3

総資本(千円） 2,708,814 2,705,742

自己資本（千円） 2,016,601 2,122,917

自己資本利益率（％） 5.2 5.0

平成１８年度から新会計へ移行したことに伴
い，減価償却見合分の計画的積立計画を立
て，実施する予定。

老朽改築の必要な施設を数多く抱えており，
現在，計画性の高い施設整備が行えるよう検
討している。

・適正・効率的な経費執行
と事業効果の維持・向上

・将来の事業展開を見据
えた資金運用

児童及び職員の処遇の確保，将来のための
施設改修等への対応のため，資金確保に努
める。

自己資本比率（％） 74.2

3 施設等に関する計画

施設整備箇所（箇所） 10 9 12 9

24,012 30,862 44,922 19,868

7 2 7 1

施設・設備投資額（千円） 90,432 58,659 92,150 54,540

・老朽化に対する計画的な
整備

施設整備箇所（箇所）老朽
対応上記の内数）（箇所）

老朽化対応のための改修・修繕工事等を計
画的に実施する。

・多機能施設や，処遇向
上に向けた環境整備

入所児童数拡大,保育内容充実や地域子育
て支援対応のための施設整備等を計画的に
実施する。

固定資産物品購入額（千
円）
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目標値 見込値 目標値 ※実績値

H21年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価目標 指標／単位
H20年度
実績値

H22年度

4 組織・人員に関する計画

非常勤職員対応（人） 233 258 233

人事交流(配置換）（人） 5 15 15 34

昇任（人） 7 3 3 4

採用（人） 40 39 41 43

研修の実施（回） 16 16 16 16

・働きやすい職場づくり 常勤職員数（人） 397 394 391 401

9,781 4,846 8,362 7,716

保育所については,平成１４年度から中堅職
員研修の実施,平成１５年度から調理員研修
の実施,平成１６年度から給食小委員会を設
置し,実技・講義研修及び交流を通して,技
術・知識の向上を図っている。（食育・栄養計
算・離乳食・クッキング保育等）また,平成１７
年度は職員リーダー養成プログラムの開発に
も取り組み，１８年度からリーダー養成講座を常勤職員一人当たり収入

適正な人員配置と,可能な範囲内での非常勤
職員対応により,処遇の確保と効率化に努め
る。児童館については館職員相互の情報交
換及び事業交流を全館で組織的に取り組む
とともに,平成１４年度から児童館職員の定期
異動を実施し,館事業運営の活性化に成果を
あげている。保育所については，平成１８年
度に人事交流検討会議を設置し，定期異動
に向けた諸課題について，議論している。

・適材適所を旨とした人事
と職員採用

・マンパワー強化のための
研修の充実

・適正な児童及び職員処
遇の確保のための人員配
置

4,817 4,023 5,654 5,464

5 その他

2 3・指定管理者制度への対
応

第三者評価累積受審箇所
（箇所）

実施している。額（千円）

・苦情解決システムの浸透
及び苦情の共有化

常勤職員一人当たり人件
費（千円）

各施設における苦情や要望等を法人全体の
課題として共有化し，一層福祉サービスの充
実に努めるよう，システムの浸透を図る。苦情
解決実施要綱を改正し，従来，苦情報告を年
間まとめて実施していたものを，随時実施す
ることとし，迅速な苦情の共有化に努める。

H21年度に久世児童館，桂坂保育所にて第
三者評価を受審し，より良いサービスの向上
に努めている。法人の事業所としての強みや
弱みを分析し，指定管理者制度下における
積極的経営と着実な福祉サービスの提供に
備えるよう，小委員会等で検討課題を分析し
ている。
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目標値 見込値 目標値 ※実績値

H21年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価目標 指標／単位
H20年度
実績値

H22年度

所管局意見

当該団体の事業は，すべて第二種社会福祉事業であるため，国等の公的基準で事業を実施しなければならず，独自の経営判断や営業努力が行いにくい環境にある。しかしながら，そのような環境下に
あっても当該団体の経営する保育所や児童館では，地域の需要に応じた保育サービスの拡大や健全育成の環境作りに積極的に取り組んでいる。また，平成２２年度より松ノ木保育所及び桂坂保育所の運
営を指定管理者方式から賃貸借方式へ変更したことにより，安定的な保育所運営や民間の創意工夫が一層発揮されることが期待される。今後とも，子育て支援施策の推進に先駆的，中核的な役割を果た
していくことを期待している。
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基本財産 50,000千円

本市出えん金 50,000千円

本市出えん率 100.0%

目標値 見込値 目標値 ※実績値

1 業務に関する計画

（１）事業運営の安定化 本部長会議開催回数 50 50 48 50

24 24 24 24

施設事業運営会議開催回数 24 24 24 24

税理士監査延べ実施回数 156 156 156 175

● （２）利用者の確保 居宅介護支援利用者数 3,743 4,000 3,730 3,800

3,076 3,600 3,250 3,700

訪問介護利用者数 6,643 6,750 6,770 6,800

介護老人福祉施設利用者数 414 420 418 420

短期入所施設利用率（％） 104.1 110.0 118.0 110.0

通所事業利用率（％） 87.4 90.0 88.0 90.0

児童館延べ利用者数 55,596 50,000 56,000 75,000

（３）サービスの質の向上 15 16 16 16

2 2 2 2

2 2 1 2

ヘルパー会議開催回数 452 600 940 950

44 60 66 60

22 23 24 27

本部長会議，事業運営会議等を開催し，収
支，事業実績等を把握するとともに，事業計
画の見直しや各種課題の検討を行う。
また，顧問税理士による監査を実施し，経理
の適正化を図る。

居宅事業運営会議及び経
営企画会議開催回数

サービスの質を向上させながら，人材の確保
をはじめとするサービス提供体制を強化する
とともに，広報の充実を図る。

新規要介護・要支援認定
調査数

京都府介護サービス第三
者評価受診事業所数

京都府介護サービス第三者評価事業，京都
市介護相談員派遣事業に積極的に参加する
とともに，苦情解決のための第三者委員会を
設置し，公平な苦情の解決を図る。

京都市介護相談員派遣事
業対象事業所数

苦情解決のための第三者
委員会開催回数

事務所又は担当区ごとに，契約ヘルパーは
月1回，パートヘルパーは2箇月に1回ヘル
パー会議を開催するとともに，他の職員に対
しても，各種の研修を行い，サービスの質の
向上を図る。

ケアマネジャー・介護福祉
士受験対策講座開催回数

中堅職員研修，リーダー
研修，高齢者疑似体験，
マナー研修実施回数

目標 指標／単位
H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

平成22年度経営計画　兼　経営努力結果

(福)京都福祉サービス協会
所管課 保健福祉局長寿社会部長寿福祉課

代表者 理事長  髙橋修

設立年月日 平成5年7月30日

団体の目的
多様な福祉サービスがその利用者の意向を尊重して総合的に提供されるよう創意工夫することにより，利用者が，個人の尊厳を保持しつつ，心身ともに健やかに育成され，
又はその有する能力に応じ自立した日常生活を地域社会において営むことができるように支援すること。

業務内容

［第１種社会福祉事業］　軽費老人ホーム（１箇所），特別養護老人ホーム（6箇所）
［第２種社会福祉事業］　老人居宅介護等事業（９事業所），障害福祉サービス事業（８事業所），老人デイサービスセンター（８箇所），老人短期入所事業（６箇所），小規模
多機能型居宅介護事業（１箇所），児童厚生施設（３箇所），放課後児童健全育成事業（３箇所）
［公益事業］　居宅介護支援事業（１５事業所），難病患者等居宅生活支援事業（８事業所），介護保険適用外老人居宅介護等事業（８事業所），要介護認定・要支援認定
調査事業（１５事業所），地

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 22-1



目標値 見込値 目標値 ※実績値
目標 指標／単位

H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

（４）ヘルパーの確保 新規採用ヘルパー数 95 150 200 250

162 200 297 300

（５）地域との交流・連携 地域啓発事業実施回数 29 35 31 35

18 18 18 21

2 財務に関する計画

● （１）収支の均衡 事業活動計算書における

当期収入合計（百万円） 7,473 7,500 7,800 8,000

当期支出合計（百万円） 6,940 6,800 7,200 7,400

当期収支差額（百万円） 532 700 600 600

積立額（百万円／累計） 2,013 1,870 1,800 1,900

3 施設等に関する計画

（１）運営拠点の強化 高齢者福祉施設数 8 8 8 8

8 8 8 8

3 3 3 6

児童館数 2 2 2 4

● 準備 1 1 1

1 2 1 2

準備 1 1 3

4 組織・人員に関する計画

（１）適正な人員配置 職員数 903 910 920 930

● 待遇の改善 検討 検討 実施 継続

サービスの充実や事業所の拡充に向け，必
要な人員を配置するとともに，人材の確保に
向け，待遇改善に取り組む。（２）人事給与制度の見直

し

（２）介護保険制度に対応
した事業展開

夜間対応型訪問介護事業
所数

ひとり暮らしの方や認知症の方をはじめ，高
齢者が住み慣れた地域で，安心して暮らして
いけるよう18年度に創設された地域密着型
サービスを実施する事業所を設置する。

認知症対応型通所介護事
業所数

一層地域に根差した事業展開を図るため，き
め細かく事業所やスタッフステーションを配置
するとともに，地域における子育てを一層支
援するため，児童館数の増加を図る。

ホームヘルプ事業事務所
数

ホームヘルプスタッフス
テーション数

小規模多機能型居宅介護
事業所数

（２）将来を見据えた自己
資金の確保

建替え，大規模修繕，リスク対策，新規事業
所の整備に向けて積立てを行っていく。

地域に根ざした事業展開や社会的貢献を果
たすため，学校や地域に対する福祉教育や
啓発，実習生やボランティアを積極的に受け
入れる。

実習生・ボランティアの受
入れ事業所数

収支を把握し，今後の制度改正を見据え，収
入の確保に努める。

ヘルパー（２級介護員）養成研修を実施す
る。ヘルパー養成研修修了者

数

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 22-2



目標値 見込値 目標値 ※実績値
目標 指標／単位

H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

5 その他

（１）安全衛生対策 衛生管理者数 36 36 40 40

（２）諸規定の整備 倫理及び法令遵守規則 ― 策定 策定 継続

資金運用規則 ― 策定 策定 継続

所管局意見

京都福祉サービス協会は平成５年７月に法人格取得後，短期間にホームヘルプサービス事業の大幅な拡充や社会福祉施設の設置・運営を行ってきたところであり，本市の福祉行政推進の大きな担い手
として寄与してきた。平成１８年度に実施された介護保険制度の抜本的見直しや障害者自立支援法の施行等によりサービス提供のあり方が大きく変化する中，介護職の人材確保の困難な状況は続いてお
り，協会を取り巻く環境は非常に厳しいが，今後とも利用者の多様なニーズに応えられるよう，サービスの質の向上を図り利用者及び利用回数を増加させるとともに，業務効率の向上及び経費節減に積極
的に取り組み，運営の安定化に努める必要がある。また，先般の資金運用に関する問題については，本市指導の下，協会において策定された改善の取組を着実に実施し，適正かつ厳格な資金運用の徹
底を図られたい。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 22-3



基本財産 10,000千円

本市出えん金 10,000千円

本市出えん率 100.0%

目標値 見込値 目標値 ※実績値

1 業務に関する計画

● 特優賃の入居率の維持 特優賃入居率（％） 96.9% 95.0% 94.5% 95.0%

● 公営住宅の公募戸数 公募戸数（戸） 584 620 686 600

の維持 （住宅変更を含む）

● 公営住宅家賃収納率の 現年度収納率（％） 97.26% 97.60% 97.60% 97.60%

向上

口座振替率（％） 79.72% 80.70% 80.70% 81.70%

（特例納付含む）

● 売上高（百万円） 4,784 4,750 4,610 4,500

来客者数（万人） 385 381 371 360

平成22年度経営計画　兼　経営努力結果

京都市住宅供給公社
所管課 都市計画局都市企画部都市総務課

代表者 理事長　西村　誠一郎

設立年月日 昭和40年12月20日

ラクセーヌ専門店の売上
維持（洛西事業部）

H21年度

団体の目的 住宅を必要とする市民に対し，居住環境の良好な集団住宅を供給し，もって住民の生活の安定と社会福祉の増進に寄与すること。

業務内容
①賃貸住宅（公社一般賃貸住宅，特定優良賃貸住宅，高齢者向け優良賃貸住宅，シニア住宅），市営住宅の管理
②団地居住者の利便施設（会館，店舗，テニスコート，駐車場，駐輪場）等の管理
③洛西ニュータウン内公共施設（公共広場・通路，東緑地，竹林公園等）の管理など

目標 指標／単位
H20年度
実績値

H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

　経済不況の中，ショッピングセンターの売上
は減少傾向にあるが，新聞広告，チラシ，イ
ベント，セール開催等の販売促進の実施及
びテナント従業員の接客研修等の強化により
集客力の向上を図る。

　京都市によるフラット家賃の導入，民間不動
産斡旋業者の活用及び入退居事務の改善
による空家期間の圧縮により，入居率は改善
された。
　今後も現在の入居率を維持するため，入居
者負担額の適正化を図るとともに，オーナー
に対し，光ファイバー・地上波デジタル受信
設備の導入及び計画修繕等の促進を助言
し，住宅の質の向上に努める。

　平成21年度は国の補助事業を活用して空
き家整備費を増額し，公募戸数の拡大を図っ
た。平成22年度についても積極的な空家整
備を行い，公募戸数の維持に努める。

　未来まちづくりプラン目標値97.6％（市営住
宅・平成21年度）
①方面事務所と連携した電話催促や臨宅訪
問等の実施による短期滞納者への指導の強
化
②入居時等あらゆる機会をとらえての口座振
替の推進及び特例納付の適用拡大
③生活保護受給者で3箇月以上の滞納者に
ついて特例納付の職権適用（平成21年7月
～）

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 23-1



目標値 見込値 目標値 ※実績値

H21年度
目標 指標／単位

H20年度
実績値

H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

2 財務に関する計画

● 財務体質の改善

（一般会計） 自己資本比率（％） 14.8% 16.0% 16.0% 17.2%

固定長期適合率（％） 126.5% 125.5% 123.1% 120.7%

経常収益（百万円） 4,009 3,923 3,900 3,860

経常費用（百万円） 3,819 3,733 3,753 3,665

経常損益（百万円） 190 190 147 195

資本合計（百万円） 2,696 2,895 2,869 3,064

当期総利益（百万円） 397 190 173 195

特優賃事業の収支改善 経常収益（百万円） 3,007 3,014 3,085 3,179

（特優賃　2,783戸） 経常費用（百万円） 2,954 2,997 3,004 3,126

経常損益（百万円） 53 17 81 53

（洛西事業管理会計） 経常収益（百万円） - 732 746 712

　収入合計（百万円） 3,392 - - -

経常費用（百万円） - 732 687 669

　支出合計（百万円） 3,440 - - -

経常損益（百万円） - 0 59 43

　次期繰越収支差額（百
万円）

△ 48 - - -

資本合計（百万円） - 2,731 2,681 2,724

　正味財産（百万円） 4,079 - - -

当期総利益（百万円） - 0 59 43

　正味財産増加額（百万
円）

26 - - -

専門店事業の増収 賃貸料収入（百万円） 255 263 263 258

専門店事業収支（百万円） 85 - - -

専門店事業損益（百万円） 91 72 71

● （市営住宅管理会計） 経常収益（百万円） 3,572 3,972 3,995 3,542

経常費用（百万円） 3,572 3,972 3,995 3,542

経常損益（百万円） 0 0 0 0

資本合計（百万円） 0 0 0 0

当期総利益（百万円） 　　        △4 0 0 0

● 人件費の抑制 人件費（百万円） 1,017 1,125 1,121 868

　支出については，消耗品のリサイクル等
日々の細かい経費節減努力を行っている。
　収入・支出には，有価証券等による買換え
分を含んでいる（20年度28億円）。
また，洛西事業部会計は，統合に伴い，会計
基準を以下のとおり変更した。
平成20年度まで：公益法人会計
平成21年度以降：地方住宅供給公社会計

　平成21年度に3店舗の退店があったことを
踏まえ，積極的なリーシングに努めていく。

　保有土地等の有効な活用計画を進め，平
成21年度に見直した事業計画を確実に履行
する。
　また，賃貸事業については，次項のとくゆう
ちん・こうゆうちんの入居率維持はもとより，小
型空き店舗についての改修の検討と家賃の
適正化を図り，斡旋業者等との連携強化によ
るリーシングに努めて，収益の安定的な確保
により，短期借入金の縮減を行う。

　特優賃の入居率を高い水準で維持するとと
もに経費の節減を行い，事業収支の黒字を
確実に継続させる。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 23-2



目標値 見込値 目標値 ※実績値

H21年度
目標 指標／単位

H20年度
実績値

H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

3 施設等に関する計画

● 施設設備の計画的修繕
固定資産建設支出（百万
円）

0 11 6 60

（洛西事業部）

4 組織・人員に関する計画

効率的な人員配置 常勤役員（人） 3 4 3 3

派遣職員（人） 54 44 47 48

一般職員（人） 21 28 28 25

嘱託員（人） 84 85 106 93

業務職員（人） 14

合計（人） 162 161 184 183

（うち洛西事業部） 派遣職員（人） 2 1 1 1

一般職員（人） 7 6 6 5

嘱託員（人） 2 4 4 4

合計（人） 11 11 11 10

組織改正 実施 実施 実施

5 その他

所管局意見

　平成21年度はラクセーヌ専門店利用客の
利便向上を図るため，カート置場の増設及び
塔屋の改修工事を行った。
　平成22年度は，中期計画に基づき，セン
タービルの空調設備の老朽化及び省エネ対
策として改修工事を行なう。

収益改善，資産売却等による借入金の返済を見込んだ中長期経営計画に基づいて更なる財務体質の改善に努めていく必要がある。

　京都市からの派遣職員数を必要最小限に
するために見直しを進めるとともに，業務に支
障のないよう体制の見直しを行う。
（平成21年度見込値には，緊急雇用創出事
業に係る嘱託員20名を含む。平成22年度目
標値には，平成22年4月1日現在の緊急雇用
創出事業に係る嘱託員10名を含む。）

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 23-3



基本財産 60,000千円

本市出えん金 60,000千円

本市出えん率 100.0%

目標値 見込値 目標値 ※実績値

1 業務に関する計画

● ホームページアクセス件数
（件）

144,443 200,000 190,000 200,000

メールマガジン配信（回） 17 15 19 18

ガジ 購読者数

目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

住民・企業・行政の主体的
な取組と協働を推進する
ための各種事業の充実と
促進
・啓発・情報提供事業の充
実

・ホームページの刷新を機に，動画配信等の
利用により，効果的な情報発信を行う。
・定期的なメールマガジンの配信に加え，リア
ルタイムの情報を臨時的に配信し，積極的な
広報活動を行う。
・シンポジウムを通して、地域まちづくり活動

平成22年度経営計画　兼　経営努力結果

（財）京都市景観・まちづくりセンター
所管課 都市計画局都市企画部都市づくり推進課

代表者 理事長　三村　浩史

設立年月日 平成9年10月1日

団体の目的
この法人は，市民と行政のパートナーシップによる地域づくりを目指し，市民，企業，行政の主体的な取組と協働を推進するための各種事業を行い，もって景観の保全・創
造，質の高い住環境の形成など京都の都市特性の更なる伸長に寄与することを目的とする。

業務内容
景観・まちづくりに関する以下の事業①啓発・情報提供　②相談　③学習・研修　④活動支援　⑤交流促進　⑥研究・開発　⑦京都市景観・まちづくりセンター施設の管理・
運営　⑧その他この法人の目的を達成するために必要な事業

目標 指標／単位
H20年度
実績値

H21年度 H22年度

メールマガジン購読者数
（人）

816 1,100 851 1,000

ニュースレター発行回数
（回）

4 4 4 4

景観・まちづくりシンポジウ
ム開催件数（回）

2 2 2 2

景観・まちづくりシンポジウ
ム平均定員充足数(%)

90 90 80 90

・相談事業の充実 まちづくり相談（件） 43 100 151 150

京町家なんでも相談（件）
　・一般相談
　・専門相談

427
38

450
50

536
103

450
70

・学習・研修
景観・まちづくり大学参加
人数（人）

639 750 800 800

景観・まちづくり大学セミ
ナー開催回数（回）

43 45 46 45

景観・まちづくり大学平均
定員充足数(%)

67 90 75 90

大学との連携による人材
育成（受入人数）

－ 3 5 3

実 ポ ウ を通して、地域まち くり活動
や京町家の保全・再生に関する種々の課題
やその解決策について情報を提供していく。
・事業等の開催時には積極的にマスコミへ情
報発信を行う。

・多様な人材による相談事業を通じて，京町
家などの地域の文化遺産の保全・再生・活用
の幅広い推進や地域とマンションとの共生に
向けた取組み等のサポートを行う。

・まちづくりの歴史やノウハウをアピールする
企画の実施に加え，参加率の高い親子参加
型のセミナーの充実等を図る。
・地域振興と教育の発展に寄与するため，学
術交流をはじめとする種々の連携と協力を促
進する。
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目標値 見込値 目標値 ※実績値

目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価目標 指標／単位
H20年度
実績値

H21年度 H22年度

・まちづくり活動支援事業
の推進 ホームページ作成支援

（件）
－ 2 2 4

センター来館者数（人） 79,796 110,000 83,201 110,000

京のまちかど来館者数(人) 33,196 50,000 37,349 50,000

図書コーナー利用者数
(人)

19,001 20,000 18,577 20,000

図書コーナー総資料数
（冊）

13,800 16,700 14,852 16,800

図書利用者カード発行累
計(枚)

1,369 1,700 1,555 2,000

図書貸出件数(件) 1,702 3,000 1,962 2,500

●
京町家まちづくりファンド
の運営

京町家まちづくりファンドで
改修助成した京町家の累
計数（件）

30 50 39 54

・施設を活用した他団体等の景観・まちづくり
関連の取組支援
・施設を活用した交流・啓発イベント等を通し
た情報受発信の取組

・保全される京町家の拡大，町並み景観の改
善に資するため，京町家まちづくりファンドを
積極的に活用した景観重要建造物の指定提
案と周辺地域での景観・まちづくり活動の促

・地域の魅力をアピールするために，インター
ネットを活用した地域広報の仕組みを構築す
る。

・施設の効果的・効率的な
管理とその可能性を活か
す運営

京町家まちづくりファンド
資産額（千円）

131,898 200,000 118,568 130,000

京町家まちづくりファンド
への寄付累積件数（件）

376 900 402 500

京町家まちづくりファンド
への寄付金累積金額（千
円）

28,707 68,000 29,102 30,100

2 財務に関する計画

● 収入合計（千円） 220,169 250,000 274,000 170,000

補助金収入（千円） 105,492 112,500 104,000 60,000

補助金収入依存度（％） 48 45 38 35

受託事業収入（千円） 52,184 61,000 64,500 56,000

支出合計（千円） 208,799 250,000 274,000 170,000

収支差額（千円） 3,463 0 0 0

正味財産（千円） 213,520 245,000 190,000 215,000

正味財産増加額（千円） △ 25,083 25,000 △ 20,000 25,000

個人賛助会員数（人） 165 340 217 500

団体賛助会員数（件） 19 26 27 50

賛助会費収入（千円） 2,210 3,000 2,760 5,000

自主事業収入（千円） 7,822 5,000 5,000 2,500

案
進，良好な景観形成に係る取組の顕彰事業
の実施

賛助会員特典の充実により、さらなる会員の
拡大を図る。

景観・まちづくり推進の専
門機関として高い知名度
と信頼を誇る公益財団法
人
・自主財源増強による財務
の一層の健全化

・公益法人移行を見据えた財源確保を図る仕
組みを構築する。
・事務の効率化や適正な予算執行に努める。
・センター事業の積極的な広報活動や，企業
訪問等により，さらなる賛助会員の拡大を図
る。
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目標値 見込値 目標値 ※実績値

目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価目標 指標／単位
H20年度
実績値

H21年度 H22年度

3 施設等に関する計画

● 環境に配慮した施設管理 KES認証の取得 申請・取得 継続 継続 継続

4 組織・人員に関する計画

● まちづくりコーディネー
ター（人）

8 － 9 10

景観・まちづくり関連業種
からの人材登用数（人）

0 1 1 1

景観・まちづくり関連業種
への再就職数（人）

1 0 2 0

5 その他

・公益法人認定法に基づく
公益財団法人への移行

移行申請 検討 準備・申請 準備 申請・移行

平成20年7月に認証を取得。引き続き，ＫＥＳ
ステップ１規格の項目に従った進捗管理を行
う。

景観・まちづくり推進の専
門機関として高い知名度
と信頼を誇る公益財団法
人
・景観・まちづくりの推進に
係る有能な人材の登用と
育成

・人事制度の柔軟な運用による豊富な知識・
経験を有する人材の確保
・景観・まちづくりの発展的展開を調整できる
人材の育成と社会還元

諸規程の整備 検討 検討・整備 検討・整備 整備

公益会計基準 16年基準 16年基準 16年基準 20年基準

所管局意見

・公益財団法人への移行に向けた規程整備
と事務改善

　地域の取組，センターの活動範囲が年々拡大しており，地域まちづくり活動の芽は着実に広がっているとともに，センターの役割への期待も高まっている。
　中期経営計画に基づき，今後とも①地域まちづくりの中核を担う総合センターとしての機能，②土地利用をめぐる課題の解決及び景観・まちづくりの推進を図る専門機関としての機能，③まちづくりの情報
が集積される情報拠点としての機能を強化し，引続き目標達成に向けて事業を推進していただきたい。
　加えて，景観・まちづくり活動拠点としての活動を充実させていくと共に，さらなる施設，財団法人のPRに努めていただきたい。また，財団運営の信頼度の更なる向上により，受託事業の増加を図る等，経
営基盤を強化されることも留意されたい。
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基本財産 3,495,000千円

本市出えん金 2,040,000千円

本市出えん率 58.4%

目標値 見込値 目標値 ※実績値

1 業務に関する計画

●
魅力ある商業施設の再構
築等

来街者数（千人） 7,719 7,850 7,620 7,850

地下公共広場におけるイ
ベントの開催数（件）

84 100 133 140

ポイントカード会員数（人） 23,063 27,000 24,312 27,000

ポイントカード新規会員獲
得人数（人）

3,771 4,500 4,414 4,500

● 駐車場の利用促進 駐車台数（千台） 731 740 676 730

2 財務に関する計画

● 財務体質の改善 テナント収入（百万円） 314 304 302 305

駐車場料金収入（百万円） 391 391 380 390

売上高（百万円） 1,202 1,181 1,168 1,179

経常利益（百万円） 8 4 15 11

当期利益（百万円） 7 1 10 6

当期未処分利益（百万円） △ 1,056 △ 1,056 △ 1,046 △ 1,040

自己資本（百万円） 2,439 2,439 2,449 2,455

借入金残高（百万円） 13,376 12,814 12,814 12,281

【事業目的】
(1)公共地下道，公共地下駐車場，店舗等の建設，管理及び運営　(2)不動産の賃貸業　(3)損害保険代理業　(4)酒類の販売　(5)前各号に関連する一切の業務

業務内容
【業務内容】
(1)御池駐車場の経営　(2)御池地下街の運営　(3)御池公共地下道，京都市御池駐車場の管理業務の受託　(4)直営店の経営

H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

目標 指標／単位
H20年度
実績値

平成22年度経営計画　兼　経営努力結果

京都御池地下街株式会社
所管課 都市計画局都市企画部都市総務課

代表者 代表取締役社長　辻田　光

設立年月日 昭和43年7月19日（第三セクター化：平成元年7月14日）

団体の目的

H21年度

　市民の貴重な財産であるゼスト御池の再生
に向けて，交通至便などの立地条件を活か
し，①地下公共広場での「地域協働型イベン
ト」の積極的な開催②ゼストに関する情報発
信の強化③地域ニーズに合った魅力のある
テナント誘致などに取り組み，ゼストの認知度
と回遊性の向上を図る。

※実績評価

　インターネットによる駐車場案内を強化する
など，駐車場の利用拡大を図る。

　ポイントカード会員を増やすため，①会員へ
の魅力ある情報発信の強化②入会キャン
ペーンの強化③毎月2回「ゼスト御池の日」を
設け，ポイントアップの特典等の充実に取り組
む。

　厳しい経営環境において，平成21年度は7
期連続となる単年度黒字を確保しているが，
依然として10億円を超える累積赤字を抱えて
いることや，施設・設備の老朽化が進んでい
る現状を踏まえ，平成22年4月に策定した「ゼ
スト御池経営改革プラン」に掲げる様々な取
組を推進し，財務体質の改善を図る。
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目標値 見込値 目標値 ※実績値

H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

目標 指標／単位
H20年度
実績値

H21年度
※実績評価

3 施設等に関する計画

4 組織・人員に関する計画

効率的な人員配置 職員数（人） 23 21 20 21

5 その他

所管局意見

　平成21年度は，車の利用控え等の影響により厳しい状況が続いており，当初の売上目標を達成することは困難な状況にある。
　なお，開業から１０年以上経過して施設・設備の老朽化が進んでおり，大型設備の一斉更新時期が近づいていることから，地下街の大規模改装も含めて，平成22年4月に策定した「経営改革プラン」に掲
げる具体策を着実に実行し，地下街，駐車場ともに更なる売上確保を図っていく必要がある。
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資本金 3,400,000千円

本市出資金 1,000,000千円

本市出資率 29.4%

目標値 見込値 目標値 ※実績値

1 業務に関する計画

● 空き区画の解消 空き区画数 4 0 4 0

● 売上目標の達成 賃貸事業売上高（百万円） 577 578 542 598

「ふれあいステージ」開催（回） 52 - 62 70

フリーマーケット（回） 11 10 10 10

2 財務に関する計画

売上高（百万円） 925 922 880 940

● 売上原価（百万円） 845 856 838 854

売上総利益（百万円） 80 66 42 86

販売費・一般管理費（百万
円）

100 97 92 96

営業利益（百万円） △ 20 △ 31 △ 50 △ 10

経常利益（百万円） △ 59 △ 69 △ 88 △ 45

当期利益（百万円） △ 66 △ 70 △ 93 △ 46

当期未処理利益（百万円） △ 2,067 △ 2,128 △ 2,160 △ 2,206

代表取締役社長　堺　眞實

設立年月日 平成5年4月2日

団体の目的 醍醐団地総合再生事業の一環として，文化，福祉，スポーツや商業など，地域発展の中核施設となる「パセオ・ダイゴロー」を建設し，その管理運営を行う。

業務内容
①不動産の売買，交換，賃貸，運用管理並びに企画及び仲介斡旋②都市開発計画，地域開発計画のコンサルティング業務③建築工事の企画，設計，施工，監理，請負
及びそれらのコンサルティング業務④各種催事の企画，運営及びコンサルティング業務⑤公告の企画，製作及び代理業⑥駐車場，駐輪場，商業施設，文化・スポーツ施
設の経営，管理運営及びその請負⑦損害保険代理業⑧商品小売業及び飲食業⑨前各号に付帯する一切の事業

平成22年度経営計画　兼　経営努力結果

京都醍醐センター株式会社
所管課 都市計画局都市企画部都市総務課

代表者

※実績評価

　主な収入源である賃貸事業売上の向上に
向けて，引き続き新店舗の誘致に取り組むと
ともに，既存店舗の拡張を検討するなど，課
題となっている空き区画（北館127.34㎡，西
館115.28㎡）の早期解消を目指す。

集客の向上

　月１回（夏休み・年末年始除く。）のフリー
マーケットや土日祝日の「ふれあいステージ」
を開催することで集客を増やし，売上の向上
を図る。
　また，ホームページ中のイベントやセールに
関する情報を随時更新する。

H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

目標 指標／単位
H20年度
実績値

H21年度

賃貸売上の確保及び売上
原価の削減，業務委託経
費の削減

　賃貸売上については，空き区画の入店促
進と営業不振店舗に対する顧客サービス，商
品陳列及び広告等の指導を行う。
　また，店舗の移動・拡張など再配置を検討
し，商業施設の活性化を図る。
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目標値 見込値 目標値 ※実績値
※実績評価

H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

目標 指標／単位
H20年度
実績値

H21年度

3 施設等に関する計画

設備投資額（百万円） 3 20 70 20

4 組織・人員に関する計画

組織の改善，人員の適正
化

職員数（人） 15 15 12 12

5 その他

● 長期経営計画の見直し 見直し

所管局意見

建築設備，機械設備の修
繕の計画実施

　店舗の入れ替えに伴う改装や設備機器の
修繕等を引き続き実施する。
　また，平成21年度に実施した建物の劣化度
調査の結果を踏まえた長期修繕計画を平成
22年度中に作成する。

　平成22年度中に作成する建物の長期修繕
計画の内容を踏まえて，長期経営計画の見
直しを行う。

・引き続き課題となっている空き区画の解消に取り組み，安定した売上高の確保に努めていく必要がある。
・建物の劣化度調査の結果を踏まえた長期修繕計画に基づいて，施設・設備の計画修繕を実施していく必要がある。また，その修繕計画を踏まえて現行の長期経営計画を見直し，会社経営の将来見通し
の精度を更に高めていく必要がある。

　若手社員の能力向上を図るため，定期的な
業務研修を実施していく。
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基本財産 11,000千円

本市出えん金 11,000千円

本市出えん率 100.0%

目標値 見込値 目標値 ※実績値

1 業務に関する計画

● 駐車場の利用促進 自動車駐車場利用台数 1,885,847 1,927,000 1,890,744 1,947,466

自転車駐車場利用台数 3,791,241 4,150,000 4,106,000 4,258,000

ＨＰアクセス数（回） 301,000 220,000 420,000 420,000

公社情報誌「P‐side」（部） 150,000 150,000 150,000 150,000

● 研究会開催数（回） 2 10 7 7

2 財務に関する計画

● 財源の確保 公社の収入合計（千円） 3,838,256 4,580,853 4,367,716 4,413,936

　前期繰越収支差額 1,738,864 2,131,060 2,023,961 2,153,677

　一般会計 1,780,025 1,923,959 2,018,528 2,153,684

　特別会計 318,355 357,680 171,933 36,642

　区画整理特別会計 - 166,916 152,056 68,520

　財政調整基金 31,012 21,238 51,238 21,413

　内部取引消去 △ 30,000 △ 20,000 △ 50,000 △ 20,000

【区画整理部】
　組合の経営改善に習熟したコンサル・弁護
士等の専門家を講師とする研究会の開催等
により，組合の経営改善を指導，支援する。
　策定された経営改善計画を踏まえ,業務を
受託する。

【総務駐車場部】
　お客様サービスの向上等を図り，各施設の
利用促進を図る。また，インセンティブの確保
を目指すとともに，平成２３年度からの指定管
理者に引き続き指定されるよう，新たなサービ
ス向上策を検討する。
　遊休地等の調査を行い，新規駐車場を建
設し，財源の確保に努める。

目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

【総務駐車場部】
　ホームページ（他の施設とのリンク等）の内
容及び情報誌を更に充実させるとともに，イ
ベント等を開催し，自動車駐車場及び自転車
駐車場の知名度アップを図る。また，アン
ケート調査を実施したうえで，利用者ニーズ
に沿ったサービスを検討し，利用者の増加に
繋げる。

団体の目的
(1)京都市内における駐車場の設置，管理及び運営を行うとともに，交通安全思想を普及徹底することにより，道路交通の円滑化を図り，もって都市機能の維持及び増進に
寄与すること。(2)都市計画区域内における土地区画整理事業の施行並びに，土地区画整理事業及び公共施設造成事業の啓発及び育成を行い，事業の促進と向上発展
を図り，もって公共の福祉に寄与すること。

業務内容

(1）駐車場の設置，管理及び増進に寄与すること　(2)駐車場の管理受託　(3)京都市内における駐車場の整備拡充のための広報　(4)道路交通の円滑化及び道路交通環
境の改善に資するための調査並びに関係行政機関への協力　(5)交通安全教育及び交通安全の推進　(6)土地区画整理事業及び公共施設造成事業実施の啓発及び奨
励　(7)土地区画整理事業及び公共施設造成事業施行に関する指導，調査及び研究　(8)土地区画整理事業及び公共施設造成事業に関する事務の受託　(9)土地区画整
理法第３条第１項の規定に基づき，宅地について所有権若しくは借地権を有する者の同意を得て行なう土地区画整理事業の施行　(10)土地区画整理事業資金借入の斡
旋　(11)土地区画整理事業に係る研究会及び講習会の開催　(12)土地区画整理事業施行者相互の連絡

目標 指標／単位
H20年度
実績値

H21年度 H22年度

土地区画整理組合の経営
改善指導

平成22年度経営計画　兼　経営努力結果

（財）京都市都市整備公社
所管課 建設局土木管理部自転車政策課，都市整備部市街地整備課

代表者 理事長　善積秀次　

設立年月日 昭和43年9月16日

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 27-1



目標値 見込値 目標値 ※実績値

目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価目標 指標／単位
H20年度
実績値

H21年度 H22年度

公社の支出合計（千円） 2,257,922 2,853,760 2,214,039 2,723,910

　一般会計 1,929,575 2,272,460 1,918,418 2,467,363

　特別会計 318,355 357,680 171,933 36,642

　区画整理特別会計 - 243,620 173,688 189,905

　財政調整基金 39,992 0 0 50,000

　内部取引消去 △ 30,000 △ 20,000 △ 50,000 △ 20,000

　当期収支差額 △ 158,530 △ 403,967 129,716 △ 463,651

次期繰越収支差額 1,580,334 1,727,093 2,153,677 1,690,026

　資産（千円） 6,563,209 7,104,080 7,152,862 6,740,547

　負債（千円） 1,973,597 2,074,630 1,955,186 1,547,560

　正味財産（千円） 4,589,612 5,029,450 5,197,676 5,192,987

正味財産増加額 59,728 △ 13,310 132,744 △ 31,510

人件費（千円） 858,728 953,589 952,906 883,037

物件費（千円） 927,410 1,055,461 1,074,970 1,010,703

3 施設等に関する計画

4 組織・人員に関する計画

● 効率的な人員配置 職員数（人）

　　　派遣職員 1 4 4 4

　　　一般職員 44 51 51 51

　　　嘱託職員 16 16 16 14

　　　契約職員 44 57 54 46

　　　再雇用職員 3 3 2 3

　　　臨時職員 16 16 20 22

　　　　計 124 147 147 140

5 その他

公益法人制度改革への対 方針等の決定 決定

応

諸規程の整備 倫理規程 策定 策定

資金運用規程 策定 策定

　平成２２年度においても更なる効率的な組
織運営を図る。総務駐車場部においては新
規駐車場開拓にあたる部門を強化（２課６係
から３課７係）しながらも１名を削減する。区画
整理部においては事業の収束に伴い，６名を
削減する。

【区画整理部】
　工事の施工管理・指導体制の強化等により
組合土地区画整理事業の円滑な推進に努
め，組合からの受託料収入の確保を図る。

平成２３年度移行申請（一般法人）に向け，検
討中。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 27-2



目標値 見込値 目標値 ※実績値

目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価目標 指標／単位
H20年度
実績値

H21年度 H22年度

所管局意見

＜駐車場事業＞
　自動車駐車場については，近年の環境意識の向上や景気の後退等が影響してか，自動車駐車場の利用台数が減少しているものの，なお，駐車場需要が認められるため，引き続き，利用者のニーズを
駐車場運営に反映させるとともに，ホームページの内容充実等により利用台数の向上につながる情報発信に取組み，利用台数の増加を図る必要がある。自転車駐車場については，平成２１年度の利用台
数の実績値が目標値を上回り，経営努力が評価できる。
　今後とも指定管理者制度を導入する公営施設の増加が進む中で，平成23年度には公営駐車場の指定管理者一斉更新が予定されており，引き続き，雇用形態の見直しなどの経費削減や利用者サービ
スの向上に取組み，更なる競争力の強化を図っていく必要がある。

＜区画整理事業＞
　受託中の組合区画整理事業について，指導体制の強化を図り事業の円滑な推進を図っていく必要がある。また，事業の進ちょく状況を勘案しながら，適正な人員配置を行うなど，効率的な運営を行って
いく必要がある。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 27-3



基本財産 50,000千円

本市出えん金 50,000千円

本市出えん率 100.0%

目標値 見込値 目標値 ※実績値

1 業務に関する計画

● 都市緑化普及啓発活動等 緑化関連講習会実施回数（回） 75 46 70 65

自主事業の充実強化 同　参加者数（人） 1,900 1,300 1,700 1,600

その他自主事業実施回数（回） 20 30 54 30

共催，後援事業等への参画（回） 5 6 5 6

緑の相談所相談件数（件） 3,806 2,500 3,500 3,600

自主事業費（千円） 21,529 22,200 23,500 25,000

全事業費（千円） 216,080 222,000 214,100 212,000

自主事業費率（％） 10.0 10.0 11.0 11.8

サポーターの会活動実績（人） 979 1,100 1,400 1,500

同　会員数（人） 43 40 61 70

支援団体数 6 10 12 20

京都みどりのサポーター - - 5 10

協議会参加団体数

広報活動の充実 ＨＰへのアクセス件数 38,000 38,500 70,000 70,000

機関誌（京のみどり）の

　配布先の拡大 773 800 850 880

（年4回，各7,000部）

H20年度
実績値

H21年度 H22年度

平成２１年度にリニューアルしたHPにより，最
新で知りたい情報（イベント，草花，京の庭
等）を容易で効果的に提供していく。また，機
関誌の配布先の更なる拡大を図り，「京都の
緑の文化」に興味を有し，また，緑の知識を
必要とする人の手元に届くようにする。さら
に，平成２１年度に任命した「緑化協会みどり
の大使・副大使」の積極的な役割づくりの場
を創出し，都市緑化の普及啓発の効果を上
げる。

目標

団体の目的
　民有地の緑化，緑地保全を促進し，緑化思想の普及啓発等を行うことにより，京都市における都市緑化を推進し，もって地域住民の快適な生活環境づくり及び健康都市
づくりに寄与することを目的とする。

業務内容
①都市緑化の普及啓発事業,　②都市緑化事業の推進,③緑化の促進に関する情報収集及び研究,④都市公園及びこれに類する施設の管理運営業務の受託,⑤その他
協会の目的を達成するために必要な事業

園芸教室等緑化関連講習会やみどりの散策
等全市域での事業を実施してきたが，平成22
年度も自主事業の充実強化，共催事業への
積極的な参画等を行う。また，ロハス教室等
の実施により健康や環境問題を意識したライ
フスタイルの普及に努める。
さらに，京都樹木医会との連携による出張相
談等，相談機能を充実させる。

緑のまちづくりネットワーク
づくりの推進
まちづくりの人材育成，支
援

梅小路公園サポーターの会を中心として，市
民の憩いの場となる梅小路公園づくりを進め
る。また，平成２１年度に発足した「京都みどり
のサポーター協議会」と協同して，公園で習
得したノウハウをまちなか緑化の推進に生か
せる人材を育成するとともに，地域でのまちな
か緑化を進める。

平成22年度経営計画　兼　経営努力結果

財団法人京都市都市緑化協会
所管課 建設局水と緑環境部緑政課

代表者 理事長　村田　清

設立年月日 平成7年3月1日

指標／単位
目標達成のための手順・方法

／特記事項
※実績評価

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 28-1



目標値 見込値 目標値 ※実績値

H20年度
実績値

H21年度 H22年度
目標 指標／単位

目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

● 和室，茶室等の

　利用件数（件） 423 510 400 500

　収入額（千円） 2,564 3,500 2,400 3,100

朱雀の庭入場者数（人） 8,445 6,900 12,900 11,000

チンチン電車利用者数（人） 13,279 15,200 15,700 15,200

グリーンフェア（春） 30,000 32,000 40,000 35,000

グリーンフェア（秋） 38,000 25,000 37,000 37,000

文化芸術教室実施回数（回） 18 20 41 27

同参加者数 284 340 721 550

その他特別企画の実施（回） 2 2 13 5

受託事業の拡大と着実・ 指定管理（件数） 1 1 1 1

効果的な協会運営 京都迎賓館日本庭園

　維持管理他受託件数 3 3 3 2

受託料収入合計（千円） 141,820 145,000 139,700 126,100

2 財務に関する計画

● 財務の継続的安定を図る 収入合計（千円） 296,352 290,000 290,900 259,900

利用料金収入の確保(千円） 58,312 56,000 61,500 61,500

補助金（千円） 58,858 57,601 52,600 37,700

補助金収入依存度(％） 19.9 19.9 18.1 14.5

支出合計（千円） 279,222 290,000 273,900 259,900

収支差額（千円） 17,130 0 17,000 0

正味財産（千円） 92,015 103,297 92,015 92,015

正味財産増加額（千円） △4,282 － 0 0

3 施設等に関する計画

事業費（千円） 1,000 2,000 2,000 2,000

多くの人が来園し，有料施設を利用したくな
るような魅了的な取組を企画・広報し，利用料
金収入の確保等を図り，引き続き安定した経
営を図る。また，補助金の縮減に対応できる
よう無駄，無理のない組織経営を行う。

梅小路公園の魅力度向上
策の実施

平成21年度は公園の見どころ，学びどころの
表示等を充実させたが，引き続き，平成22年
度は各エリアごとの内容が一目で分かるサイ
ン計画等を検討する。

指定管理業務の着実な推
進
　梅小路公園利用者の拡
大

HPから空き室情報の閲覧や，申請書のダウ
ンロードをできるようにしているが，引き続き，
庭園及び公園全体の見どころや四季の写真
等をHP，TV，そして園内掲示等でPRし，利
用拡大を図る。
また，地元住民に対しては，平成２１年度に
創刊した「梅小路公園だより」により，親近感
のある身近な公園としての魅力を伝えられる
よう，常に内容の点検・見直しを図る。また，
有料施設の安定的な収入確保を図るため，
庭園やイベント室等を活用した各種講習会を
実施し，公園活性化と緑化推進，更には環境
保全につなげるとともに，有料公園施設の利
用者数の増加等を図る。

緑に関する専門的知識や経験を生かし，諸
外国要人をもてなす日本を代表する重要な
施設である迎賓館日本庭園の保全管理等の
着実，効果的な事業運営を行う。また，宝が
池プレイパーク事業では環境教育を重視し
「遊び」を通した「学び」の場として位置づけ，
充実強化を図る。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 28-2



目標値 見込値 目標値 ※実績値

H20年度
実績値

H21年度 H22年度
目標 指標／単位

目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

4 組織・人員に関する計画

● 効率的な組織体制 職員数（人） 16 16 18 18

一般職員数（人） 8 8 7 6

嘱託職員数（人） 8 8 11 12

組織改正 実施 充実 充実 検討

職員の資質の向上 外部研修への参加

派遣回数（回） 18 16 10 15

派遣人数（人） 25 20 18 20

5 その他

● 指定管理者制度への対応 指定管理受託事業費（千円） 131,119 131,000 128,400 135,700

受託事業に係る経費の削減 349 1,000 2,719 －

（対前年度比削減額：千円）

公益法人制度改革への対応

諸規程の整備 資金運用規程 策定

所管局意見

平成22年度には指定管理再受託，新公益法
人制度への移行に向け，都市緑化部門と指
定管理部門に再編成を行い，機動的，かつ，
効果的な取組を推進する。

緑化普及啓発及び公園管理に関する研修に
職員を派遣する。併せて，指定管理者再受
託・新公益法人移行を図るため，あらゆる機
会に関連講習会へ参加し，収集した情報を
全職員が共有できる情報ボックスを設置す
る。

　引き続き，受託事業の拡大を図り，経営の効率化，安定化に努めるとともに,緑のサポーター等との連携や都市緑化に係る情報の発信に努め，協会の設立目的である市民への緑化普及啓発活動の充実
を図る必要がある。また，限られた財源の中ではあるが，自主事業についても，工夫，検討を重ね，新たな展開を図ることにより，更なる梅小路公園の魅力の創出に努力する必要がある。

利用者の満足度の向上のための自主事業の
充実を図りながらも，コスト意識を徹底し，効
率的な事業運営を行う。

自主事業等
公益活動の
充実，強化

公益活動の
充実，強化，
魅力度の向
上を目指す

自主事業等
公益活動の
充実，強化

課題の洗い出
しとその対処
及び公益活動
の充実，強化

平成24年4月1日移行登記を目指し,平成22
度に課題の洗い出しとその対処を行い，移行
手続きを進めていくとともに，公益活動の充
実，強化に取り組む。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 28-3



資本金 561,000千円

本市出資金 279,900千円

本市出資率 49.89%

目標値 見込値 目標値 ※実績値

1 業務に関する計画

● ラクトＢ商業施設の活性化 客数（レジ通過数　千人） 6,572 6,350 6,350 6,000

商業施設売上　（百万円） 10,600 10,300 10,200 9,800

平成3年9月2日

目標 指標／単位
H20年度
実績値

※実績評価
目標達成のための手順・方法

／特記事項

平成22年度経営計画　兼　経営努力結果

京都シティ開発株式会社
所管課 建設局都市整備部市街地整備課

代表者 代表取締役　長谷川　正博

設立年月日

団体の目的 下記の業務内容を目的とする。

業務内容

経済不況下で個人消費は直撃を受けている
が，対策としてＨ22年度は，ラクトＢ商業施設
の更なる魅力を引き出すためにフロア構成を
見直し，大幅な改装を計画中である。現在の
商業施設に無い専門店を誘致して，新規顧客
の掘り起しと 休日の集客力増加により売上の

H21年度 H22年度

①都市再開発事業に係る調査，企画，設計及びコンサルティングの請負　②建築，設備工事に係る企画，設計，施工，監理及びコンサルティングの請負　③不動産の管
理，売買，賃貸借，仲介，斡旋及び管理運営の請負　④道路，公園等公共施設の維持管理の請負　⑤商業施設，駐車場，駐輪場，スポーツ施設，貸し会場の運営及び管
理運営の請負　⑥商業施設の運営に係る人材派遣及びテナントリーシングの請負　⑦店舗経営に係る経営指導，販売促進及び店舗計画の請負　⑧広告の企画，制作及
び代理業　⑨商品小売及び飲食業　⑩損害保険，銀行，証券仲介業等代理店業務　⑪公衆電話，飲料水等自動販売機の管理受託　⑫前各号に付帯する一切の業務

京都市ラクト健康文化館の 入場者数　　(人） 143,424 154,000 162,000 162,000

計画運営

山科駅前地下駐車場の 駐車場利用台数　(台数） 424,663 432,000 410,000 410,000

維持管理

2 財務に関する計画

● 予算制度の導入 マニュアルの策定 - - - 策定・施行

●

● 財務基盤の安定 売上高　　(百万円） 2,196 2,180 2,170 2,090

経常利益　（百万円） 121 110 116 50

当期純利益　（百万円） 70 50 70 30

純資産(百万円） 564 611 634 664

商業施設への来館者の減少や，車離れの傾
向により利用台数を伸ばすことは難しいが，利
用者への安全と環境に配慮した適正な管理に
努める。

平成20年のリニューアル後は目標を超える入
場者数を確保しており，引き続き努力する。

具体策としては，商業施設と連携した販促の
実施や，レッスンプログラムの見直し，スタッフ
の接客技術の向上など，ソフト面からも魅力あ
る施設づくりを行う。

第3期中期経営計画の取り組みに掲げた項目
として売上，経費を予算化し，計画的な業務
の執行に取組む。Ｈ22年度中にマニュアルを
策定し，試行する。
個人消費の落込みにより，商業施設の売上は
減少している。Ｈ22年度は，テナントの賃料引
き下げの影響が大きく現れ，減収は避けられ
ないが，外注費の見直し等により利益の減少
幅は最小限にとどめる。

の掘り起しと，休日の集客力増加により売上の
回復を図る。
但し，目標値については，改装期間は休業を
要するため，客数，売上ともに減少の見込み
である。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 29-1



目標値 見込値 目標値 ※実績値
目標 指標／単位

H20年度
実績値

※実績評価
目標達成のための手順・方法

／特記事項
H21年度 H22年度

3 施設等に関する計画

ｱﾊﾞﾝﾃｨﾋﾞﾙ　計画修繕 計画修繕費　　(百万円） 52 47 22 42

訓練の実施 8 8 9 9

講習会の受講 - - 6 6

4 組織・人員に関する計画

職員数（人） 26 29 29 29

● 内部監査体制の確立 監査計画 - - 策定 実施

5 その他

社員数については現状維持とし，社員のスキ
ルアップにより効果的に業務を執行する。

ｱﾊﾞﾝﾃｨﾋﾞﾙ中期修繕計画（Ｈ１9年～Ｈ２８年）
を基に，第5次3カ年（Ｈ22年～Ｈ24年）修繕計
画を策定し，効果的な修繕を行う。

安全・安心な管理体制の
強化

危機管理体制の維持及び習熟のため，計画
的に訓練を実施し，講習会を受講する。

平成21年度組織改正で設置した内部監査室
業務において引き続き，平成22年度計画を策
定し，実施する。

5 その他

環境改善計画書 実施 実施 実施 実施

　省エネルギー対策 前年比5％削減 前年比2％削減 前年比2％削減 前年比1％削減

　省資源対策 前年比5％削減 前年比3％削減 前年比3％削減 前年比1～2％削減

　啓発活動 毎月の清掃 毎月の清掃 毎月の清掃 毎月の清掃

ごみ減量の推進 ごみの分別の推進 - - - 調査・検討

所管局意見

平成22年度はラクト山科Ｂ棟商業施設の大幅改装を予定しており，これを新規顧客獲得の絶好の機会と捉え，今後の売上増加につながるような効果的な取組を行う必要がある。

ＫＥＳ環境マネジメントシス
テムの継続 環境改善委員会が中心となって，環境マネジ

メントマニュアル（第4版）に掲げた計画の進捗
管理を行い，引き続きＫＥＳステップ1規格の認
証の維持に努める。

平成21年度に社内に立ち上げた，ゼロ・エミッ
ションＰＪチームにおいて，商業施設からのご
みの分別を推進し，削減方法を検討する。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 29-2



基本財産 50,000千円

本市出えん金 50,000千円

本市出えん率 100.0%

目標値 見込値 目標値 ※実績値

1 業務に関する計画

●京都市市民防災セン 入館者数（人） 103,251 95,000 96,000 93,000

ターの利用促進

広報媒体配布（枚） 222,710 210,000 223,500 210,000

広報媒体常置施設（施設 68 57 57 57

数）

報道機関等への情報提供 51 45 37 45

（回）

ホームページアクセス件数 170,687 175,000 182,000 175,000

（件）

防災講演イベントの回数 13 14 14 13

（回）

防災講演イベントの参加者 36,613 40,000 36,100 38,000

数（人）

防災指導用品等の貸出し 329 350 285 350

（件）

窓口サービス評価 4.6 4.3以上 4.7 4.3以上 京都市窓口サービス評価・実践制度に準じ
て，アンケート調査を実施し，結果を事業に
生かす。

（財）京都市防災協会

①防災思想の普及及び高揚に資する事業　②事業所等に対する防災の教育指導に資する事業　③各種防災関係講習　④防災に関する調査及び研究
⑤防災設備等の普及指導　⑥市民防災センターの管理運営の受託　⑦住宅用火災警報器設置促進事業受託　⑧その他協会の目的を達成するために必
要な事業

代表者

団体の目的

自主防災会をはじめ各種団体等に対して，イ
ベントの開催等，広報媒体を配布し，防災セ
ンターの利用促進を図る。

防災講演会や防災関係週間・学校の休み期
間中等におけるイベントの開催を通じて，防
災センターの利用の促進を図る。

防災思想及び防災知識の普及並びに防災に関する技能向上のための教育指導その他地域防災体制の確立に資する事業を推進し，もって地域社会の
安全と福祉の増進に寄与すること。

平成22年度経営計画　兼　経営努力結果

消防局安全救急部市民安全課

平成6年10月1日

※実績評価
目標達成のための手順・方法

／特記事項
指標／単位

H21年度
目標

理事長　三浦　孝一

所管課

H22年度

業務内容

H20年度
実績値

設立年月日

注）　※印の欄は，「平成21年度経営努力結果」作成時（平成21年度決算終了後）に記入 30-1



目標値 見込値 目標値 ※実績値
※実績評価

目標達成のための手順・方法
／特記事項

指標／単位
H21年度

目標
H22年度H20年度

実績値

2 財務に関する計画

●健全で安定した財政運 収入合計（千円） 262,725 261,628 288,169 234,470

営 支出合計（千円） 238,202 261,628 248,278 234,470

当期収支差額（千円） 9,011 △ 7,108 15,368 △ 7,844

次期繰越額（千円） 24,524 11,180 39,891 32,047

正味財産（千円） 82,724 69,880 98,591 91,247

正味財産増加額（千円） 9,511 △ 6,608 15,868 △ 7,344

売上高利益率（％） 3.6 △ 2.5 5.5 △ 3.1

総資本（千円） 120,112 103,797 129,153 121,809

総資本増加額（千円） 7,114 △ 6,608 9,041 △ 7,344

総資本利益率（％） 7.9 △ 6.4 12.3 △ 6.0

自己資本（千円） 82,724 69,880 98,591 91,247

対前年度増加率（％） 13 △ 8.6 19.2 △ 8.0

自己資本比率（％） 68.9 67.3 76.3 74.9

〔自主事業収入〕

防災講習等事業収入（千円） 35,593 34,580 46,626 40,900

構成比（％） 14.4 13.6 17.7 18.0

防災教養誌事業収入（千円） 18,837 17,922 17,462 17,463

構成比（％） 7.6 7 6.8 7.7

〔受託事業収入〕

（防災センター運営管理）（千円） 175,397 175,397 175,397 141,764

構成比（％） 70.9 68.9 66.5 62.6
（住宅用火災警報器設置促進事業）（千
円）

15,557 25,000 22,485 25,000

構成比（％） 6.3 9.8 8.5 11.0

自主事業比率（％） 17 18.7 16.5 19.6

3 施設等に関する計画

効率的かつ効果的な予算執行により，健全
で安定した財政運営を図る。

注）　※印の欄は，「平成21年度経営努力結果」作成時（平成21年度決算終了後）に記入 30-2



目標値 見込値 目標値 ※実績値
※実績評価

目標達成のための手順・方法
／特記事項

指標／単位
H21年度

目標
H22年度H20年度

実績値

4 組織・人員に関する計画

●専門知識と経験を有す 地震等に関する研修の受 5 5 5 5

る人材の確保及び育成 講（回数）

公益法人改革等に関する 9 8 10 10

研修の受講（回数）

職員数（人） 12 14 14 14

職員一人当たりの売上高 20,449 18,180 18,712 16,081

（千円）

固有職員一人当たりの人 3,216 3,378 3,256 3,333

件費（千円）

5 その他

所管局意見

防災指導に精通した人材の確保とともに，防
災に関する研修等への受講及び参加勧奨に
より，職員の専門知識の向上を図る。

移行申請に向けて，検討チームにより検討を
行う。

移行申請の検討 実施

業務面については，５月からの長期に渡る新型インフルエンザの流行により，当該期間の防災センターの入館者数は減少したものの，新たなイベントの実施や，自主防災会をはじめとする各種団体等に対
して利用促進を積極的に推進した結果，目標値を超える来館者を確保することができる見込である。今年度は，窓口評価についても，前年度の実績値を上回っているが，この評価に甘んじることなく，今後
もこれまで以上に工夫を凝らしたイベントを実施するなど市民満足度の向上に努め，来館者の確保に努められたい。財務面については，健全な状態であり，今後も引き続き現状を維持していくよう努力され
たい。

公益法人制度改革への対
応

注）　※印の欄は，「平成21年度経営努力結果」作成時（平成21年度決算終了後）に記入 30-3



基本財産 46,000千円

本市出えん金 24,000千円

本市出えん率 52.2%

目標値 見込値 目標値 ※実績値

1 業務に関する計画

● ギャラリーの利用促進 年間利用率（％） 81.6 80.0 82.0 82.0

かわらばんの利用促進 利用率（％） 92.4 95.0 91.3 95.0

広告媒体の拡大 出口案内板（件） 138 160 150 160

テナントの確保 四条ビル空室率（％） 33.3 0.0 54.2 33.3

今出川ビル空室率（％） 0.0 0.0 35.0 20.0

51 43 51 43

2 財務に関する計画

● 健全な財政運営の継続 基本財産運用益(千円） 716 700 700 595

特定資産運用益(千円） 1,495 1,515 1,515 1,540

文化事業収入(千円） 532 560 463 560

文化事業費(千円） 693 220 320 241

市民サービス事業収入(千円） 17,513 16,940 16,940 15,938

市民サービス事業費(千円） 2,738 2,906 2,806 10,846

有効利用事業収入(千円） 44,313 44,753 36,990 37,646

（内コーヒーショップ収入）
(千円）

(5,733) (9,796) (5,680) (5,766)

有効利用事業費(千円） 26,149 28,475 27,827 26,893

高速バス施設保守事業収
入(千円）

713,862 51,577 51,577 51,577

高速バス施設保守事業費
(千円）

689,781 51,577 51,577 51,577
保守業務が管理監督のみの委託事業になった。

烏丸線（京都駅～北大路駅間）ベンチ更新

1,300 1,700
発信情報の充実によりアクセス数の拡大を図
る。

ホームページのアクセス数
拡大に努める。

年間アクセス数(件） 2,100 3,000

不動産会社を通じ，顧客確保をさらに努め
る。

地下鉄の駅務機器（自動
出改札等）保守業務にお
ける故障発生の防止

営業キロ当たりの故障発
生件数（件）

更新年数延長に伴う故障率増加を抑制する。

烏丸線（１５駅　１３.７㎞）

東西線（１７駅　１７.５㎞）

経費削減を理由に見合わせる利用者が多い
が，過去の顧客にも営業活動を行う。

継続利用の顧客が減少したため，空いた枠を
利用して，新たな利用者を開拓している。

かわらばん利用の顧客に出口案内板の利用
を勧め，新規顧客を獲得する。

目標 指標／単位
H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

団体の目的 文化的事業及び市民サービス等の公益的事業などの各種事業を行うことにより，高速鉄道施設の有効利用を図り，京都のまちづくりに寄与する。

業務内容
①高速鉄道施設における文化事業②高速鉄道施設における市民サービス事業③高速鉄道施設の有効利用に関する事業④高速鉄道施設及びこれと密接に関連する乗
合自動車事業施設のメンテナンスに関する事業⑤高速鉄道運輸収入金の搬送業務に関する事業⑥乗車券検札等の高速鉄道駅業務⑦その他公社の目的を達成するの
に必要な事業

平成22年度経営計画　兼　経営努力結果

㈶京都市交通事業振興公社
所管課 交通局高速鉄道部営業課

代表者 理事長　出口　博一

設立年月日 昭和56年4月17日

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 31-1



目標値 見込値 目標値 ※実績値
目標 指標／単位

H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

駅業務受託事業収入(千円） 681,132 630,831 630,831 0

駅業務受託事業費(千円） 684,123 630,831 630,831 0

その他事業収入(千円） 22,486 23,211 22,310 22,161

その他事業費(千円） 9,553 21,453 21,453 21,236

管理費（人件費・経費）(千円） 65,081 48,813 50,936 49,853

その他収入(千円） 1,320 22 1,059 1,072

その他支出(千円） 5,973

収入合計(千円） 1,483,374 771,147 762,385 131,089

支出合計(千円） 1,484,094 795,064 785,750 160,646

収支差額(千円） △ 720 △ 23,917 △ 23,365 △ 29,557

正味財産(千円） 398,155 371,546 368,875 333,472

正味財産増加額(千円） △ 739 △ 23,917 △ 29,280 △ 35,403

3 施設等に関する計画

● テナントビルの設備改善 冷暖房設備更新(千円） 0 0 0 0

外壁修繕(千円）

内部改装等(千円）

パソコン購入(千円） 116 380 0 150

4 組織・人員に関する計画

● 人件費の抑制 常勤役員数（人） 1 1 1 1

職員数（人） 132 116 120 22

　　（うち派遣職員数（人）） (51) (39) (32) (0)

人件費（千円） 793,673 667,756 673,048 81,550

一人当たり売上高（千円） 11,521 6,591 6,352 5,699

一人当たり人件費（千円）

         （固有職員） (3,492) (3,680) (3,935) (3,545)

（派遣職員含む） (5,967) (5,707) (5,609) -

5 その他

● 中期計画の策定 計画策定 未策定

● 新会計基準の導入 実施

諸規定の策定 倫理規定 策定 策定

資金運用規定 策定 策定

所管局意見

　自主事業について，かわらばん，出口案内板，テナント等の撤退が多く発生しており，平成21年度は目標値を下回る見込みである。平成22年度においては，平成21年度の見込値以上の目標を掲げてい
るが，目標達成のためには，ホームページ等を活用した広報活動を一層取り組むとともに，積極的な営業活動を実施することにより利用促進を図る必要がある。

新公益法人会計基準への
対応

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 31-2



資本金 40,000千円

本市出資金 22,000千円

本市出資率 55.0%

目標値 見込値 目標値 ※実績値

1 業務に関する計画

32,357 18,372 19,727 4,884

電力・電気設備点検監理業務

変電所数（箇所） 9 9 9 9

目標達成のための手順・方法
／特記事項

目標 指標／単位
H20年度
実績値

H21年度 H22年度

鉄道車両・電気設備・鉄道施設・自動車設備等の整備

業務内容
①高速鉄道電力・電気設備点検の監理　②高速鉄道建築・機械設備等の監理　③高速鉄道車両の検査･整備等の監理　④自家用電気設備点検の監理　⑤排水処理装
置の保守　　⑥営業所等の出張・連絡業務　⑦梅小路公園遊戯用電車の点検

●少数精鋭による体制で，
効率的に業務を遂行する

社員一人当たり売上高（千円）

　　従前は，交通局から，高速鉄道の電力設
備点検等の業務や車両検査等の業務を受託
していたが 今年度から 部の業務を除き

※実績評価

平成22年度経営計画　兼　経営努力結果

京都地下鉄整備（株）
所管課 交通局高速鉄道部営業課

代表者 代表取締役社長　吉永　充德

設立年月日 昭和56年4月20日

団体の目的

変電所数（箇所） 9 9 9 9

駅電気設備等（箇所） 40 40 40 40

電車線路及び電力線路(ｋｍ) 31 31 31 31

鉄道車両検査等監理業務

烏丸線　全般検査数（両） 15 15 15 15

 重要部検査数（両） 15 15 15 15

東西線　全般検査数（両） 15 12 12 15

 重要部検査数（両） 15 12 12 15

機械設備・昇降機設備等の
監理業務（駅）

- 31 31 31

排水処理装置の保守業務

車両基地（車庫） 2 2 2 2

バス営業所・整備工場 8 8 8 8

していたが，今年度から，一部の業務を除き，
これら業務の管理監督にかかる部分の業務
のみを受託することとなった。
　現在まで，培ってきた安全運行を支える高
い技術力をもって，これら点検・検査等の業
務がスムーズ又確実に行なわれるよう管理監
督を行う。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 32-1



目標値 見込値 目標値 ※実績値

目標達成のための手順・方法
／特記事項

目標 指標／単位
H20年度
実績値

H21年度 H22年度
※実績評価

2 財務に関する計画

売上高（千円） 841,279 790,000 868,000 210,000

外注費（千円） 693,019 572,000 639,000 23,000

物件費（千円） 27,010 39,200 52,000 39,000

経常利益（千円） 21,618 △ 6,450 24,400 △ 10,000

当期利益（千円） 12,210 △ 6,630 16,145 △ 10,180

当期未処分利益（千円） 27,776 19,436 43,921 -

純資産額（千円） 227,776 - -

3 施設等に関する計画

積立金（千円） 30,000 0 0 0

4 組織・人員に関する計画

社員数（人） 26 43 44 43

●適正な利益を確保する

　管理･監督業務のみの受注となることから，
売上高が大幅に減少するため，人件費，物
件費について，なお一層，節減に努力し，効
率的な事業運営を推進する。

●少数精鋭による経営を
目指し，社員の増加を最

人件費（千円） 94,617 186,000 163,400 158,000

社員一人当たり人件費（千円） 4,114 4,326 4,085 4,051

売上高人件費比率（％） 11.2 23.5 18.8 75.2

5 その他

倫理規程 策定 策定

資金運用規程 策定 策定

所管局意見

　平成２２年度は，前年度から引き続き委託業務及び委託内容の見直し等により，一部の業務を除き管理監督にかかる部分のみの委託となり，経常利益が大幅に減少することとなるため，更なる事業運営の
効率化を図る必要がある。

  「社員一人当たり人件費」については，委託
社員等を除いた社員数により算出した。

目指し，社員の増加を最
小に留めるとともに，人件
費の抑制に努める。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 32-2



基本財産 16,000千円
本市出えん金 4,000千円
本市出えん率 25.0%

目標値 見込値 目標値 ※実績値

1 業務に関する計画

施工通知書の配布（枚） 72,427 71,300 71,400 71,000

メーター取替工事 99.30% 100.00% 100.15% 100.00%
（メーター取替個数/メー
タ 取替予定個数）

設立年月日

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

　計量法の定めによる検定満了メーターの取
替に当たり，お客様へ事前に施工通知書を
配布して，メーター取替予定日をお知らせす
るなど，市民サービスの向上とメーター取替
の円滑化を図る

①上下水道事業に係る調査研究及び普及啓発に関すること。②上下水道施設の設置に係る調査，設計及び工事並びに維持管理等に関すること。③漏水修繕及び漏水
調査に関すること。④水道メーターの点検，取替及び井水検針に関すること。⑤水道料金及び下水道使用料等の徴収に関すること。⑥災害その他緊急を要する上下水道
に係る工事に関すること。⑦排水設備（水洗便所を含む。）の整備に関すること。⑧その他本協会の目的を達成するために必要な事業

検満メーター取替事業の
円滑化

団体の目的
京都市内の円滑な給水の確保，生活環境の改善及び公共用水域の水質保全を図るため，京都市の実施する上下水道事業の運営に協力し，もって市民福祉の向上に寄
与することを目的とする。

業務内容

平成22年度経営計画　兼　経営努力結果

(財）京都市上下水道サービス協会
所管課 上下水道局総務部総務課
代表者 理事長　　弘元晋一

昭和48年3月28日

目標 指標／単位
H20年度
実績値

※実績評価

ター取替予定個数）

休日の開閉栓業務 実施 実施 実施 実施

漏水修繕工事施行件数（件） 3,679 3,400 3,500 3,400
 (工事件数/要請件数） 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%
再漏水工事の低減 0.54% 0.70% 0.50% 0.60%
（再漏水の件数/漏水工事
の件数）

水圧測定作業施工件数（件） 3,861 3,800 3,420 3,800

● 上下水道事業に関する 啓発チラシ等の配布（件） 72,427 71,300 71,400 71,000
啓発事業の実施

施設一般公開時の啓発物
品の提供（個数）

40,000 35,000 37,000 37,000

4,500 4,500 4,000 4,000

  漏水修繕という緊急性を踏まえ，迅速かつ
効率的な事業を展開するとともに，質の高い
作業を行うことによって市民サービスの向上
を図る。

　京都市上下水道局が実施する街頭啓発活
動時に配布するための，啓発物品を提供す
る。

● 漏水修繕工事等の迅速な
着工及び確実な施工

　京都市上下水道局が実施している蹴上浄
水場及び鳥羽水環境保全センターの一般公
開時に配布するための啓発用物品を提供す
る。

　メーター取替工事のお知らせ配布に併せ
て，トラブル時の連絡先や悪質業者対策など
を記載した啓発チラシを配付する。

の円滑化を図る。

水道週間・下水道の日に
おける啓発物品の提供（個
数）

　引き続き，市民サービスの向上を図るため
実施する。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 33-1



目標値 見込値 目標値 ※実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

目標 指標／単位
H20年度
実績値

※実績評価

2 財務に関する計画

● 収入合計（千円） 1,238,905 1,142,351 1,220,000 1,204,540

支出合計（千円） 1,239,059 1,140,870 1,190,000 1,207,500

収支差額（千円） △ 154 1,481 30,000 △ 2,960

正味財産（千円） 610,216 587,894 625,216 613,246

正味財産増加額（千円） △ 20,673 △ 13,326 15,000 △ 11,970

3 施設等に関する計画

● ＫＥＳの認証取得 環境影響項目の取組 再取得・実施 再取得・実施 再取得・実施 再取得・実施

（環境マネジメントシステム）
　(1)電気使用量の削減 前年度比

6.6%削減
前年度比
0.5%削減

前年度比
13.8%削減

前年度比
0.5%削減

　(2)ガス使用量の削減 前年度比
15.2%増加

前年度比
0.5%削減

前年度比
12.4%削減

前年度比
0.5%削減

　(3)OA用紙使用量の削減 前年度比
14.4%削減

前年度比
0.1%削減

前年度比
4.5%削減

前年度比
0.1%削減

協会敷 内 敷 （ 隣） 清掃

　継続してＫＥＳを運用し，環境負荷の抑制に
努める。

堅実な業務運営による経
営の安全と健全な財務状
況の維持

　収入を出来る限り確保し，支出においては，
経費削減・節減を行い，収支バランスを保つ
よう努める。

( ) 域清掃 実施

環境対策 協会周辺への配慮 実施 実施 実施 実施

● 個人情報保護 適用 再取得・適用 再取得・適用 適用
（プライバシーマーク制度）
　認定取得

4 組織・人員に関する計画

● 効率的な人員配置 職員数（人） 148 142 145 145
　市派遣職員（人） 0 0 0 0
　市退職職員（人） 52 50 50 50
　固有職員 96 92 95 95
　　（固有職員内訳）
　　　プロパー（人） 34 32 32 30
　　　嘱託（人） 62 60 63 65

● 事業所の統廃合 - 実施 実施 -

● 組織の見直し 実施 実施 実施 -

● 職員の資質向上 研修回数（回） 36 20 27 20
「配管技能資格」取得者（人） 0 2 2 2
「給水装置工事主任技術
者」取得者（人）

1 2 1 5

協会敷地内及び，敷地外（近隣）の清掃を
実施する。

　全職員を対象に市民対応，労働安全衛生
に関する専門講師による研修及び個人情報
保護に関する研修を実施する。経理に関する
研修への派遣，漏水修繕等の施工に必要な
資格の取得を奨励する。

　各部署の事業内容，事業量を精査し，適切
な人員配置を実施する。

　防音，防塵，枝の剪定等，周辺地区への配慮

　個人情報保護法に基づく個人情報マネジメ
ントシステムの運用を行う。

　

毎月末に実施毎月末に実施--
(4)地域清掃の実施

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 33-2



目標値 見込値 目標値 ※実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

目標 指標／単位
H20年度
実績値

※実績評価

5 その他

● 公益法人制度改革への対応
移行形態案等の基本方針
検討・策定

検討 検討 原案の調整 -

新法人移行認可に向けた
継続的取組

- - - 具体案の検討

● 「中期経営計画」の策定 検討 検討 検討 検討

● 諸規程の整備 倫理規程の制定 - 制定 制定 -

資金運用規程の制定 制定 - - -

所管局意見

平成21年度については，計画段階では赤字を見込んでいたものの，現段階において若干の黒字が見込まれるところまで改善できており，一定効率的な経営ができていると評価できる。
平成22年度については，若干の赤字を見込んでおり，安定的な事業運営に向け，さらに効率的な経営を行う必要がある。

　新法人移行形態を踏まえた経営計画のあり
方を検討する。

　新公益法人化推進委員会において，新法
人移行認可に向けた諸課題について情報収
集・調査・検討に取り組む。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 33-3



基本財産 80,000千円

本市出えん金 80,000千円

本市出えん率 100.0%

目標値 見込値 目標値 ※実績値

1 業務に関する計画

● 各施設の利用促進 178 190 180 190

60,000 60,000 60,000 60,000

京都アスニー入館者数（人） 568,289 565,000 540,000 560,000

266 300 300 310

300 677 680

図書予約件数（件） 1,143,456 1,100,000 1,300,000 1,350,000

図書貸出冊数（冊） 7,170,401 7,200,000 7,800,000 7,900,000

学校歴史博物館入館者数（人） 27,541 20,000 22,000 23,000

こどもみらい館入館者数（人） 396,568 405,000 390,000 400,000

市民科学事業館入館者数（人） 103,331 101,000 91,000 100,000

花背山の家利用者数（人） 93,234 107,000 79,000 90,000

受講者数（人） 118,871 109,000 109,000 110,000

講座数（回） 271 270 270 270

団体の目的
　京都のもつ歴史と文化を生かした社会教育を展開し，市民の自発的な学習意欲を喚起して生涯学習の振興と連帯意識の醸成を図るとともに，京都市教育委員会の委託
を受けて社会教育施設の管理を行い，もって京都市域における教育と文化の発展に寄与する。

業務内容
　①講座，講演会及びその他の催しの開催，②展示事業の実施，③社会教育及び文化に関する調査及び研究，④社会教育及び文化に関する資料及び情報の収集及び
提供，⑤社会教育事業に対する助成，⑥京都市教育委員会から委託を受けて行う社会教育施設の管理，⑦その他前記①～⑥の目的を達成するために必要な事業

目標 指標／単位
H20年度
実績値

平成22年度経営計画　兼　経営努力結果

(公財）京都市生涯学習振興財団
所管課 教育委員会生涯学習総合センター

代表者 理事長　上田　正昭

設立年月日 昭和56年3月16日

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

講座案内パンフレット配架
（部）

館内での配架，関係機関（区役所，図書館
等）への配付，地下鉄全駅構内での配架（年
３回，各1,000部），車内広告への掲載など広
報を充実する。

夜間における利用者層の拡大を図るため，過
去の講演会のアーカイブ映像の放映や映画
会，コーラスのレクチャーコンサート等の取組
みを展開し，「古典の日」の取り組みでは，京
都市平安京創生館の施設を充実させるととも
に「古典の祭典Ⅲ」を開催し，利用者増を
図っていく。

アスニーコンサート入場者
数（人／１回）

古典の日記念事業参加者
数（人）

ホームページのアクセス件
数（件／１日）

ホームページは，新公益法人への移行に合
わせて整備を予定している。

京都アスニー，アスニー山
科におけるセミナー等の受
講層の拡大

平日や日曜の夜間開催など利用者層の拡大
を図っていく。

インターネット予約の利便性を更に広報し，
利用者増を図っていく。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 34-1



目標値 見込値 目標値 ※実績値
目標 指標／単位

H20年度
実績値

H21年度 H22年度 目標達成のための手順・方法
／特記事項

※実績評価

2 財務に関する計画

財団独自事業収入の増収 事業収入（千円） 65,495 66,000 60,000 61,000

有料講座受講者数（人） 26,376 27,000 26,000 27,000

友の会会員数（人） 554 620 500 520

友の会協賛数（法人） 6 10 7 8

サービス事業収入の増収 サービス事業収入（千円） 28,051 30,000 26,000 28,000

補助金収入（千円） 3,690 4,889 4,889 2,288

収入合計（千円） 1,851,400 1,830,000 1,763,200 1,700,000

支出合計（千円） 1,847,413 1,830,000 1,753,000 1,700,000

収支差額（千円） 3,987 0 10,200 0

正味財産（千円） 87,646 106,000 87,000 87,000

正味財産増加額（千円） △ 18,827 0 △ 646 0

3 施設等に関する計画

● 修繕費（千円） 23,698 9,700 15,000 15,000

4 組織・人員に関する計画

● 派遣職員の削減見直し 本市派遣職員数（人） 82 78 81 81

本市OB等職員数（人） 43 51 51 51

効率的な人員配置 財団固有職員数（人） 198 199 198 198

（内週28.75時間勤務職員数） 65 63 60 60

職員の資質向上 研修会実施回数（回） 17 18 20 20

5 その他

新公益法人会計基準の対応 新会計基準（２０基準）の導入 導入

● 公益法人制度改革への対応 未申請 申請 申請 移行

諸規程の整備 資金運用管理規程 策定 策定

指定管理制度への対応 研究会の開催回数（回） 2 2 2 2

所管局意見

魅力ある講座の企画・運営やアスニーコンサートの
充実等による受講者増を図り収入増に努める。

友の会会員や協賛の増を図り，財源の確保
に努め，自主事業の充実を図る。

施設設備の適正な維持管
理と計画的な修繕

大規模修繕も将来想定されるが，メンテナン
スを徹底することにより設備の延命化を図り，
駐車場システムの更新等についても計画的
に順次実施していく。

京都市の厳しい財政状況から人件費，物件
費のカットを含む受託事業費の減の中厳しい
運営を迫られている。

週28.75時間勤務の職員や臨時職員等の配
置により業務の拡大に対応し，効率的な運営
に努め人件費を抑制している。

職員の資質向上を目的に幅広い分野での研
修を実施していく。

 平成21年度は，11月1日の「古典の日」を記念し，京都市平安京創生館を「古典の日記念　京都市平安京創生館」としてリニューアルオープンするとともに「古典の祭典Ⅱ」を開催し，古典文化を幅広い世
代へ広く発信し，利用者層の拡大を図ったほか，小委員会を設け取組等の検討・実施を行い，利用率向上を図り，昨年度の「源氏物語千年紀事業」の影響を最小限に抑えていく。図書予約件数・貸出冊
数は，利便性の拡充による増加・普及が顕著で，更に伸びも見込まれる。財政面は，京都市の非常に厳しい状況が続く中，人件費，物件費のカットを含む受託事業費の削減が実施され，前年度より厳しい
運営を迫られている。自主事業は，これまで以上に創意工夫が求められ，財源の確保とともに事業を充実させ，市民の満足度を上げていく必要がある。

公益財団法人への移行認
定申請

平成21年12月京都府へ移行申請。認定後の
関連事務を円滑に進めるため準備を進める。

注）　※印の欄は，「平成22年度経営努力結果」作成時（平成22年度決算終了後）に記入 34-2


